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◆巻 頭 言◆ 

複雑で困難な問題に貢献し続ける地環研であるために 

岩手県環境保健研究センター所長 高 橋 勉

令和元年度・２年度の北海道・東北支部の支部長を本

県が担当することになり、このような執筆の機会をいた

だきありがとうございます。 

今年は大型の強い台風や大雨が次から次へと来襲し、

本県をはじめ、日本各地に大きな被害を発生させました。

亡くなられた方々の御冥福をお祈りするとともに、被災

された皆様に心からお見舞いを申し上げます。 

当研究センターは、昭和23年11月岩手県衛生研究所と

して発足し、その後、公害センターや、県内保健所の検

査部門の統合を経て、環境保全と保健衛生の両面から、

法令に基づく調査や行政依頼検査、教育・研修や情報発

信、地域に根ざした調査研究等に取り組んでまいりまし

た。中でも、県民の健康推進施策立案のための研究を進

める地域保健チームや、生物多様性に関する研究を進め

る自然環境チームの設置は、当センター発足以来の特色

となっています。 

北海道に次ぐ面積を持つ本県は、森林面積においても

117万ha余りと全国２番目の広さを有しており、まさに自

然豊かな県土を誇りとしています。また、生物多様性の

シンボル的存在であり、陸上生物のヒエラルキーの頂点

に立つ「イヌワシ」の生息数も、全国で最も多く確認さ

れています。 

また、本県の環境保全の代表的な取組としては、旧松

尾鉱山の坑廃水による北上川の水質汚染対策など、産業

活動の負の遺産への対応があります。東洋一の産出量を

誇った松尾鉱山が、石油精製による回収硫黄の増産によ

り硫黄鉱石の需要が無くなり、昭和47年に完全に閉山し

ました。しかしその後も、同鉱山から流出する強酸性の

大量の坑廃水による北上川の汚染は継続し、当時の北上

川は魚の棲まない死の川と呼ばれていました。この坑廃

水を処理し、北上川の清流を取り戻すため、鉄バクテリ

アを利用した新中和処理施設が稼働したのが昭和57年４

月であり、以来、30年以上毎分約18ｔの中和処理を行っ

ています。この処理は、坑廃水の流出が続く限り継続し

ていかなければいけません。本県の大気環境や水環境が

良好に保たれているのは、このような多くの努力の上に

あることを県民一人ひとりが、理解し、次の世代に確実

に引き継がれていかなければなりません。 

そして、平成23年３月に発災した大震災津波による災

害廃棄物のことに触れないわけにはいきません。本県で

は一般廃棄物14年分にあたる約618万トンの災害廃棄物

（がれき）が発生しました。東京都や大阪府をはじめ県

内外の多くの自治体の協力や、多くの関係者・住民の皆

様の御理解と御支援に支えられ、不可能とも思われたそ

の処理を終えることができました。ここに改めて、災害

廃棄物の広域処理をはじめ、寄付や義援金、ボランティ

ア活動や職員の派遣など、これまでの物心両面での皆様

のさまざまな御支援と御協力に心から感謝申し上げます。 

復興の取組は、現在も引き続き県の総合計画である「い

わて県民計画（2019～ 2028）」の「復興推進プラン」の

中に位置付け、被災者一人ひとりの復興が成し遂げられ

るよう、県政の最重要課題の一つとして取組を進めてい

ます。 

さて、昨今の環境保全の流れは、地球規模の温暖化対

策や海洋でのマイクロプラスチック問題への対応など、

グローバルな視点での対策の必要が叫ばれ、大きなうね

りとなって全世界を駆け回っています。 

我々としてはそのような問題にも真剣に向かいながら

も、地方には地方に根付いた必要な研究があり、地方に

密着した具体的な研究に取組まなければならないという

使命があります。そのための研究者の継続的な育成、技

術の保持・継承は非常に重要で待ったなしの問題です。 

地環研は行政としての性格を強く内在した組織ゆえに、

変化への対応が鈍く不十分になりかねないという懸念が

あります。一つ一つの地環研の力は大きなものではない

かもしれませんが、『我々は微力かもしれないが、無力

ではない』の言葉にあるとおり、全国協議会や支部のネ

ットワークを活用して力を合わせることで、今後の複雑

で困難な問題にも貢献し続けることができると信じて、

地環研ならではの、地域に根ざした研究や取組を着実に

進めていきたいと考えております。 
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＜特 集＞環境中に放出されたプラスチックごみの現状と課題 

海洋プラスチックごみ対策に関する国内外の動向について 

飯野 暁 

（環境省海洋環境室室長補佐）

目次 

1. はじめに

2．海洋プラスチックごみの現状 

2.1環境省の海洋ごみ実態把握調査 

3．国際動向 

3.1 G20大阪サミット首脳宣言 

3.2 G20海洋プラスチックごみ対策実施枠組 

3.3 第１回実施枠組みフォローアップ会合 

4．国内動向 

4.1海岸漂着物処理推進法の改正 

4.2 海岸漂着物対策推進基本方針の変更 

4.3 プラスチック資源循環戦略 

4.4 海洋プラスチックごみ対策アクションプラン 

5. プラスチック・スマート

5.1「プラスチック・スマート」キャンペーン 

5.2「プラスチック・スマート」フォーラム 

5.3 地域での海洋ごみ発生抑制モデル事業 

１．はじめに 

昨今，海洋ごみ，とりわけ海洋プラスチックごみが国内

外で大きな注目集めている。この問題の解決のためには，

①流出の多くが新興国・途上国，とりわけアジアとも言わ

れていることから，これらの国々を含む世界全体で取り組

むこと，②特定の不必要なワンウェイプラスチックの排出

抑制だけでは解決できないことから，各国の状況に応じ，

３Rの推進から海洋プラスチックごみの回収・処理までを

含む包括的なライフサイクルアプローチで海洋への流出

を防止することが重要である。 

そのため，今年６月に開催されたG20大阪サミットでは，

2050 年までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚染

をゼロにまで削減することを目指すという「大阪ブルー・

オーシャン・ビジョン」を合意した。G20が結束してビジ

ョンを共有したことは，この問題の解決に向けた大きな一

歩である。 

今後，日本は，対策の基盤としての科学的知見の集積，

国際的な取組のリードと，あわせて，国内の対策の強化を

進めていく。 

2．海洋プラスチックごみの現状 

回収されずに海洋に流出した海洋プラスチックごみは，

生態系を含めた海洋環境の悪化や海岸機能の低下，景観へ

の悪影響，船舶航行の障害，漁業や観光への影響など，さ

まざまな問題を引き起こしている。2016 年 1 月に世界経

済フォーラム（ダボス会議）が発表した報告書によると，

世界のプラスチック生産量が 1964～2014 年の 50 年間で

20倍以上に急増し，今後20年間でさらに倍増する見込み

であること，毎年少なくとも800万トンのプラスチックが

海洋に流出し，2050 年までには海洋中のプラスチック量

が重量ベースで魚の量を上回るとの予想もあり，国際的な

関心が非常に高まっている。 

また，近年は「マイクロプラスチック」にも注目が集ま

っている。これは5㎜以下の微細なプラスチックのことを

指し，海洋生物が誤食してしまうことや，マイクロプラス

チックに吸着した化学物質が食物連鎖に取り込まれるこ

とによる生態系への影響が懸念されている。 

一方で，３Ｒ（リデュース，リユース，リサイクル）と

いった海洋プラスチックごみ対策の推進は，資源・エネル

ギーの節約にもつながり，気候変動の課題解決にも貢献で

きる。 
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2.1環境省の海洋ごみ実態把握調査 

環境省では平成22年度から，海岸などにある漂着ごみ，

海面に浮遊する漂流ごみ及び海底に堆積するごみ（海底ご

み）に関して，量や種類などの調査等（サンプル調査）を

行っている。 

漂着ごみに関しては，平成28年度に引き続き10地点を

対象に同様の調査を行った。また，漂流ごみ及び海底ごみ

に関しては，平成29年度は，内浦湾（噴火湾）及び鹿児

島湾を対象に，プラスチック類等の人工物を中心に量や種

類などの調査を行うとともに，沖合海域等において，存在

量等の調査を行った。さらに，近年，海洋生態系への影響

が懸念されているマイクロプラスチック※１，に関する調査

を行った。また，平成30年度に漂着した廃ポリタンクの

漂着状況を取りまとめた（廃ポリタンクの調査は，我が国

への海洋ごみの漂着状況を把握する一助として，道府県の

協力を得て平成20年より行っている。） 

※１ マイクロプラスチック：微細なプラスチック類（５

㎜以下）のこと。含有／吸着する化学物質が食物連鎖に

取り込まれ，生態系に及ぼす影響が懸念されている。 

 

3．国際動向 

 海洋プラスチックごみへの関心が世界的に高まる中，本

年 6 月，大阪で G20 サミットが開催され，2050 年までに

海洋プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロとする

ことを目指すというブルーオーションビジョンが共有さ

れた。また，軽井沢で開催された関係閣僚会議で，その実

現のための実施枠組みが構築された。 

海洋プラスチックごみ問題の解決には，新興国・途上国

を含む世界全体で，かつ，モノのデザイン・製造から使用，

廃棄までの全ての段階で取り組むことが不可欠である。 

そのため，引き続き我が国がG20の取組を牽引し，東京

で開催されたG20フォローアップ会合を皮切りに，各国が

しっかり政策・計画を策定し，進捗状況や科学的知見を共

有し，協力して対策を深掘りするサイクル（PDCA）を作り

継続していく。併せて，ASEAN諸国への支援や国連との協

力を通じ，ビジョンを世界に拡大していく。 

さらに，ASEAN諸国を中心として，具体的な海洋プラスチッ

クごみ削減対策を支援していく。そのため，10月には我が国

の主導により，「海洋プラスチックごみナレッジ・センタ

ー」が設立された。このセンターも活用し，我が国の優れ

た技術・ノウハウを活かした廃棄物管理や，計画策定，モ

ニタリングなどの対策を支援していく。 

 

3.1 G20 大阪サミット首脳宣言（海洋プラスチック

関係部分抜粋） 

３９．我々は，海洋ごみ，特に海洋プラスチックごみ及び

マイクロプラスチックに対処する措置は，全ての国によ

って，関係者との協力の下に，国内的及び国際的に取ら

れる必要があることを再確認する。この点に関し，我々

は，共通の世界のビジョンとして，「大阪ブルー・オー

シャン・ビジョン」を共有し，国際社会の他のメンバー

にも共有するよう呼びかける。これは，社会にとっての

プラスチックの重要な役割を認識しつつ，改善された廃

棄物管理及び革新的な解決策によって，管理を誤ったプ

ラスチックごみの流出を減らすことを含む，包括的なラ

イフサイクルアプローチを通じて，2050 年までに海洋

プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロにまで削

減することを目指すものである。我々はまた，「G20 海

洋プラスチックごみ対策実施枠組」を支持する。 

 

3.2「G20海洋プラスチックごみ対策実施枠組」 

2019 年 6 月 15，16 日には，長野県軽井沢において，

「G20 持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環

境に関する関係閣僚会合」が開催され，海洋プラスチック

対策の実施枠組みがまとめられた。 

 この枠組は， 

１）環境上適正な廃棄物管理，海洋プラスチックごみ

の回収，革新的な解決方策の展開，各国の能力強化

のための国際協力等による包括的なライフサイクル

アプローチ（生産から廃棄，処理の各段階における

対策の実施）の推進 

 

２）Ｇ２０資源効率性対話等の機会を活用し，Ｇ２０

海洋ごみ行動計画に沿った関連政策，計画，対策の

情報の継続的な共有及び更新の実施 

 

３）海洋ごみ，特に海洋プラスチックとマイクロプラ

スチックの現状と影響の測定とモニタリング等のた
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めの科学的基盤の強化等を内容としている。 

 

3.3 第１回実施枠組みフォローアップ会合 

10月には，G20海洋プラスチックごみ対策実施枠組みに

基づき，第１回目のフォローアップ会合を東京で開催した。

G20 等 17 ヶ国の実務担当者，国際機関，研究機関など約

100名が参加し第１回目の各国の対策・優良事例について

報告・共有を行い，大阪ブルー・オーシャン・ビジョンの

実現に向け，相互学習等を通じた対策・施策の推進を確認

した。また，会合成果として，各国の対策・優良事例に関

する報告書及び資源効率性に関する議長サマリーを取り

まとめた。加えて，来年のＧ20 議長国であるサウジアラ

ビアが，来年も引き続きＧ20 としてこの問題に取り組ん

でいくことを表明した。 

今後とも，こうした取組を継続するとともに，Ｇ20 以

外の国際社会のメンバーにも取組への参加を呼びかけ，

「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」を提唱した国とし

て，この問題をリードしていく。 

 

4．国内動向 

4.1．海岸漂着物処理推進法の改正 

2009 年に『美しく豊かな自然を保護するための海岸に

おける良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等の

処理等の推進に関する法律』が議員立法により成立した。

2018 年の通常国会において，議員立法により改正法案が

提出され，全会一致により可決成立し，公布施行された。 

 
【改正法のポイント】 

● 法律の対象に漂流ごみ・海底ごみの追加 

● ３Ｒの推進等による海岸漂着物等の発生抑制と整合

の必要性の明記 

● マイクロプラスチック対策 

 事業者は，通常の用法に従った使用の後に河川

その他の公共の水域又は海域に排出される製

品へのマイクロプラスチックの使用の抑制及

び廃プラスチック類の排出の抑制に努めなけ

ればならない 

 政府は，最新の科学的知見及び国際的動向を勘

案し，海域におけるマイクロプラスチックの抑

制のための施策の在り方について速やかに検

討を加え，その結果に基づいて必要な措置を講

ずる 

 
4.2 海岸漂着物対策推進基本方針の変更 

 上記の法律改正を受け，法律に基づく基本方針の変更が

本年5月31日の閣議で決定された。 

 

【基本方針改正のポイント】 

・ 海洋ごみの削減を進めるために河川の下流域の

みならず上流側も含めた流域圏で，行政や事業

者，住民等が一体となって対策を進めること 

・ 海底ごみなどは日常的に海を利用している漁業

者の協力を得ながらその回収・処理を進めるこ

と 

・ 廃プラスチック類の排出抑制や，仮に環境中に

放出されても容易に分解する生分解性プラスチ

ックの利用，プラスチック資源を繰り返し利用

するための再生材の利用を進める 

・ 通常の使用方法により，製品に含まれるマイク

ロプラスチックが下水を通じて海洋に流出する

ような製品へのマイクロプラスチックの使用の

削減を徹底する 

 
4.3 プラスチック資源循環戦略 

 昨年 6 月に閣議決定した第４次循環型社会形成推進基

本計画を受けて，昨年来，関係省庁，学識経験者，業界等

で検討が進められ，中央環境審議会の答申を経て，本年5

月31日に関係省庁連名により決定した。 

 

【基本原則】「3R＋Renewable」 

 

【重点戦略】 

循環型社会形成推進基本法に規定する基本原則を踏ま

え， 

① ワンウェイの容器包装・製品をはじめ，回避可能なプ

ラスチックの使用を合理化し，無駄に使われる資源を徹底

的に減らすとともに， 

② より持続可能性が高まることを前提に，プラスチック

製容器包装・製品の原料を再生材や再生可能資源（紙，バ

イオマスプラスチック9等）に適切に切り替えた上で， 
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③ できる限り長期間，プラスチック製品を使用しつつ， 

④ 使用後は，効果的・効率的なリサイクルシステムを通

じて，持続可能な形で，徹底的に分別回収し，循環利用（リ

サイクルによる再生利用，それが技術的経済的な観点等か

ら難しい場合には熱回収によるエネルギー利用を含め）を

図る。特に，可燃ごみ指定収集袋など，その利用目的から

一義的に焼却せざるを得ないプラスチックには，カーボン

ニュートラルであるバイオマスプラスチックを最大限使

用し，かつ，確実に熱回収する。 

 

【マイルストーン】 

＜リデュース＞ 

①2030 年までにワンウェイプラスチックを累積25％排出

抑制 

 

＜リユース・リサイクル＞ 

②2025年までにリユース・リサイクル可能なデザインに 

③2030年までに容器包装の６割をリユース・リサイクル 

④2035年までに使用済プラスチックを100％リユース・リ

サイクル等により有効利用 

 

＜再生利用・バイオマスプラスチック＞ 

⑤2030年までに再生利用を倍増 

⑥2030 年までにバイオマスプラスチックを約 200 万トン

導入 

 

4.4 海洋プラスチックごみ対策アクションプラン 

 「新たな汚染を生みださない世界」の実現を目指す我が

国の率先的・具体的な海洋プラスチック対策をとりまとめ

るべく，本年2月に環境大臣を議長とする関係府省会議の

開催を契機に，策定作業が開始され，5 月 31 日の関係閣

僚会議で決定した。 

① 廃棄物の回収・適正処理 

② ポイ捨て，不法投棄等による海洋流出の防止 

③ 陸域での散乱ごみの回収 

④ 海洋に流出したごみの回収 

⑤ 代替素材の開発等のイノベーション 

⑥ 関係者の連携協働 

⑦ 途上国支援 

⑧ 科学的知見の集積 

 プラスチックごみの国内適正処理量，海洋プラスチック

ごみ回収量など5つの指標が設定され，プランの進捗を毎

年把握するほか，科学的な知見の進展等を踏まえつつ，3

年後を目途として見直しを行うこととされている。 

 

5.プラスチック・スマート 

5.1 「プラスチック・スマート」キャンペーン 

環境省は2018年 10月に「プラスチック・スマート」キ

ャンペーンを立ち上げた。これは，海洋プラスチックごみ

問題の解決に向けて，国・地方公共団体・NGO・NPO・企業・

研究機関・個人等の幅広い関係主体が連携協働して取組を

進めていくことが必要であるという認識の下，“プラスチ

ックとの賢い付き合い方”をキーワードに，普及啓発，広

報を通じて海洋プラスチック汚染の実態の正しい理解を

促しつつ，国民的気運を醸成し，海洋ごみの発生防止に向

けた取組を進めることを目的としたキャンペーンである。 

以下４つの要素に対して対策を講じることが必要と考

え，広く取組を募集している。 

 無駄な使用を減らす 

例：軽量化や代替素材の開発，マイボトル・マ

イバッグの利用など 

 使用後は適正処理をする 

例：分別を守った適切な廃棄，選別回収，再生

プラの活用など 

 処理から漏れたら回収する 

例：街なか，河川，海岸での清掃活動など 

 回収できなくても溶ける 

 例：生分解性プラスチックやバイオプラスチッ

クの開発・利用 

 

これら取組をキャンペーンサイトや各種イベントを通

じて広く国内外に発信しており，2019 年 8 月時点で 628

団体から866 件の取組が登録されている。また，Twitter

や Facebook，Instagramにおいて「＃プラスチック・スマ

ート」とタグをつけて投稿することで情報発信が可能とな

っており，個人による取組発信が広がることも期待してい

る。 

 

5.2「プラスチック・スマート」フォーラム 

 様々な関係主体間の取組の連携協働を更に強化するた
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めに，キャンペーン参加者を始めとする様々な団体の対

話・交流を促進するプラットフォームとして，環境省は

2019 年 1 月に「プラスチック・スマート」フォーラムを

設置。フォーラムでは，ウェブサイトや会員へのメールマ

ガジンによる情報配信に加え，環境省とフォーラム会員に

よる意見交換会，日本財団との共同事業による「海ごみゼ

ロ国際シンポジウム」「海ごみゼロアワード」を開催し，

対話と交流の場作りを推進するとともに，様々な関連イベ

ントにおける展示活動等により，情報発信・普及啓発を行

っている。2019 年 8 月時点で 386 団体が参加団体として

登録されている。 

        

5.3 地域での海洋ごみ発生抑制モデル事業 

マイクロプラスチックを含む海洋ごみのうち，国内に由

来するものの多くは，内陸で発生したごみが河川を経由し

て海域に流出したものである。このため，環境省では，内

陸を含む複数の地方自治体に参画いただき，流域圏全体で

海に流出するごみの実態把握や発生抑制対策等を行うモ

デル事業（海洋ごみ削減のための発生抑制対策等モデル事

業）を今年度から実施している。このモデル事業は 2018

年度から３カ年の計画で実施することとしており，ごみの

分布状況，組成等の実態把握調査や発生抑制対策の効果検

証を行い，最終年度である2020 年度にガイドラインをと

りまとめる予定である。とりまとめたガイドラインの全国

への普及を図り，沿岸と内陸の自治体の連携・協力し，海

洋ごみの発生抑制対策等が全国で進められるよう取り組

んでいく。 
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＜特 集＞環境中に放出されたプラスチックごみの現状と課題 

環境中でのプラスチックの動態と微小化のもたらす影響について 

石垣智基 

（国立環境研究所 資源循環・廃棄物研究センター 国際廃棄物管理技術研究室） 

1．はじめに 

環境中に放出されたプラスチック類は，環境中に散乱

し景観を損なうだけでなく，野生生物の捕捉や摂食によ

る影響，水路や河川への流入による都市の排水機能の低

下，さらには海洋流出による沿岸の漁業や観光資源への

悪影響が懸念されている。また，環境中での移動過程で

プラスチックが微小化し，いわゆるマイクロプラスチッ

ク（以下MP）として環境中に拡散することも問題視され

ている。2050年までに海洋プラスチックごみ問題の追加

的発生を食い止めるという宣言を含む「大阪ブルー・オ

ーシャン・ビジョン」1)やその実効的な方策である「G20

海洋プラスチックごみ対策実施枠組」2)では，プラスチッ

ク流出防止のために取り得る重要な措置として廃棄物管

理の改善を挙げている。我が国でもプラスチック対策の

政策パッケージが「プラスチック資源循環戦略」として

まとめられた3)ほか，海洋プラスチック削減のための国内

実行計画 「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」
4)や，途上国の対策支援に係る「MARINEイニシアチブ」5)

においても，排出源としての廃棄物管理改善の重要性に

ついて言及している。 

一方で，環境中に放出されたプラスチック類が有する

リスク要因については依然として不確定なものが多く，

定性的な影響が印象論的に注目され，社会の不安を誘因

している現状に懐疑的な意見も多く見られる6)。本稿では，

プラスチックの環境放出の実態と環境中での挙動に関す

る現状の知見を環境科学の観点から整理する。 

2．環境中のプラスチックの主な流出源 

プラスチック類が環境中に放出される要因としては，

(1)プラスチック原材料や製品の製造・保管過程での環境

流出，(2)プラスチック廃棄物の不適切な管理，ならびに

(3)環境放出を前提としたプラスチック製品の使用，に大

別される。プラスチック製品に利用されている主要な合

成高分子素材の概要を表1に示す。密度が小さいほど飛散

しやすいほか，淡水ならびに海水密度との相対的な差異

で浮遊性・移動性が異なってくる。また，密度が大きい

素材であっても製品・廃棄物として流出した際の形状や

加工状態によっては漂流するが，環境中で劣化し，形状

を失い小片化することで，徐々に沈降することになる。 

2.1 プラスチック原材料の流出 

代表的な排出源は，樹脂ペレットの流出である。樹脂

ペレットとは，プラスチック製品加工前の中間材料であ

り，一般的には球状，円筒状，あるいは円盤状で10 mm

以下の粒径である。1966年にはすでにハワイ諸島で保護

された野鳥による樹脂ペレットの飲み込みが報告されて

いる7)。海洋中での検出が始めて報告されたのは北大西洋

のサルガッソー海での1971年の調査8)であり，その際には

すでに3500個/km2の樹脂ペレットの浮遊が確認されてい

る。当時は，樹脂ペレットを製造可能な石油化学工場は

世界でも限定されており，アジアでは日本国内のみ，大

西洋岸では米国東海岸や北欧のみで稼働していた。樹脂

ペレットはそこで生産された上で，フレコンバッグに梱

包され，各国の加工工場へ海上輸送されていた。港湾労

働者のストライキにより樹脂ペレットが海中投棄された

事例9)等も報告されているが，意図的でなくとも荷揚げ・

荷下ろし時の事故により破袋し海洋流出することは頻発

していた10)。我が国では1993年には通商産業省（当時）

の監修により「樹脂ペレット漏出防止マニュアル」が作

成され，その後の業界の流出削減努力もあって樹脂ペレ

ットの環境流出量は削減している。我が国のプラスチッ

ク原材料の生産量は最盛期から30%程度減少している11)

こともあり，今後も流出量は減少すると考えられるが，

零細の成形工場や着色工場，あるいは廃棄物からの再生

ペレット化工場からの流出防止には継続的な対策が必要

である。一方で，世界的に見れば，プラスチック原材料

の生産量自体は増加しており，石油化学工場はもはや世

界中で点在し，特にアジアは一大生産拠点となっている。

樹脂ペレットの環境流出防止対策に関する我が国の経験

を諸外国と共有することは，環境面でも産業効率の面で

も有効であると考えられる。 

2.2 プラスチック製品や廃棄物の不適切な管理

による流出 
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プラスチックを含む廃棄物の運搬，一時保管，処理（特

に破砕や選別）および埋立処分時の飛散や流出がこれに

相当する。我が国においては。法令に基づき適正な廃棄

物管理がなされていればほとんど生じ得ない問題である。

裏を返せば，不適正な保管，処分，あるいは不法投棄な

どの事案において，プラスチックの環境流出の可能性が

高いことに留意する必要がある。また，廃棄物埋立地浸

出水はMPの排出源と認識されており12)，たとえ適正な埋

立地管理をされていたとしても浸出水原水には一定濃度

のMPが含まれる13,14)。浸出水処理の過程でその多くは汚

泥に移行し環境への流出量は削減可能であるが，採用さ

れている処理技術や凝集薬剤の種類等によってその除去

効率は異なる15,16)ほか，水処理施設のない旧処分場，安

定型処分場，すでに廃止された処分場，および海洋との

一定の水交換が想定される海面処分場17)等ではMPの環境

流出が想定される。 

過去には，きわめて大量のプラスチックくずが，資源

という名目で我が国から途上国に輸出されていた。近年

ではその量は年間およそ100万トンに上っており，現地で

の資源化・再生過程における環境上不適切な取り扱いが

懸念されていた18)。これはとりもなおさず，プラスチッ

クの環境放出という問題を我が国から途上国へと輸出し

ていたことに他ならない。2017年頃より途上国側の規制

強化によりプラスチックくずの輸出が滞りはじめ，国内

流通量の増加という形で問題が顕在化してきていたが，

2019年5月のバーゼル条約の改正19)により，「汚れたプラ

スチック」20)の加盟国間における移動がより広範に規制

されることとなり，改めて国内での適正管理の見直しに

迫られる状況となっている。 

途上国においては，各国の法令上は比較的適正に廃棄

物が管理されているといえる状況下でも，廃棄物の飛散

・流出は普遍的に認められる。Jambackら21)が不適切なプ

ラスチック廃棄物管理に起因する各国からの環境流出量

を推計した際には，仮説の不適切さや信頼性に関して多

くの疑義が上がったが，その後のLebretonら22)による信

頼性の高い推計(年間115-241万トンのプラスチックが陸

域から流出)においても，流出量の多い河川流域はアジア

途上国に集中している。廃棄物適正管理の一環として，

収集運搬，保管，処理，再生，処分の各プロセスにおけ

る飛散・流出防止措置を徹底することで，地域の生活環

境改善という主目的に加え，世界的なプラスチック環境

流出量削減に寄与することが期待される。 

建設汚泥や浚渫土砂の海洋投入処分もプラスチックの

環境流出源として重要である。浚渫土砂中には沈降した

プラスチック製品およびMPが多く含まれている23)。許可

を受けた浚渫土砂の海洋投入量は世界全体で年間3,000

万トン/年にも上っており24)，国際海事機関は，直接海洋

投入処分されるプラスチック量が陸域からの流出量予測

と比較しても無視できないと認識しており，廃棄物の海

洋投入量削減を含めた包括的な対策を推進している25)。 

また，不適正な管理ではないが，津波や豪雨による災

害も環境流出要因となりうる。東日本大震災時において

は，津波により480万トンのがれきが海洋に流出し，その

うち154万トン程度が漂流したと類推されている26)が，そ

の3分の1から半分程度がプラスチック類であると推定さ

れている27)。復旧・復興の促進とともに環境保全上の観

点からも，迅速な災害廃棄物処理の推進とそのための自

治体間協力などが強く求められる。 

 

2.3 環境放出を前提としたプラスチック製品 

社会的に大きな問題となったのは，洗顔料，歯磨き粉，

化粧品等に含まれるスクラブに代表されるマイクロビー

ズである。2010年頃から規制の動きが拡大した世界での

状況に比べて日本の対応は遅く，2019年時点で依然とし

て事業者の削減努力義務としての言及にとどまっている。 

漁業やレジャーで使用される漁具類は，本来環境放出

を前提とされてはいないが，野外での利用という状況か

ら，頻繁に海洋流出するほか，港湾部に保管していた漁

具が流出する事例は後を絶たない。釣り糸や大型の網な

どの洋上浮遊による，海洋生物への絡まり事故防止につ

いてはじめて国際的に議論されたのは1969年28)であるが，

その後も同様の事例は多数報告されている。また，海洋

表層における主要なMPとして漁具由来のポリアミドが挙

げられている29)。ポリアミドは密度が大きいものの，漁

具としての用途・製品形状から浮遊しやすいことが推測

される。ただし，海洋プラスチックの総量から判断する

と，主要な排出源は海洋や沿岸での漁業およびレジャー

ではなく，河川経由であることが種々のモデル研究や観

測結果を基に推測されている30,31)。つまり，漁具の環境

放出は，プラスチックの流出に係る量的な問題というよ

りは，形状の特性に起因する野生生物の捕捉という質的

な問題としての一面が色濃くうかがわれる。 

農業利用されているプラスチック類も，環境排出源と

して注目されている。畑作において防草や肥料流出防止

の目的で敷設されるプラスチックシート（いわゆる農業

用マルチ）は，長期間の太陽光下での設置により劣化し，

小片化したものが飛散・流出しやすい状況にある。使用

中だけでなく使用後の保管状況によっては，その可能性

はさらに高まる。温室に利用されるフィルム，家畜飼料

の梱包に用いられるベール等も同様であり，使用後およ

び交換時には速やかに廃棄されることが望ましい。防虫

・防鳥用のネットは，設置条件や使用目的から，破損や

劣化しやすく，そもそも環境流出しやすい状況にあ 
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る。また流出後には，漁具と同じく野生生物に与える影

響が懸念されることから，適正設置・利用を推進するこ

とが必要である32)。農業土壌に直接埋設される用途とし

て，保水材としての高吸水性樹脂が挙げられる。また，

ポリマーコートされた種子の普及も，環境流出が懸念さ

れる要因としてあげられる。これは，播種作業の効率化，

農薬使用の削減，耐温性や吸水性の向上による発芽効率

化などの目的で種子をコーティングするものである。い

ずれも，作物の収穫後にはプラスチックがそのまま土壌

中に残存するため，特にMP化の観点からその消長が懸念

されている。 

欧州ではMPの主要な排出源のひとつとしてタイヤ由来

の小片33)が注目されており，最大で海洋MPの60%を占める
34)ともされている。タイヤ由来のMPは主に自動車の走行

中に摩耗して発生し，道路脇粉じん中に1-5%程度の割合

で存在35)することから，河川・水路に流出しやすい状況

にあると言える。 

 

3．環境中のプラスチックに関する我が国の実態 

3.1 沿岸における漂流漂着物 

自然界におけるプラスチックの散乱状況について，も

っとも視認されるのは沿岸における漂流物・漂着物であ

る。著者らが2006年から2010年にかけて日本海側で実施

した調査36)では，沿岸に漂着する人工物の平均個数は100 

m あたり343点，平均重量は100 mあたり40.9 kg であり，

その70%から93%がプラスチック素材であったことが確認

されている（表2）。環境省が2017年度に実施した全国10

箇所での調査でも漂着物のうちプラスチックが占める割

合は51%から97%37)であり，沿岸漂着物のうちプラスチッ 

ク類が優占している傾向が続いていることが窺われる。

漂着物の由来としては，潮流に乗って長距離移動する漂

流物がしばしば問題視されるが，実際には国内近隣の海

岸間を短距離で移動する漂流物，河川を経由して流出し

た陸域由来物の割合が高い。それらは沿岸から一定距離

の沖合まで流出し漂流しているが，潮位や波高が高くっ

た際に海岸に到達し，その後潮位が低下することで一部

が海岸に残留すると考えられる。これは海岸線の構造に

も左右され，再流出や漂着を繰り返しながら移動するメ

カニズムが示されている36)。河川経由で流下する廃棄物

の主要構成物として，食品の包装に用いられるフィルム，

ペットボトル，ビニル袋などが多いこと，ただしその構

成は河川によって異なることが報告されている38)。通行

人による路上投棄だけでなく，河川域での生活者，河川

でのレジャーに起因することも考えられ，多様なステー

クホルダーと連携して流出対策を推進する必要がある。 

 環境中に放出されたプラスチックは，特に河川での流

下過程において劣化しマイクロ化していくことが想定さ

れている。しかし，関東26地点，関西9地点の河川平野部

および河口域における調査39)によると，同一河川での流

下に伴うMP濃度の増加は一部の河川（隅田川，中川，大

川）では確認されたが，全体を通じては有意ではなく，

流下過程におけるマイクロ化の傾向は確認されなかった。

詳細な挙動の検証には，他の河川や水路との合流に伴う

希釈の影響を考慮した収支をとることが必要であると考

えられる。平均MP個数で比較すると関東の河川域が1.2

個/m3に対して，河口域・東京湾では2.8個/m3であり，流

下に伴う劣化の影響をうかがわせる。なお，関西の河川

では大川下流のきわめて高濃度の地点を除けば，関東に

 密度 (g/cm3) 有害性スコアと分類22) 主な用途 
低密度ポリエチレン 0.91-0.93 11 (II) 包装材，農業用フィルム，ケーブル被覆 
高密度ポリエチレン 0.94-0.965 11 (II) 容器，コンテナ，パイプ 
エチレン 
酢酸ビニル共重合体 

0.92-0.95 9 (II) 農業フィルム，梱包ラップ 

ポリプロピレン 0.90-0.92 1 (I) 自動車部品，家電部品，電線被覆 
ポリスチレン 1.04-1.09 30 (II) 弁当容器 

発泡ポリスチレン 
0.07-0.7 
0.01-0.06 

44 (III) 
食品トレイ・カップ麺容器 
建材（断熱材，芯材），土木資材（型枠，盛土材） 

ポリ塩化ビニル 1.16-1.45 10001-10551 (V) 上下水道管・継手，建材（雨樋，サッシ，床材），農業用フィルム 
アクリロニトリル・ 
ブタジエン・スチレン共重合体 

1.01-1.21 6,552 (V) 家電駆体，外装材 

アクリル 1.17-1.20 1,021(IV)-11,521 (V) 自動車部品，キッチン用品，水槽底面プレート 
飽和ポリエステル 
(ポリエチレンテレフタレート等) 

1.34-1.39 4 (II) 機能性フィルム（絶縁・磁気テープ），衣料品，飲料容器 

不飽和ポリエステル 
(FRP等) 

1.10-1.46 
1.65-2.60 

1,117(IV)-1,414(IV) 
非FRP（化粧板，造園） 
FRP（船舶，コンテナ，ヘルメット） 

ポリアミド 1.13-1.15 47(III)-63(III) 自動車部品，工具，漁具 
ポリカーボネート  610(IV)-1,177(IV) 家電駆体，農業ハウス資材 
スチレンブタジエン・ 
ブタジエンゴム 

0.9-0.94 (-) タイヤ 

軟質ウレタンフォーム 
(発泡ポリウレタン) 

0.016-0.1 13,844 (V) クッション 

メラミン 1.48 882 (IV) 化粧板（建材・家具），キッチン用品 

表1 プラスチック製品として利用されている高分子の特性 
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比べてMP濃度が低く，平均個数で0.86個/m3であった。そ

の他の調査報告37,38)と比較しても，関東圏の河川流域お

よび東京湾での調査結果は突出しており，河川へのMP流

入源の把握と削減対策が急務である。 

 

表2 日本海沿岸における人工漂着物の調査結果 

 海岸名 調査日 回収個数/100m 回収重量/100m プラ率

新潟 K海岸 2007/11/7 262個 10.8 kg 71% 

O海岸 
2007/12/23 498個 65.1 kg 77% 

2008/9/4 558個 13.7 kg 93% 

石川 
H海岸 

2007/12/22 615個 53.2 kg 93% 

2008/9/3 316個 18.1 kg 86% 

福井 M海岸 2007/6/2 235個 72.7 kg 72% 

T海岸 2007/6/15 1445個 131.0 kg 90% 

F海岸 2006/12/13 261個 20.3 kg 82% 

京都 
K海岸 

2007/1/30 537個 122.7 kg 93% 

2008/11/15 297個 64.0 kg 91% 

兵庫 
K海岸 

2007/1/29 176個 34.0 kg 79% 

2008/6/18 32個 1.6 kg 75% 

鳥取 
K海岸 

2007/9/4 28個 2.8 kg 85% 

2008/3/4 89個 13.7 kg 70% 

Y海岸 
2007/9/5 104個 5.4 kg 81% 

2008/3/4 41個 7.3 kg 91% 

 平均  343個 40.9 kg  

 

4．環境中でのプラスチックの消長 

 素材としてのプラスチックは化学的な構造が安定であ

り，環境中において長期間残留することは広く理解され

ている。その一方で，環境中の諸条件によって緩慢にで

はあるが分解が進み，構造の劣化が引き起こされる。も

っともよく知られているのは，太陽光照射下における近

紫外光による化学的構造への影響である40-42)。主に高分

子主鎖構造が，紫外光照射によって生じるラジカルの伝

達を通じて，酸化型の低分子化合物まで断裂されていく
43)。この反応は酸素が取り込まれることで進行するため，

酸素雰囲気が必須条件44)であり大気環境下で進行しやす

い。断裂だけでなくラジカルを介した架橋反応も想定さ

れる45)ため，見かけの低分子化は緩やかに進み，その過

程で力学的特性を失い46)小片化・MP化すると考えられて

いる。プラスチック添加物の流出も物理的な小片化を促

進する要因である。ラジカル生成による断裂は，紫外光

だけでなく大気中のオゾンによっても誘発され47)，いず

れも陸域におけるプラスチックの劣化に関わる重要な要

因である。 

高分子主鎖が炭素で構成されているプラスチック（ポ

リエチレン，ポリプロピレン，ポリスチレン，ポリ塩化

ビニル等）は，主鎖部分が紫外光の影響を受けて低分子

化する48,49)が，寄与する波長は高分子の種類によって異

なり，ポリエチレンは300 nm前後，ポリプロピレンは370 

nm前後の紫外光が最も高分子鎖の破断に影響があるとさ

れている43)。分子量が500 Daを下回るレベルまで低分子

化されると，末端メチル基に対する微生物分解も起こり

やすくなる48.50)ため，化学構造の分解は加速度的に進行

していく。最終的には，脂肪族カルボン酸，ケトン，ア

ルコール，アルデヒド等の化合物まで低分子化48)される

ことで，微生物によって容易に無機化されていくことに

なる。我々がMPと分類しているプラスチック小片は，こ

うした分解過程にある高分子の低分子化・無機化の途中

経過を観測しているものと考えることができる。 

微生物単独によるポリエチレンの分解は，紫外光によ

る分解に比べると遅い（たとえば土壌に10年間埋設で

0.2%の重量減少51)）が，それでも土壌や廃棄物埋立地中

に存在するカビや放線菌による分解の事例が報告されて

いる52)。これらの微生物はポリエチレンから炭素源を得

て，二酸化炭素を放出していること53,54)が報告されてお

り，微生物による無機化が生じうることの証左とされて

いる。リグニン分解菌の生産するマンガンペルオキシダ

ーゼ55)やラッカーゼ56)等の酵素は基質特異性が低く，高

分子の任意の部位から分解・断裂を進めることが可能で

ある。例としてポリエチレンの分子量を500 Da程度まで

低下させること57)が報告されている 

ポリプロピレンは第3級炭素を主鎖に有することから

近紫外光による分解が進みやすい58,59)。また，ポリスチ

レンはフェニル基が活性化されることで，隣接するC-H

結合の断裂を誘発し，ラジカルの発生量を増加させるこ

とから，やはり近紫外光による影響を受けやすいとされ

ている60,61)。ポリ塩化ビニルは紫外光による分解が最も

進みやすい汎用高分子とされている62)。紫外光による脱

塩素に伴って炭素主鎖に二重結合を有するポリエンが形

成されるが，この不飽和結合がさらに紫外光による破断

を受けやすく低分子化が進むことになる63)。ただし，そ

の過程で塩化物が多く生じることから，他のプラスチッ

ク類に比べて生物分解の寄与という点では劣る。またポ

リ塩化ビニルは用途によって多様な添加剤を含んでいる

可能性がある。UV安定剤を含んでいる場合は紫外光の影

響を受けにくくなる他，可塑化剤等として鉛や有機スズ

化合物を含んでいる場合は，主鎖の劣化と同時に放出さ

れることが懸念される。 

 主鎖が多分子で構成されているプラスチックは紫外光

による分解に加えて，加水分解の影響を受けやすい64)。

これは海洋など水環境中における主要な劣化要因のひと

つであり，たとえばポリエチレンテレフタレートやポリ

ウレタンに含まれるエステル結合は加水分解を受けて，

カルボキシル末端を有する化合物とビニル基末端を有す

る化合物を形成する65)。カルボキシル末端を有する化合

物は，紫外光をうけたラジカル経由での分解でも生成さ

れ，末端からの開環を経て生物分解が進行する。紫外光
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による分解においては，メチレン基を含む結合部由来で

ヒドロキシペルオキサイドが形成され66)，それによって

さらにラジカルの生成ならびに酸化分解が進行する。ポ

リウレタンの場合は，エステル結合だけでなくウレタン

結合部も加水分解による断裂を受けやすい。また，微生

物分解を受けやすい部位67)でもあり，カビや細菌由来の

ポリウレタン分解酵素による低分子化68)が報告されてい

る。 

 

 5. 環境中のプラスチックに関わるリスク要因 

世界中で流通している食塩28種のうち25種でMPの混

入が確認される69)など，我々がプラスチックを摂食する

可能性は飛躍的に高まっている。人間の体内にMPが存在

することも糞便の調査結果70)から示されているが，その

由来が食品・調味料に含まれていたMPか，飲食物の容器

包装かについては特定できていない。MP摂食による化学

物質への暴露についても，有意に追加的な影響が生じる

ほどの摂取は考えにくい71,72)とされている。どちらかと

いうと，MPが物理的に消化管等に与える刺激の方が懸念

されている。 

海洋表層18報と底質20報におけるMP組成の比較29)に

よると，利用量が多く密度の小さいポリエチレンやポリ

プロピレン，ならびに容器形状などから浮遊しやすいポ

リエチレンテレフタレートは海洋と底質の双方に共通

して主要なMP成分であるが，海洋表層では密度の大きい

ポリアミドが，逆に底質では密度の小さいポリプロピレ

ンが主要なMP組成として確認された。この5種について

は，ポリマーおよび添加剤の化学的性状に起因する有害

性はいずれも低いこと73)が報告されている（表1）。こ

の有害性評価は，欧州分類表示包装規則(CLP規則)に基

づく含有物質の有害性（各種の健康影響，細胞・生態毒

性，分解性，蓄積性，爆発性，反応性，自己発熱性，環

境破損性など）によるスコアと，化学品の分類及び表示

に関する国際的調和システム(GHS)に基づいて分類され

ている。ここでクラス(V)は段階的に廃止すべき物質，

クラス(IV)はリスク削減が必要な物質，と位置づけられ

ている。たとえばポリ塩化ビニルは，素材に含まれる塩

素に加えて，可塑性や屈曲性を与えるための多様な添加

剤の有害性52)が懸念されており，高リスクに分類されて

いる。一方で，プラスチックの分解・断裂過程で生成さ

れる副産物や中間代謝物の有害性はしばしば見逃され

がちである。芳香族化合物，フェノール類74)，高分子の

不飽和脂肪酸，ベンゼン75)，テトラクロロエチレンやメ

チルベンゼン類76)など，プラスチックが環境中で小片化

される過程で，副次的に生成される低分子化物の有する

有害性についても，構成素材と同様に充分に検討される

必要がある。 

プラスチック素材中の構成成分あるいは分解過程で

生成される成分は，いずれも内的な要因によるリスクで

あると考えられるが，環境移動中に（あるいは排出直後

から）プラスチックが外的な化学物質を吸着して運搬す

ることで，その広範囲な拡散に寄与していることは，特

に海洋プラスチックに関する問題が提起された当初か

ら懸念されてきた7)。たとえばMPが疎水性の化学物質を

吸着しやすいのは素材の特性から当然であり，広範囲に

移動していること自体は事実である。しかし，それが全

球的な化学物質の拡散や生態系・人体にどの程度の追加

的リスクを及ぼしているかについては科学的な評価が

必要である。これまでに海洋生物の曝露・摂取モデルを

用いた評価では，MPに運搬される化学物質の摂取は，環

境や食餌由来の摂取に比べて極めて小さいこと77)など，

海洋生物による有機汚染物質の摂取・蓄積においてMP

が果たす役割が大きいとも，MPの存在が環境リスクの増

大に寄与しているともいえないこと78)が示されている。

MPが運搬する化学物質による健康リスク影響について

は，扇動的な報告も多く住民の不安や懸念も高まってい

るが，地域の実態を反映した調査研究を通じてその影響

を明らかにするとともに，多様な曝露経路と化学物質の

特性を加味した上で，公平かつ中立な検討と情報提供を

進めることが求められる。 

 

 6．終わりに 

本稿では，プラスチックの環境放出に係る実態と環境

中での消長に関する現状の知見を整理した。プラスチッ

クはその利便性に基づき多様な用途で製品として利用さ

れており，我が国でも製品や廃棄物の適正利用・適正管

理を通じて環境放出量削減が可能である。また，途上国

への削減対策支援を実施する上でも，原料流出防止や廃

棄物適正管理に係る我が国の経験が有効であると考えら

れた。また，環境中に放出されたプラスチックは，紫外

光・オゾンによる酸化分解，加水分解，ならびに生物分

解の影響を受け劣化するが，反応部位や劣化速度は高分

子の化学的構造によって異なることが既報より明らかに

された。我々が観測しているMPは，プラスチックが分子

レベルで分解されていく途中過程の形態であり，すでに

元の化学構造とは異なっているだけでなく，その後の無

機化に至るまでに起こりうる反応の選択肢も多く，反応

が進みやすい状況にあるものと考えられた。一方で，環

境中での劣化過程において生じる分解副産物や中間生成

物，がもたらすリスクについては依然として不明な点が

多く，今後検討すべき課題である。またMP化したプラス

チックが化学物質を運搬しているという点については，

化学物質の移動に関わる多様な要因のひとつとして位置

づけて議論する必要がある。MPに運搬される化学物質が
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MPの分解に伴ってどのような挙動を示すのか，環境移動

に関わる詳細な知見の解明も待たれるところである。 
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＜特 集＞環境中に放出されたプラスチックごみの現状と課題 

環境プラスチック問題の全容と課題および 
大阪市立環境科学研究センターの啓発・研究活動 

中尾賢志*・尾﨑麻子**・桝元慶子*  

（*大阪市立環境科学研究センター・**地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所） 

1．はじめに 

大阪市立環境科学研究センターでは，筆者らを中心に

現在は主に下水処理場におけるマイクロプラスチック

（以下，MPs）の挙動に関する研究をおこなっている。MPs

に関する研究は2015年度から開始し，当初は大阪市内河

川中のMPsを検出する方法の模索から始めた。結果的には

河川中からのMPs検出方法の確立には失敗したが，フーリ

エ変換赤外分光法－全反射測定法（FTIR-ATR：Fourier 

Transform Infrared Spectroscopy - Attenuated Total 

Reflection）や熱分解ガスクロマトグラフィーなどの方

法が有効であろう，という感触を得ることができた。 

2016年1月に水産庁が「干潟・藻場ビジョン」1)を公表

したことから，2016年度および2017年度は生物多様性の

高い干潟に焦点を当て，MPsの存在実態および化学・生物

学的影響の調査・研究をおこなった。最終的に大阪湾圏

域の干潟泥中のMPs濃度の把握2)，および干潟に生息する

生物体内からのMPsを検出することができた3), 4)。ただ，

干潟泥や生物から検出したMPsのサイズが海洋表層に浮

遊しているものよりも小さく，検出数も少なかったこと

からMPsに吸着・吸収しているであろう化学物質の検出ま

でにはいたらなかった。 

2017年度からは，3年間の計画で下水処理場における

MPsの挙動（収支）および，その処理の最適化を探る研究

をおこなっている。下水処理場におけるMPsの研究報告は，

2017年当時，海外ではまだ数例であり新規性のある研究

であった。現在，下水処理および下水汚泥処理工程での

MPs濃度の把握に努めているところである5), 6), 7)。 

MPsについての詳細は後述するが，筆者らの考えでは

「プラスチックごみ問題」と「MPs問題」は別の問題（最

終的に主として海洋生態系に悪影響を与えるといった点

で共通はしているが）と認識する方が課題や対策を考え

る際に分かりやすいと考えており本稿でもその立場で論

を展開する。また「プラスチックごみ問題」と「MPs問題」

の2問題を総称して「“環境”プラスチック問題」として

いる。一般メディアでは「“海洋”プラスチック問題」

と呼称される本問題であるが，陸域でもプラスチックご

みを起因とした陸域生態系への影響や大気中でもMPsの

検出が確認されることから，筆者らは本問題を「“環境

”プラスチック問題」とすべきであると提唱している8)。 

本稿の構成であるが，まず「プラスチックごみ問題」

と「MPs問題」を概観する。次に，当研究センターがおこ

なってきた「啓発活動」と「研究活動」について紹介す

る。最後に今後の啓発および研究活動を展望する。 

15ptあき 

2．「プラスチックごみ問題」と「マイクロプラス

チック問題」 

2.1 プラスチックごみ問題とは 

筆者らの考えでは「プラスチックごみ問題」は主に「海

洋流出問題」，「製造過多問題」，「廃プラ問題」およ

び「ポイ捨て（不法投棄）問題」の4種に分類される（図

1）。以下，それぞれを解説する。 

2.1.1 海洋流出問題 

一般メディアに最も取り上げられる問題がこの「海洋

流出問題」である。2016年1月の世界経済フォーラムで，

2025年までに海洋のすべての魚介類の3分の１に当たる

量（重量ベース）のプラスチックが海洋に流出し，2050

年までには流出プラスチックの量が魚介類の量を超える

と報告9)された。本報告が非常にショッキングでセンセー

ショナルであったため，世界中にMPsを含めた「環境プラ

スチック問題」が一気に認識されるに至り，国際的な取

組とMPs研究が盛んになされるようになった。本問題の解

決には「収集適正化施策」といった施策的な課題が考え

られ，行政を中心とした対策が有効であると思われる。 

2.1.2 製造過多問題 

1950年代からプラスチックの大量生産が始まり安価で

安定したプラスチックは消費者である我々の生活に欠か

せないものとなった。しかし，使い捨てであるプラスチ

ック製品が多く，その処理・処分が適正でなかったこと
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図1 環境プラスチック問題の全容と課題 

環境プラスチック

問題

プラごみ問題

マイクロ

プラスチック

問題

海洋流出問題

製造過多問題

廃プラ問題

ポイ捨て

（不法投棄）問題

海洋（水域），

大気，土壌

生物影響

排出抑制

（処理）

海洋輸送拡散解析

海洋生物影響モニタリング

収集適正化施策

代替物開発

拡大生産者責任施策

ライフスタイル見直し

プラごみ輸出入国際適正化施策（条約）

ポイ捨て（不法投棄）防止施策

輸送・拡散モデル解析

濃度分析

環境中でのPOPs吸収・吸着・脱着機構

生物・ヒト曝露影響評価

化学物質移行メカニズムの解明

生態系影響・食物連鎖解析

下水処理・浄化槽などでの除去率改善

ナノプラスチック分析・生体影響

無秩序な採取方法・煩雑な

分析方法

簡易かつ適切なマイクロプラスチック採

取・分析方法の開発および統一化

難分解性
嫌気状態（例えば海底や泥中）での易

分解性プラスチックの開発

POPs吸収・吸着・脱着 プラスチックの種類，POPsの種類による

吸収・吸着・脱着特性の評価

ホットスポット海域での船舶等による収集

問題 課題

から環境中にプラスチックごみが流出することとなった。

本問題も行政施策的な面が強く，特に使い捨てプラスチ

ックに対しては「拡大生産者責任」といった仕組みが必

須になると考えられる。また，3R（Reduce，Reuse，Recycle

（最近ではこれにRefuseを加えた4R）といった廃棄物対

策が有効であると考えられている。 

 

2.1.3 廃プラスチック問題 

2019年5月にバーゼル条約が改正され，「汚れたプラス

チックごみ」（廃プラスチック）の輸出規制が2021年か

ら発効されることとなった。筆者らは「プラごみ輸出入

国際適正化施策（条約）」といった施策の導入を予想し

ていた8)が，それが現実化した。本問題も国際政策的な色

合いが濃い問題であるが，廃プラスチック輸出に一定の

制限を設けることは非常に自然な流れであったといえる。 

 

2.1.4 ポイ捨て（不法投棄）問題 

「プラスチックごみ問題」のセミナーで特にごみ問題

に特化した環境保護団体の方の話を伺うと，河川や海岸

がペットボトルで埋め尽くされた写真が数多く紹介され

る。また大阪湾底のプラスチックごみ調査では食品包装

類，ペットボトル，プラスチックバックの順に多いとい

った報道があった10)。これらのプラスチックごみ全てが

ポイ捨てを起因とするものであるといったデータはない

が，自治体の収集網から漏れたプラスチックごみが海洋

に流出し，湾底に沈んだことは明らかである。ポイ捨て
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写真2 二次的マイクロプラスチック 

（PU:ポリウレタン） 

 
写真1 一次的マイクロプラスチック 

（PE：ポリエチレン） 

 
写真1 一次的マイクロプラスチック 

（PE：ポリエチレン） 

 
写真1 一次的マイクロプラスチック 

（PE：ポリエチレン） 

 
写真1 一次的マイクロプラスチック 

（PE：ポリエチレン） 

 
写真1 一次的マイクロプラスチック 

（PE：ポリエチレン） 

 
写真1 一次的マイクロプラスチック 

（PE：ポリエチレン） 

 
写真1 一次的マイクロプラスチック 

（PE：ポリエチレン） 

（不法投棄）防止やごみ収集の徹底が求められている。 

 

2.2 マイクロプラスチック問題とは 

マイクロプラスチックは5 mm以下の微細なプラスチッ

クである。ただ，その発生要因により「一次的マイクロ

プラスチック」（写真1）と「二次的マイクロプラスチッ

ク」（写真2）に分類される．前者は洗浄能力を高めるた

めに洗顔料や歯磨き剤に封入された微細な球形のマイク

ロビーズを指すことが多い。近年は洗顔剤等への使用抑

制やケイ酸カルシム等の無機物といった代替物に切り替

えることによりその数は減少していると考えられる。し

かし，工業的に使用されるマイクロビーズや，例えば自

動車の塗膜に使用されるある種の微細なプラスチック等

は依然として使用されている11)と考えられる。これらの

「一次的マイクロプラスチック」は下水道や浄化槽に流

入し，大部分は除去された後，最終的に海洋に流出して

いると思われる。 

「二次的マイクロプラスチック」は主として沿岸域に

漂着したプラスチックごみが紫外線や波浪といった物理

的要因により微細化したもの，とされる。しかし，そう

した微細なプラスチックは沿岸域だけでなく，陸域でも

発生する。例えば回収しきれなかった家庭ごみ，ペット

ボトルで山積みになった飲料容器回収箱，道路工事が終

わり回収されなかったカラーコーンなども沿岸部と同様

に紫外線や風雨により微細化し，側溝や下水道を通じて

海洋に流出すると考えられる。 

ここでも筆者らの考えとしてMPs問題は「海洋（水域），

大気，土壌」，「生物影響」，「POPs（Persistent Organic 

Pollutants）：残留性有機汚染物質）吸収・吸着・脱着」，

「排出抑制（処理）」，「無秩序な採取方法・煩雑な分

析方法」および「難分解性」の6種に分類した（図1）。

以下，それぞれを解説する。 

 

2.2.1 海洋（水域），大気，土壌 

近年急速に進んだMPs研究により，MPsの研究に携わっ

ている研究者の共通認識として「（地殻内は別として）

地球上にMPsが存在しない環境はない」という考えが定着

しつつある。当初は海洋の表層環境が注目されたがその

後の深海底での検出例えば12)，南極海での検出13)，陸水域で

の検出例えば14)，大気中から検出例えば15)，土壌からの検出例え

ば16)など次々と海洋表層以外からもMPsが検出された。筆

者らがMPs研究を開始した頃（2015年頃）は，「MPsによ

る環境『汚染』」という表現，特に「汚染」という単語

を使用することにやや抵抗があったが，現在では「地球

環境はMPsに『汚染』されている」といった表現は決して

誇張ではなく，逆に真実に近い表現であると思われる。 

 

2.2.2 生物影響 

MPsの生物からの検出は，海鳥を対象とした報告が多い
例えば17)。室内実験ではあるが，二枚貝の組織からはMPs由

来であるPOPsが検出されたという報告がある18)。その他，

ゴカイ19)やミミズ20)，サンゴ21)といった生物，さらにはヒ

トの糞便からも検出されたという報道もある22)。挙げれ

ばキリがないが，環境中のMPsと同様に「（大きさにもよ

るが）MPsが検出されない生物はない」という共通認識が

MPs研究に携わる研究者に定着しつつあることも否定で

きない。しかしながら，MPs由来のPOPsが生体内に蓄積し

ているとして，それが生体に具体的にどのような影響を

与えているかは未だ判然としない。最近になって，ドイ

ツや東京大学の研究チームがMPsのヒトの生体影響に本

格的に取り組むといった報告23)や報道24)がなされている。

これらの研究結果にもよるが，もしMPsが将来かなり高い

確度で人類の脅威になり得ることが判明すれば，予見的

な研究に留まっている現在のMPs研究がさらに進むと思

われ，環境プラスチック問題に対する施策にも大きな影

響を与えることが予想される。 

 

2.2.3 POPs吸収・吸着・脱着 

MPsはPOPsを吸着・吸収することから，それが生物の生

体内に入り込んだ場合，脱着して器官に移行・蓄積され
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表1 各種検出方法によるMPsの検出サイズ 

検出方法 検出サイズ

実体顕微鏡＋FTIR-ATR 約200μm＜

顕微FTIR 約10μm＜※

ラマン分光法 約1μm＜※

※日本分光（株）資料27）および聞取り

 

写真3 マイクロファイバー 

（ポリエチレンテレフタレート）

図2 マイクロファイバーの位置づけ 

一次的マイクロプラスチッ ク 二次的マイクロプラスチッ ク

マイクロファ イバー？ 5 mm以下の粒子

ることが指摘されている例えば18）。左記現象がヒトの体内

で生じていないとは言い切れず，確たる証拠はない状況

ではあるが，MPsは将来的に主として海洋生態系（陸域生

態系に影響を与えない，という保障はない）に悪影響を

与え，我々が摂取する魚介類中のPOPs濃度が上昇してい

くことが懸念されている。よって，まだまだ生体影響へ

の度合いが不明なままではあるが，予見的に世界中でMPs

の研究がおこなわれている，というのが現状である。 

 

2.2.4 排出抑制（処理） 

「一次的MPs」と「二次的MPs」のどちらに定義すべき

か悩ましいのが，近年環境中のMPsのなかで最もその割合

が高い「マイクロファイバー」例えば25)（写真3）と呼ばれ

る主として合成繊維由来のMPsである（自然物由来のもの

と区別しない研究者も存在する）。「マイクロファイバ

ー」は現在確固とした定義がなく，MPsの検出技術が発達

したが故に新たに問題となった「新しい」MPsである。あ

えて定義するとすれば図2のようになろうか。例えば，洗

濯機で合成繊維製のフリース1枚を洗濯すると1,900個の

マイクロファイバーが発生するといった報告がある26)。

それらは下水処理場や浄化槽に流入し，除去率は100％で

はないにしろ，高い除去率で処理されていると考えられ

る。しかしながら，例えば下水処理場でのマイクロファ

イバーの除去率が99%であったとしても，残り1%は公共用

水域に排出されている。つまり，例えば，10億個のマイ

クロファイバーが流入したとすると1,000万個のマイク

ロファイバーが除去されずに排出されることになる。よ

って，下水処理場や浄化槽といった施設・設備でのMPs

除去率の向上も課題となる。 

 

2.2.5 無秩序な採取方法・煩雑な分析方法 

例えば海洋や湖沼表層でのMPsの採取はニューストン

ネットを用いることが推奨されつつあるが，国際的に決

まった方法はない。プランクトンネットの目開きも300

～350μmと幅があり，MPsの採取にはどの目開きが適正で

あるかといった決まりはない状況である。現在，環境省

主導で海洋におけるMPsモニタリング手法の調和等に向

けた検討業務がおこなわれており，国際的な採取方法の

統一化に参画する動きがある。 

MPsの分析方法についても統一化された方法はなく，筆

者らは当初から実体顕微鏡とFTIR-ATRを用いているが，

近年普及が進んでいる「顕微FTIR」は実体顕微鏡と

FTIR-ATRによる検出方法よりもマイクロプラスチックの

検出・同定下限サイズが小さく（10μm程度），さらに検

出・同定にかかる労力を省力化できる。実体顕微鏡と

FTIR-ATRによる検出・同定方法では筆者らの経験上200 

 

 

μm程度が検出下限サイズであるにもかかわらず，非常に 

労力がかかる。表1に各種検出方法による検出マイクロプ

ラスチックのサイズを示した。近年報告が増えているラ

マン分光を用いた方法例えば28)（ここでは「ラマン分光法」

とする）は顕微FTIRよりもさらに微小なマイクロプラス

チックの検出・同定が省労力で可能になる。 

 



 

＜特集＞ 環境中に放出されたプラスチックごみの現状と課題 
165 

〔 全国環境研会誌 〕Vol.44 No.4（2019） 
 

20 

図3 植物由来プラスチックと生分解性プラスチック 

   （加茂の図30）を改変） 

 

写真4 微細化するプラスチックの様子 

2.2.6 難分解性 

MPs問題の深刻さが認識され始めると，にわかに環境中

で分解する「生分解性プラスチック」に注目が集まるよ

うになった。生分解性プラスチックとバイオマスプラス

チックは混同されることが多く，また，それらの定義と

理解が研究者により異なることもあるが，ここでは惠谷
29）と加茂30）の記述を基に生分解性プラスチックとバイオ

マスプラスチックについて述べる。 

惠谷によると「生分解性プラスチックは自然環境中の

微生物の作用により分解して，好気的条件下では水とCO2

に，嫌気的条件下ではメタン（CH4）になるプラスチック

をいい，バイオマスを原料とするものと石油を原料とす

るものがある。また，バイオマスを原料とするプラスチ

ックには非生分解性のものもあり，生分解性プラスチッ

クとバイオマスプラスチックを総称してバイオプラスチ

ックといわれている」とある。 

加茂は「植物由来プラスチックと生分解性プラスチッ

ク」について，理解しやすい図30）を作成しており，その

図を改変したものを示す（図3）。 

プラスチックごみやMPsが海底に沈むと，安定し，力学

的外乱が少ない海底環境では，プラスチックの分解がさ

らに遅くなると考えられる。高田31)によると「化学合成

系の生分解性プラスチック」である「ポリカプロラクト

ン」は東京湾の海底でも分解されずに検出されており，

例え環境中で分解しやすい生分解性プラスチックでも，

その分解速度が遅ければ石油由来のプラスチックと同様

の挙動を示し，POPsのベクターや生体内でのPOPs蓄積の

原因となりうる。筆者の経験上も，「セロファン」が干

潟の泥中やカニの体内から見つかったことがあり，セロ

ファンでも分解が遅ければ環境中に残存し，もしPOPsを

吸着する能力があれば生体により捕食され高次捕食者に

POPsが移行するといった食物連鎖が生じることは否定で

きない。 

15ptあき 

3．当研究センターの啓発活動 

3.1 プラスチックごみ問題の啓発活動 

筆者らはMPsの研究から始めた経緯から，プラスチック

ごみ問題については研究をしてこなかった。しかしなが

ら，MPsの講演や執筆依頼ではMPsとあわせてプラスチッ

クごみ問題にも言及して欲しいといった要望が多く，講

演や執筆をする際にはできるだけプラスチックごみ問題

の現状を調べ，MPsと同様に扱うようにしている。また，

講演会では講義だけするのではなく，プラスチックごみ

が徐々に小さくなっていく様子を実際のプラスチックご

みを用いて観察して頂いている（写真4）。さらに，講義

だけでは聴衆の興味を惹くのにも限界があるので最近で

は「ワークショップ」と称し，図1の「問題」だけを提示

し，どういった「課題」や「対策」が考えられるかを参

加者自身で考えて頂くといった試みもおこなっている

（写真5，図4）。 

 

3.2 マイクロプラスチック問題の啓発活動 

MPs問題については2016年に市民等を対象とした啓発

活動をおこなった（写真6）32), 33)。それ以降も要望や機

会があればMPsについての啓発活動を随時おこなってい

る。最近では，先に述べたようなワークショップにおい

て携帯型顕微鏡で観察して頂いている（写真7）。 

15ptあき 

4．当研究センターの研究活動 

4.1 プラスチックごみ問題の研究活動 
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図4 ワークショップのレジュメの一部 

 

写真5 ワークショップ 

 

写真6 啓発活動 

 
写真7 携帯型顕微鏡でのMPsの観察 

先にも述べたように講演・執筆依頼でプラスチックご

み問題を扱って欲しいという要望から，筆者らは文献等

で日本や世界におけるプラスチックごみ問題の状況を

調査している。以下に，例として日本のプラスチックご

み問題の状況を記す。 

日本における2016年の廃プラスチック輸出量は152.7

万トンであり34），同年の2016年の日本における廃プラ

スチック総排出量は899万トンで，有効利用量は759万ト

ン，有効利用率は84%となっている35）。それ以外の「リ

サイクル」されていないものの処理・処分方法は，2016

年は単純焼却が約9%，埋立処理が約7%と推計されている
36）。3種の有効利用量である「マテリアルリサイクル（材

料リサイクル）量」，「ケミカルリサイクル（化学的リ
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図6 生物を採取した干潟 
 

図5 大阪湾圏内の干潟3箇所 

表2 日本における 

プラスチックの有効利用量（2016年） 

廃プラ総排出量 899 

有
効
利
用
量 

マテリアル 

リサイクル量 
206 

ケミカル 

リサイクル量 
36 

サーマル 

リサイクル量 
517 

合計 759 

有効利用率（％） 84 

単位＝万t 

サイクル）量」，「サーマルリサイクル（熱回収）量」

は2016年時点でそれぞれ206万トン，36万トン，517万ト

ンとなっている（表2）。廃プラスチックの輸出量は前

述したとおり152.7万トンであり，輸出量全てが「マテ

リアルリサイクル量」および「ケミカルリサイクル量」

として把握されているとすれば，輸出率は63.1%となり，

自国で「マテリアルリサイクル」および「ケミカルリサ

イクル」している量は40%にも満たない。さらに，「サ

ーマルリサイクル」率は総有効利用量に対して68.1%に

なっており，日本における廃プラスチックの有効利用率

の約7割が「熱回収」されていることになる。「熱回収」

とは廃プラスチックを焼却し，発生した熱を用いての発

電や廃プラスチックを固形燃料化等にすることである。

2016年における日本の廃プラスチックの有効利用率は

84%と高いが，OECD（経済協力開発機構）の報告書37）で

は20%強にとどまる。原因は「サーマルリサイクル」の

扱いで，日本では約7割を占めるが，欧米では二酸化炭

素を排出して環境負荷を高めるとして「サーマルリサイ

クル」はリサイクル率に算入されないからである38）。 

以上から，日本における廃プラスチックのリサイクル

率は国際的にみて決して高くはなく，「サーマルリサイ

クル」以外の「マテリアルリサイクル」および「ケミカ 

ルリサイクル」も約6割を海外に頼っていたことになる。

海洋に流出するプラスチックの量が多い国として中国

や東南アジアが挙げられることが多いが，実は，その海

洋に流出していたプラスチックは日本から輸出された

ものも含まれていた可能性がある。つまり，日本は間接

的に他国からプラスチックごみを海洋に流出させてい

たのかもしれないのである。今後プラスチックのリサイ

クルを自国内で完結させることを義務付ける条約が新

たに批准される可能性もあり，「サーマルリサイクル」

の取扱いの是非も含めて議論する時が来ている。 

 

4.2 マイクロプラスチック問題の研究活動 

先に述べたように筆者らは主に大阪湾圏内の干潟にお

けるMPs研究および下水処理場におけるMPs研究をおこな

ってきた。以下にそれぞれの研究についての詳細を述べ

る。 

 

4.2.1 大阪湾圏域の干潟2), 3), 4) 

大阪湾圏内の干潟3箇所（図5）について干潟泥中のMPs

および干潟1箇所（図6）については貝やカニ，鳥類とい

った生物の生体中のMPsについて調査をおこなった（検出

MPsの下限サイズは300μm）。 

その結果，大阪湾奥部の干潟泥中のMPs濃度が高いこと

が明らかとなった（図7）。また，有機分が高い泥はMPs

を保持しやすく，有機分が低く砂分などが多い泥にはMPs

が保持されにくいことが推測された。 

次に，30検体のヤマトシジミ体内のMPsを調べた結果，3

検体からMPsが1個ずつ検出された(例えば写真8)(検出率

10%)。また，30検体中21検体から1個～複数個の人工物と

みられる繊維状の物体が検出された(例えば写真9)(検出

率70%)。これらは繊維状のためFTIR-ATRでは同定できず，

プラスチックであるという確証は得られなかった。 

30検体のクロベンケイガニ体内のMPsを調べた結果，2

検体から1個と2個のMPsがそれぞれ検出された(例えば写

真10)(検出率約7%)。また，3検体からセロファンが1個ず
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写真9 ヤマトシジミから検出された 

            繊維状物体 

 

写真8 ヤマトシジミから検出されたMPs 

 

写真11 クロベンケイガニから検出された 

           セロファン 

 

写真10 クロベンケイガニから検出されたMPs 

   （ポリエチレンテレフタレート） 

図7 大阪湾口，湾東，湾奥部の干潟泥中のMPs数 
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つ検出された(例えば写真11)(検出率10%)。セロファン

はセルロースから作られる膜状の物質であるが，干潟泥

中からも検出された。セロファンはセルロースからでき

ているため，自然分解しやすいと考えられるが，干潟泥

やクロベンケイガニから検出されたことから，自然界で

の分解速度はそれほど速くないと考えられる。 

1検体のキンクロハジロ胃内容物からは8個のMPsが検

出された(例えば写真12)。キンクロハジロ胃内容物から

二枚貝の殻や巻貝の殻が見つかっていることから，低次

捕食者から高次捕食者へのMPsの移行の可能性が示唆さ

れた。 

 

4.2.2 下水処理場での挙動5), 6), 7) 

 近畿地方の下水処理場の協力を得て，下水処理場内で

のMPsの挙動を調査した（検出MPsの下限サイズは90μm）。

具体的には流入下水と最初沈殿池，反応タンク流入水，

最終沈殿池流出水，急速ろ過流出水の浮遊物質 
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図10 各水処理工程におけるMPsの除去率 
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全体

急速ろ過設備

反応タンク＋最終沈殿池

最初沈殿池

 

写真12 キンクロハジロ胃内容物から検出された  

        MPs（ポリエチレン） 

図8 検出MPsのサイズ分布 
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（Suspended Solid：SS）と活性汚泥浮遊物質（Mixed 

Liquor Suspended Solids：MLSS）を測定し，単位SS，MLSS

当たりのMPsの数を各工程で算出し，各処理工程の日当た

りの流量を乗じてMPs負荷量とした。 

調査した全工程のMPsのサイズ分布を図8に示す。サイ

ズは長径と短径の平均値とした。200～299 μmのサイズ

が最も多かった。200 μm未満ものはFTIR-ATRの検出感

度不足により同定が困難であったケースや，微小さゆえ

に分析中に逸失するといったこともあった。 

図9に各処理工程全体で検出されたMPsの種類の割合

を示す。ポリエチレン（PE）が72%と最も高い割合を示

した。日本での2017年のPE生産量は全プラスチック生産

量全体の24%39)であった。当初，我々は下水処理場に存

在するMPsの種類の割合はプラスチック種類別生産割合

と一致すると考えていたが，分析の結果，実際は異なる

ことがわかり，家庭・工場排水および道路塵埃由来のMPs

の種類はPEが優先すると考えられた。また，琵琶湖・大

阪湾における表層中のMPsの73～93%がPEであった40)，

といった報告があり，今後その関連性を調査する必要が

あると考える。 

各水処理工程のMPs濃度は，流入下水中のMPs濃度が

約0.05個/mg-SS (約2.9個/L)，最初沈殿池流入水が約0.28

個/mg-SS（約23.4個/L），反応タンク流入水が約0.15個

/mg-SS（約5.0個/L），活性汚泥中が約0.01個/mg-MLSS

（約25.3個/L）となった。流入下水よりも最初沈殿池流

入水のMPs濃度が高いのは本処理場では最初沈殿池に汚

泥処理工程から発生する返流水が流入することが原因で

あると考えられた。返流水中のMPs濃度は約0.21個/mg-SS

（約540個/L）であると推測され，非常に多いMPsが汚泥

処理工程から水処理工程に戻されていると考えられた。

活性汚泥中のMPs濃度である約0.01個/mg-MLSSを最終沈

殿池および急速ろ過流出水のSSに乗じることにより，二

次処理水中のMPsおよび三次処理水中のMPsの量を推算

した。その結果，二次処理水中のMPs濃度は約0.02個/L，

三次処理水中のMPs濃度は約0.01個/Lとなった。 

図10に各水処理工程のMPs除去率を示す。それによる

と最初沈殿池での除去率は78.9%，反応タンク＋最終沈殿

池での除去率は97.8%，急速ろ過設備での除去率は58.9%

であり，全体での除去率は99.6%となった。MPsの下水処

理場流入負荷量と最初沈殿池入口負荷量を比較すると後

者が突出して多く，内部水である最初沈殿池に流入する

汚泥処理工程からの返流水負荷量が多いことが推測され

た。返流水のMPs負荷量が多い理由は汚泥濃縮工程から

の分離液中にMPsが多いからだと考えられ，汚泥濃縮工

図9 検出MPsの種類 

72%3%

3%
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程でいかに分離液中のMPs負荷量を減少させるかが重要

であると思われた。 

15ptあき（続けて図・表を挿入する際は１行あける） 

5．今後の啓発および研究活動の展開 

大阪市の環境施策として環境プラスチック問題は小学

生や中学生の環境副読本「おおさか環境科」で取り上げ

られるなど，次代を担う若い世代への啓発がなされてい

る。今後も大阪市の環境施策に沿う形で我々研究セクタ

ーでの啓発活動もより充実したものにしていきたいと考

えている。また，関西でのMPs研究者はまだまだ少なく，

今後も大学等の研究機関と共同して関西圏内でMPs研究

者のネットワークを拡充していき，より広域的な研究を

おこなえる体制を構築していきたい。当研究センターと

しては，海洋環境や生物体内，排出抑制としての下水処

理場での対策だけでなく，今後は大気中MPsがどういった

環境中での挙動を示し，マイクロファイバーといったMPs

がヒトの呼吸器系疾患にどういった影響を与えているか

の疫学的研究の基礎データを収集したいと考えている。

MPsの研究は欧米諸国に遅れをとっている状況であり，我

が国での研究の余地はまだまだ残されている。予見的研

究が主であるMPs研究について市民・国民からの理解と支

持を得るためにも，今後も啓発活動を中心とし，活発な

研究活動をおこなっていきたい。 
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＜特 集＞環境中に放出されたプラスチックごみの現状と課題 

信州プラスチックスマート運動について 

長野県環境部資源循環推進課 

1．はじめに 

昨今，海洋プラスチック問題が世界的な課題となっ 

ています。 

 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の発表によると，世

界のプラスチックごみ発生量は2015年には３億200万

トンと推定され，1980年の約5,000万トンから35年間で

その約６倍にもなるといわれています。 

プラスチックは手軽で耐久性に富み，安価で加工が

しやすい大変便利なものです。幅広く使用されている

一方，その多くは使い捨てにされ，環境中に出たもの

は川を通じて海に流れ出ていきます。 

プラスチックは，自然界では分解されません。海に

流れ出たプラスチックは，海洋生物による誤食ほか，

波の力や紫外線等により細かく砕かれ５ｍｍ以下と

なったマイクロプラスチックによる生態系への影響

も懸念されています。 

「海洋ごみの７割は『川』から」※流れてくるとい 

ったデータもあり，この問題は海のない長野県も決し 

て他人ごとではありません。 

  ※（公財）かながわ海岸美化財団「なぎさのごみハンドブ

ック」より 

15ptあき 

2．「信州プラスチックスマート運動」がスタート 

 長野県では海洋プラスチ 

ック問題に向き合うため， 

令和元年５月，上流県の責 

務として生活スタイルの見 

つめ直しからプラスチック 

と賢く付き合う「信州プラ 

スチックスマート運動」を 

スタートしました。 

3．運動の内容 

 県民の皆様へ以下の「３つの意識した行動」を呼び 

かけています。 

＊ 意識して『選択』 

そのストロー，レジ袋は本当に必要ですか？ 

不要なら断りましょう。 

＊ 少しずつ『転換』  

使い捨てプラスチックから代替品へ 

（レジ袋をマイバッグに，など） 

＊ 分別して『回収』 

必要なプラスチックは使ってもいいんです。でも使い

終わったら，市町村のルールに従い分けて回収へ 

4．河川一斉清掃「クリーン信州 for ザ・ブルー」 

 「信州プラスチックスマート運動」の一環として， 

県では令和元年５月26日（日）に県内10か所でボラン 

ティア参加による河川一斉清掃を実施しました。 

参加者数は計385人。 

 １時間ほどの清掃で回収されたごみは13,000ℓで，う 

ちプラスチック類は約64％を占めました。 

長野地域（千曲川）における河川一斉清掃 

信州プラスチックスマート運動ポスター
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5．「信州プラスチックスマート運動協力事業者の

募集」 

県内事業者・団体等の皆様には，「信州プラスチック

スマート運動協力事業者」の登録をお願いしています。 

登録できる取組内容は，以下のとおりです。 

 

 

文字数は１ページ当たり，25文字×47行×2段組みで

2,300字とします。ファイルのサイズは1記事につき2MB

以下（酸性雨全国調査などこれによりがたい場合はトー

タルで8MB以下）になるよう，図や表を貼り付ける際には

ファイルサイズを縮小して貼り付けてください。 

本文中の文字の書式は明朝文字（9.5pt，行間15pt，左

揃え）を使用し，章節項については，ゴシック文字（10.5pt，

行間12pt，段落前6.4pt，段落後0行）を使用してくださ

い。本文と次の章へ間は1行（15pt）あけてください。 

登録された皆様には，認定証 

とステッカー（店舗掲示用）を 

お送りしています。 

また，長野県ごみ減量情報サ 

イト「信州ごみげんねっと」で， 

登録事業者様の情報を紹介して 

います。 

令和元年10月末時点の協力事 

業者数は43事業者301店舗となっ 

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6．おわりに 

 長野県は，一人一日当たりの一般廃棄物排出量が４ 

年連続（平成26年から平成29年まで）全国で一番少な 

い県です。 

 ごみ減量日本一の継続と環境にやさしい長野県を目

指し，引き続き「信州プラスチックスマート運動」を

推進していきます。 

〇プラスチックごみの排出量を削減する取組 

例：レジ袋の削減（有料化，薄肉化，声かけ等），

使用済みプラスチックの回収，代替品の使用，

プラスチックの再利用（リユース）など 

〇使用済みプラスチックの再資源化 

（使用済みプラから製品を製造等） 

〇プラスチック代替製品等の製造・開発・研究 

〇上流県における海洋プラスチック対策 

（河川清掃等の実施） 

〇上記以外（環境教育，講演会の実施等）  

協力店ステッカー 
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＊The stranding characteristics of beached marine microprastics on the coast - The comparison of coast between 
the Pacific Ocean and the Sea of Japan - 

＊＊Takahiro Ikegai, Hiromi Kikuchi, Satoko Mishima（神奈川県環境科学センター）Kanagawa Environmental Reseach 

Center 

＜報 文＞ 

海洋マイクロプラスチックの海岸漂着特性 
～太平洋沿岸と日本海沿岸の比較～＊ 

池貝隆宏**・菊池宏海**・三島聡子** 

キーワード ①マイクロプラスチック ②海岸漂着 ③太平洋沿岸 ④日本海沿岸

要 旨 

 マイクロプラスチック（MP）の海岸漂着状況に及ぼす外洋の影響を比較するため，2018 年 11 月に神奈川県の高浜

台海岸と島根県の古浦海岸で漂着量調査を行った。その結果，高浜台海岸において今回初めて黒潮の影響とみられる漂

着量の増加を確認した。相模湾沿岸では，時期により外洋の影響に差があり，漂着状況は黒潮分派流の湾内への流入状

況によって変わると考えられた。一方，古浦海岸では高浜台海岸の 94 倍の MP の漂着が確認された。集水域に発生源が

ない樹脂ペレットが多数漂着していたこと及び先行研究との比較から，古浦海岸に漂着する MP は黄海から対馬海流で

輸送されたものが主体であり，これに朝鮮半島や九州の都市域から流出した MP が上乗せされたものであると考えられ

た。 

1．はじめに 

SDGsのゴール14の達成に向けた喫緊の課題の一つに，

海洋プラスチックごみの削減があげられる。世界中で

800 万トン以上のプラスチックが毎年海洋に流出してお

り，対策を講じなければ 2050 年までにその総重量が魚類

を上回る 1）との試算もある。こうしたプラスチックごみ

は，5mm 以下のプラスチック片 2）であるマイクロプラス

チック（MP）の起源の一つと考えられている。海洋中に

微細なプラスチック片が漂流していることは 1970 年代

から指摘されていたが 3），今世紀に入り MP が海水中の

希薄な PCB 等の残留性有機汚染物質を高濃度に吸着して

遠隔地に輸送する性質を持ち 4），魚類による MP の摂食

も確認 5,6）されるなど，MP が持つ海洋生態系に対するリ

スクが明らかになってきた。こうした状況を踏まえ，2015

年に開催された G7 エルマウサミット以降その対策が世

界的に議論されている。 

 MP の海洋中の総量はおよそ 5兆個 7）と推計されている

が，その分布には偏りがある。Isobe et al. 8）によれば

日本近海の MP 漂流量は世界平均の 27 倍も高く，その起

源は黄海や東シナ海と推定されている。Jambeck et al.9）

は，2010 年において海域から 50km 圏内の地域に居住す

る人口の93％に当たる192か国から海域に流出するプラ

スチックごみが 480～1,270 万トンあり，東シナ海に接す

る中国及び黒潮源流部が東方沖にあるフィリピンからの

流出量がその 33％を占めると推計している。この海域の

MP を含む漂流プラスチックごみは黒潮及び対馬海流に

より日本近海に輸送されることになる。 

 筆者らは，2017 年から相模湾沿岸を中心に海岸で満潮

線の MP 漂着状況調査を行っている。相模湾は，黒潮分派

流の一部が湾内に入るため 10），フィリピン由来の MP の

影響を受ける可能性が考えられるが，これまでの調査で

はその影響は小さく，内陸から河川を通じて流出する MP

の影響の方が大きいことを確認している 11）。MP 削減に

向けた対策立案の第一歩として，その由来が内陸か外洋

かを判別することは極めて重要であり，その手段として

海岸漂着 MP 調査は有効と考えられる。 

 本報では，外洋由来の MP の影響の違いを検討すること

を目的に，太平洋沿岸と日本海沿岸の各 1 地点で海岸漂

着 MP 調査を行いその漂着特性を比較したので，その結果

を報告する。 

2．方法 

2.1 調査地点及び調査時期 

調査地点を図 1 に示す。太平洋側の調査地点は従来か
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ら調査を行っている神奈川県平塚市の高浜台海岸，日本

海側の調査地点は島根県松江市鹿島町恵曇（えとも）の

古浦海岸とした。高浜台海岸は，太平洋に対し南向きに

約 80 km の海岸線を有する相模湾のほぼ中央部にある。

神奈川県及び山梨県を流域とする一級河川相模川の河口

右岸にあたり，東端の相模川河口には平塚漁港がある。

相模湾沿岸は前述のとおり黒潮分派流の一部が三浦半島

にぶつかって反時計回り西向きの潮流となるため 10），高

浜台海岸は黒潮による外洋由来 MP と相模川を流下する

内陸由来 MP の両方の影響を受ける位置にある。古浦海岸

は島根半島の中央部の恵曇湾にある海浜であり，宍道湖

と日本海をつなぐ運河である佐陀川の左岸，恵曇漁港の

すぐ南側に位置する小規模な海岸である。恵曇湾は日本

海に対して北西方向に開けており，西方向から流れる対

馬海流の影響を直接受けると考えられる。 

 調査は，古浦海岸では 2018 年 11 月 16 日，高浜台海岸

では 2018 年 11 月 21 日に行い，いずれも干潮時間帯に試

料を採取した。 

 

2.2 採取・分離・材質判別方法 

 試料は，既報の方法 12）により採取及び分離を行った。

試料の採取及び分離の手順を図 2 に示す。採取点は，満

潮線上で 50m 以上離れた漂着物が多い 2 点を選び，砂堆

積物を試料として採取した。分離は，篩分けと水道水に

よる比重分離を併用した。高浜台海岸で採取した砂堆積

物試料は，その全量から MP を分離したが，古浦海岸では

後述するように漂着量が極めて多かったため，採取した

砂堆積物試料の重量をあらかじめ量り，十分に攪拌混合

したのち一部を分取し，分取試料から MP を分離した。 

 分離後，分離物をデシケータ中で乾燥した後，OLYMPUS

製実体顕微鏡 SZ61 を使用し長軸長さを計測した。その後，

日本分光製赤外分光光度計 FT/IR-4600（TGS 検出器）を

用いた ATR 法で赤外線吸収スペクトルを測定し，材質を

判別した。相模湾沿岸におけるこれまでの調査において，

MP の材質はポリエチレン（PE），ポリプロピレン（PP）

及び発泡ポリスチレン（PS）の 3 種で 90%以上を占めた

ことから 12），本報においてもこの 3 種以外の材質をその

他（others）として整理した。材質ごとに選り分けた MP

は，総量として重量を測定した。各海岸の漂着量は，採

取した 2 点の平均とした。 

 

3. 結果 

3.1 材質･サイズ別漂着状況 

 各海岸の MP 漂着量を図 3 に示す。 

 高浜台海岸の MP 漂着量は 3,100 pieces/m2であり，材

質は PS が多く，全体の 76％を占めた。次いで PE が 9％，

PP が 7％であり，その他の材質は 8％あった。その他の

材質のうち多かったものはエチレン酢酸ビニル共重合樹

脂（EVA，49％），次いでポリウレタン（PU，36％）であ

った。MP のサイズは 1mm 以上 2mm 未満が一番多く全体の

24％，次いで 2mm 以上 3mm 未満が 20％であった。 

 古浦海岸の MP 漂着量は 290,000 pieces/m2と非常に多

く，高浜台海岸の 94 倍に達した。材質は PS が圧倒的に 

40cm四⽅の採取区画を設定 

表⾯約3cmを削り取り，
4.75mmメッシュで篩い分け 

0.84mmメッシュ残留物から 
⼤きなMPを分離

約4倍量の⽔道⽔で⽐重分離，浮
遊物からMPを分離

※ 

※ 浮遊物がなくなるまで繰り返す。 

図2 採取・分離手順 
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多く全体の 87％を占め，次いで PP が 9％，PE が 4％であ

り，その他の材質は 1％に満たなかった。MP のサイズは

高浜台海岸と同様に1mm以上 2mm未満が 44％と一番多く，

次いで 2mm 以上 3mm 未満が 28％であり，この上位 2 階級

で 70％以上を占めており，高浜台海岸に比べて小サイズ

の MP の比率が高かった。 

 

3.2 特徴的形態の MP の漂着状況 

 筆者らは，これまでの調査から相模湾沿岸では特徴的

な形態を持つ次に示す4種のMPが漂着することを確認し

ている 13)。 

(1)樹脂ペレット: 3～5mm の円筒又は円盤状のプラスチ

ック成型原料（材質は主に PE，PP，事業所からの漏出） 

(2)クッションビーズ: 0.8～1.5mm の球状のクッション

封入材（材質は PS，製品廃棄時に漏出すると推定） 

(3)人工芝破片: 人工芝等の突起部が破断した破片（材質

は PE，EVA，屋外に散乱した破片が降雨時に流出する

と推定） 

(4)被覆肥料殻: 3～5mm の中空球状の被膜（材質は EVA，

PU，水田の代掻き時に前年施肥の殻が流出すると推定） 

 これら 4 種の MP の漂着状況を表 1 に示す。 

 いずれの海岸においてもこの4種のMPの漂着が確認さ

れたが，漂着量は大きく異なっていた。高浜台海岸では，

どの MP も総漂着量に対する比率（以下，「漂着率」）と

して％オーダーで漂着が確認されたが，古浦海岸ではす

べて 1％に満たなかった。二次 MP（上記(1),(2),(4)以外

の MP）の占める比率は，高浜台海岸の 82％に対し，古浦

海岸では 99％以上であり，古浦海岸では漂着する MP の

大部分が二次 MP という状況であった。 

 これらの MP の高浜台海岸における漂着率をこれまで

の調査 13)の平均値と比較すると，樹脂ペレット（平均値

3.8％）及び人工芝破片（同 6.0％）はやや少なく，クッ

ションビーズ（同 7.2％）はやや多かった。肥料殻は，

漂着を確認した 2018 年 5 月（3.3％）に比べやや多かっ

た。 

 相模湾沿岸においては，クッションビーズの漂着は不

定期に発生する大量漂着の影響を大きく受け，漂着後少

しずつ沖合に流出すると推察される 13)が，今回の高浜台 

海岸の漂着状況は大量漂着の影響が残った状態であった

と考えられる。相模湾沿岸では，こうしたクッションビ

ーズの大量漂着が散発的に確認されており，発生源対策

の観点から重要度の高い MP の一つと考えられるが，今回

の調査結果を見る限り，古浦海岸では漂着量，漂着率と

もに低かったことから，日本海沿岸においてはクッショ

ンビーズの重要度は相模湾沿岸ほど高くないものと推察

される。 
 一方，古浦海岸では，漂着率は低かったものの，漂着

量で比べると樹脂ペレットと人工芝破片がともに高浜台

海岸より 14 倍多かった。このことから，古浦海岸への漂

着に影響を及ぼす MP の海域への流出という観点では，ク

ッションビーズと被覆肥料殻より樹脂ペレットと人工芝

破片の重要度が高いと考えられる。 

 

4. 考察 

4.1 高浜台海岸における外洋由来 MP の影響 

 これまでに行った漂着 MP 調査結果に基づく高浜台海

岸の MP 漂着量と材質構成の推移を図 4 に示す。 

 高浜台海岸を含む相模湾沿岸の MP 漂着量は季節風の

影響を受け，北風が卓越する冬期は陸域近傍に漂流する

MP が沖合に運ばれるため，海岸への漂着量が減少する。
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図4 高浜台海岸のMP漂着量と材質構成 
調査は，2017.9は台風直後, それ以外は前10日間に平均風速

10m/s超, 時間雨量10mm超の強風･強雨がない日に実施。 

表 1 特徴的形態の MPの漂着状況 

 ⾼浜台 古浦 
 漂着量（pieces/m2） 材質構成（％） 漂着量（pieces/m2） 材質構成（％） 

樹脂ペレット  63 （2.0%） PE 45, PP 40, EVA 15  860 （0.3%) PE 57, PP 33, EVA 10 

クッションビーズ  350 （11％） PS 100  40 （＜0.1％） PS 100 

⼈⼯芝破⽚  41 （1.3％） PE 77, EVA 23  570 （0.2％） PE 82, EVA 18 

被覆肥料殻  140 （4.5％） PU 51, EVA 49  21  （＜0.1％） PU 100 

 注）漂着量の後の⽐率は、漂着率を表す。 
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このため，図中 2018.1（2018 年 1 月調査を表す。以下同

じ。）の漂着量は年間を通じて一番少ない。今回調査時

（2018.11）には，すでに風向きが北寄りに変わっている

ことを考慮すると，漂着量は想定される量よりかなり多

いと考えられる。調査日を含む 2018 年 11 月 9 日～11 月

22 日観測の海流概況図 14）によると，この期間の黒潮は

八丈島の北側を通過し，黒潮北縁は新島まで北上してお

り，大島の北を時計回りに流れる潮流が観測されている。

このことから，この時期の相模湾は黒潮の影響を受けた

可能性が大きい。一方，2018.5 以前は 4 期の調査のどの

時期も伊豆諸島北部から相模湾にかけて冷水域があった

ため，相模湾は黒潮の影響をほとんど受けなかった 13）。

すなわち，この 4 期の漂着 MP は大部分が内陸からもたら

されたものと考えられる。2017.9 の漂着量は台風直後の

数値であるため，内陸由来 MP による最大漂着量に近いと

考えられる。2018.11は，平塚AMeDASによる降水量が24mm

で平年値の 26％であることから，内陸由来 MP の影響は

小さいと推察される。2018.11 は漂着量が減少する時期

であるにもかかわらず，台風による内陸由来 MP の増分に

近い量に相当する外洋由来の MP が上乗せされたため，漂

着量が想定される量より多くなった考えられる。PS の材

質構成比が他の時期に比べて高いのも外洋由来 MP の影

響を受けたことによるものと推察される。 

 相模湾沿岸では，黒潮分派流の流路によっては外洋由

来 MP の影響を受け，台風による内陸由来 MP の増加量に

匹敵する程度の MP 漂着量の増加をもたらすといえる。 

 

4.2 古浦海岸における外洋由来 MP の影響 

 表 1 に示すように，古浦海岸では樹脂ペレットが高浜

台海岸の 14 倍近く漂着した。そこで，古浦海岸の流入域

における樹脂ペレットの発生源を次により確認した。 

 国土地理院の地理院地図（電子国土 web）15）を用いて

古浦海岸の集水域を図上から求めたところ，集水域面積

は 21.7km2 であり，79％が山林，12％が農用地，建物用

地及びその他用地が 9％であった。集水域が属する地区

（町丁･大字）は，松江市鹿島町の手結，恵曇，武代，佐

陀本郷，名分，北講武，南講武，上講武，佐陀宮内及び

古浦の 10 地区であった。この 10 地区の人口は，2018 年

11 月時点で 5,852 人 16）であり，これは神奈川県内の相

模川本流に係る集水域の 6 市 2 町の人口の 0.3％に相当

する。平成 26 年経済センサス基礎調査 17）によれば，こ

の 10 地区に事業所が 230 件存在し，これは神奈川県内相

模川集水域 6 市 2 町の事業所数の 0.2％にあたる。樹脂

ペレット漏出防止マニュアル 18）は，樹脂ペレット漏出の関連

産業を成型加工業等 8 区分としているが，これを日本標準産

業分類の中分類に当てはめると，樹脂ペレット製造及び射出

成型を行う製造業を主体とする 17 業種（中分類 11, 14, 16, 

18, 19, 24, 26, 27, 32, 42, 44, 45, 47, 48, 53, 71 及び 88）

が該当した。上記 10 地区 230 件の事業所には，主たる排出

源である化学工業（中分類 16）及びプラスチック製品製造業

（同 18）はなく，その他の事業所が 11 件該当した（金属製品

製造業（同 24）1 件, 生産用機械器具製造業（同 26）1 件, 

道路貨物運送業（同 44）3 件, 倉庫業（同 47）1 件, 運輸に

付帯するサービス業（同 48）1 件, 建築材料,鉱物･金属材料

等卸売業（同 53）1 件, 学術･開発研究機関（同 71）1 件, 廃

棄物処理業（同88）2件）。この11事業所の樹脂ペレット取扱

い状況は不明だが，プラスチック製品製造業に比べその量

は限定的と推察されることから，古浦海岸に漂着する樹脂ペ

レットは，ほとんどが潮流により海域から運ばれてきた

と強く示唆される。 

 Kim et al.19）は 2013 年 6 月に黄海上にある韓国ソヤ

島 3 地点で漂着 MP を調査しており，黄海に面した 2 地点

の漂着量は 118,000 及び 47,000pieces/m2であり，朝鮮

半島に面した 1 地点の漂着量より 37～95 倍多かった。こ

の 2 地点の材質は 99.0～99.7％が PS であり，その発生

源は養殖施設のフロートとされている。一方，朝鮮半島

に面した 1 地点は，内陸由来 MP の影響を受け，PS の比

率は 86.8％と低く，本研究の古浦海岸の漂着率と同程度

である。この調査から，黄海沖合の漂流 MP は PS が主体

であると推察される。 

 黄海沖合の漂流 MP は対馬海流により日本海に輸送さ

れることから，古浦海岸の漂着 MP のうち PS については

黄海沖合の漂流 MP である可能性が高い。古浦海岸の漂着

量はソヤ島の 2.5 倍以上多いが，Kim et al.19）の数値は

等間隔に並んだ 8～13 点で採取した試料の平均値である

のに対し，本研究の数値は最大ベース 12）であることを踏

まえれば，この差は合理的なものといえ，本研究及び Kim 

et al.19）の 2 つの調査における MP の起源はともに黄海

由来であることが強く示唆される。この黄海由来の PS

に朝鮮半島南岸の釜山や蔚山，北九州等の都市域由来の

樹脂ペレットを含む非 PS の MP が加わり，古浦海岸に輸

送されたものと推察される。このため，古浦海岸の非 PS

の漂着率は朝鮮半島に面したソヤ島 1 地点の結果と同程

度まで高くなったと考えられる。 

 日本国内でも瀬戸内海において養殖施設由来の MP が

調査されている。Sagawa.et al.20）が 2016 年 8～9 月に

行った広島湾 6 地点の漂着 MP 調査では，MP 漂着量の範

囲は 80～18,000peices/m2，PS の漂着量が全体の 90％を

占めた。広島湾に比べて古浦海岸の漂着量は 1 桁大きい

ことから，黄海における PS の発生量は瀬戸内海に比べて

桁違いに多いと推察される。 

 

5. まとめ 

 MP の海岸漂着状況に及ぼす外洋の影響を比較するた
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め，2018 年 11 月に太平洋沿岸の神奈川県平塚市の高浜

台海岸と日本海沿岸の島根県松江市の古浦海岸で MP 漂

着量を調査した。2017 年 5 月から調査を行っている高浜

台海岸では，これまで外洋由来 MP の影響が小さい状況が

続いていたが，黒潮分派流の影響とみられる漂着量の増

加を今回初めて確認した。外洋由来 MP を含む総漂着量は、

季節風に伴う漂着量の減少期にあって内陸由来 MP の最

大漂着量に近い量であった。相模湾沿岸では，時期によ

って外洋の影響に差があり，その状況は黒潮分派流の相

模湾内への流入状況によって変わると考えられた。 

 一方，古浦海岸では PS の漂着量が極めて多く，その量

は今回の調査では MP 総漂着量として高浜台海岸の 94 倍

に達した。樹脂ペレットの漂着量も高浜台海岸の 14 倍多

かったが，古浦海岸の集水域には発生源はなかったこと

から，樹脂ペレットについてはそのすべてが海域から潮

流により海岸にもたらされたものであることが分かった。

先行研究との比較から，古浦海岸に漂着する PS は黄海か

ら対馬海流で輸送されたものであり，これに朝鮮半島や

九州の都市域から流出した MP が上乗せされたものであ

ると考えられた。 

 今回の調査結果から，漂着量の観点では MP 汚染の深刻

度が高いのは日本海沿岸といえるが，漂着 MP の大部分が

外洋由来であるため，その削減には国際的な対策が不可

欠である。一方，相模湾の MP 汚染は日本海沿岸に比べれ

ば漂着量は少ないものの，内陸由来の比率が高いことか

ら，自治体レベルでも有効な対策が講じられる可能性が

高いといえる。太平洋側でも，黒潮の影響を直接受けた

り接近する可能性がある伊豆諸島や房総半島などでは，

相模湾沿岸とは異なり MP 漂着状況が日本海沿岸に近い

ものになる可能性がある。MP 削減対策の検討にあたり，

地域の MP 漂着状況をきめ細かく把握することが重要に

なると考えられる。 

 本研究は，平成 30 年度神奈川県シーズ探求型研究推進

事業費により実施した。 
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＜報 文＞ 

環境教育教材作成を通した大学生の成長＊  

―テキストマイニングによる学習効果の評価― 

田子 博**・飯島明宏*** 

キーワード ①プロジェクト型学習 ②e-ラーニング型教材 ③水環境 ④相互批評

要 旨 

 小学校高学年向けに水環境をテーマとした環境教育教材を大学生を中心に作成した。大学生を4つのグループに分け，

グループごとにテーマを設定してe-ラーニング教材を作成した。教材作成を通して，大学生自身が成長することが期待で

きたため，これをできるだけ客観的に評価することを試みた。教材作成の前後で大学生にアンケートに回答してもらい，

その回答をテキストマイニング手法で評価したところ，彼らの水環境に関する造詣が深まったと考えられる結果が得られ

た。教材作成の過程で担当者全員参加のミーティングを数回行い，作成した教材を相互批評したが，このミーティングは

大学生の成長に大きく寄与したと考えられる結果も得られた。 

1．はじめに 

環境教育の源流の一つは自然保護教育であると言われ

ており1)，その出発点の一つが伝統的な自然への感性の重

視2)であった。環境に対する感性教育は環境に興味を持つ

きっかけを与える等，極めて重要なものではあるが，一

方で一過性イベントの娯楽化やパターン化といった問題

点も指摘されている1)。環境教育において，体験を伴う宿

泊型キャンプは環境感性の向上には非常に効果的である

一方，環境知識や態度の向上はプログラムによってその

効果が大きく影響されることが報告されている3)。そこで

著者らは感性教育にとどまらない包括的な環境教育カリ

キュラムを備えた新しい環境教育サマーキャンププログ

ラム（主として小学校高学年向け）の開発と，その実践

モデルの提示を目的に研究・開発を行っている。その実

践モデルのコンテンツとなる環境教育の教材の一つとし

て，e-ラーニング型教材を開発してきた 4)。 

ここでは大学生のグループが中心となり，複数のテー

マに分かれて一連のシリーズ教材を作成してきたが，こ

の過程は教材作成側となった大学生に対しても一定の教

育的側面を有していた。すなわち，大学生は環境学習教

材の作成を通したプロジェクト型学習（PBL）を受けたと

も考えられる。PBLの有効性，例えば対人コミュニケー

ション力や問題解決力の向上，は多くの先行研究におい

ても認められており5-7)，教材作成に携わった大学生から

も，教える側になることにより知識が増えた，相手の視

点に合わせた表現をすることを学べた等の感想が寄せら

れた。また，筆者らの目から見ても，回を重ねる毎に教

材が充実し，作成のための議論も高度になる等，実際に

彼らの成長を感じることができた。 

19世紀後半に確立された学校教育制度は，今日まで大

きく変わることなく続いている。しかし，社会や国民の

意識は当時とは大きく変わっているため，それにふさわ

しい教育制度が求められている8)。こうした流れを受け，

2017年度に改訂された次期学習指導要領には「主体的・

対話的で深い学び」（アクティブラーニング）の実現が

盛り込まれた。ただしこの取り組みはまだ始まったばか

りであり，現時点では教育現場に普及しているとは言い

難い。アクティブラーニングの一つであるPBLの効果を客

観的に示すことができれば，教育現場への導入がより円

滑に推進されることが期待できる。前段で述べた大学生

への教育効果にしても，それは大学生本人や著者らの主

観的な観測に基づくものであり，第三者に対してPBLによ

る教育の効果を主張するにはこれだけではやや弱い。そ

こで今回のPBLが大学生に教育効果をもたらしたことを

データから検証することを試みた。 
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2．方法 

2.1 環境学習e-ラーニング型教材作成プロジェク

トの概要 

環境学習e-ラーニング型教材の作成プロジェクトは，

著者の一人が主宰するゼミナールに所属する学生12名

（大学3年生：以下，ゼミ生とする）の協力により実施さ

れた。このゼミナールでは，環境科学をベースに地域の

環境問題を対象に研究を行っている。したがって，ゼミ

生は他の一般的な大学生よりも環境問題への関心が高く，

環境系の講義科目を多く履修している。ただし，理工学

系の学部ではないため，自然科学的知識は一般的な文科

系の大学生と同等と考えられる。 

本プロジェクトでは，環境問題のもつ分野横断的側面

を強く意識した教材作成を目指した。一般に，学校教育

では学習指導要領に準拠した各教科の知識体系である

“縦糸”を基軸として環境問題の理解に臨むが，本研究

では環境問題の所在を認知させてから，その理解に必要

な知識を各教科に横断的に求めていく“横糸”を重視し

た。そこで，開発教材は広い範囲での「水環境」を取り

扱うものとした。その理由は，水の「地球システムにお

ける機能」の側面と「社会システムにおける資源」の側

面から，自然科学と社会科学に横糸を通す教科横断的な

学びが期待できるためである。まず，水環境問題に関す

る4つのテーマを設定し，それぞれのテーマについて，系

統的に4～5個の単元を設けた（図1）。タイトルを含む単

元の内容は，テーマから著しく逸脱しない限り，ゼミ生

の自主性に委ねた。例えば，テーマBの「水にまつわる仕

事」という単元は，当初はなかった単元だったが，教材

作りが進行する過程で生み出されたものである。1単元当

たりの学習時間は10分程度に収まるようにした。 

12人のゼミ生は3人ずつA～Dの4グループに分かれ，各

グループ1つのテーマを担当し，1年間かけてe-ラーニン

グ型教材を作成した。月に1回，ゼミ生全員参加の下，ミー

ティングを開催した。ここではグループ毎に進捗状況の

プレゼンテーションを行い，それに伴う質疑応答を通し

て教材の内容を改良した。著者ら指導者は原則として

ファシリテーターとして当該ミーティングを運営し，意

見を述べる場合はゼミ生と同じ目線であることに努め，

指導者の意見にゼミ生が影響を受けないよう発言を工夫

した。ミーティングにおいて，発言がない，あるいは逆

に議論が発散してしまうようなことはなかった。全ての

ゼミ生から数多くの建設的な意見が発出され，それらの

多くは着実に教材の改良に反映されていた。当初は1単元

のみグループで作成し，残りの単元は個人で作成して合

計で1テーマあたり4単元の教材を作成する予定であった。

しかし，グループによる作業が良質な教材の作成に効果

的と判断したため，個人による教材作成は行わないこと

とした。このため，結果として1年間で各テーマ2単元の

教材を完成させるのが精一杯であった。 

 

2.2 教材作成者へのアンケート調査 

環境学習e-ラーニング型教材作成プロジェクトにおけ

る教材作成者への教育効果を計測することを目的に，以

下のアンケート調査を実施した。（ ）内は制限時間を

示す。 

①「今日の水環境問題」というテーマから連想するキー

ワードを列挙せよ（5分）。 

②「今日の水環境問題」をテーマに，自分の考えを自由

に記述せよ（30分）。 

これらのアンケートをゼミ生が教材作成に関わる前

（2015年6月）後（2016年3月）に課し，その回答内容の

変化を調べた。なお，調査は抜き打ちで行ったため，ゼ

ミ生は事前準備ができていない状態で回答した。 

 

2.3 アンケート調査結果の解析 

アンケートの回答はテキストマイニングの手法を用い

て解析した。テキストマイニングとは，自然に書かれた

テキストデータから分析者にとって意味のある語彙に着

目し，統計・データマイニングの手法によって出現頻度

や共起関係を解析する手法の総称である9)。使用したソフ

トはKH Coderおよび株式会社ユーザーローカルがホーム

ページ上に公開しているツール（http://textmining. 

Userlocal.jp/）を用いた。 

 

3．結果 

3.1 キーワード解析 

3.1.1 キーワード数 

A:水とエネル
ギー

水力発電のし
くみ

ダムの役割

ダム建設によ
る環境破壊

これからの電
気

B:水とものづく
り

ものづくりに
使われる水

工業用水

工場排水と水
処理

水質汚濁

水にまつわる
仕事

C:水と生活

私たちが使う
水

使った水はど
こへ？

世界のみんな
が使う水

節水マスター
になろう！

D:地球システム
における水循環

水循環のプロ
セス

水循環のめぐ
み

人間が水循環
に与えた影響

これからの水
循環とのかか

わり

図1 テーマおよび単元。薄緑色のついたボックス

の単元を本プロジェクトで作成した。 
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列挙されたキーワード（以下，KWと略す）の数につい 

て，教材作成前（以下，学習前）と教材作成後（以下，

学習後）を比較したものを担当したテーマとともに表1 

に示した。学習前後でKW数の明らかな増加が認められな

かったゼミ生が多く，学習前後で列挙したKWの総数に有

意差も認められなかった（ウィルコクソンの符号順位和

検定）。 

KW数に明らかな増加が認められなかったゼミ生は，学

習前から概ね15個以上のKWを列挙していた（ゼミ生B1を

除く）。5分という限られた時間内にKWを列挙するのは，

たとえ十分な知識があっても，ある程度の数で頭打ちに

なるためと考えられる。これは例えば，木偏のつく漢字

を一定の制限時間内にできるだけ多く書けと言われても，

知っている字のほんの一部しか書けないのと同様である。

ゼミ生は2.1で述べたように，教材作成に関わる前から環

境関係の知識や興味をある程度有していた者が多かった

と推察され，もともと一定以上の知識を持ち合わせた者

については，この方法ではPBLの効果を数値で検証するの

は困難であった。 

一方，学習前では10個以下のKWしか挙げることができ

なかった5名のゼミ生（A3，B1，B2，C2，C3）のうち，B1

を除く4名についてはその数が大幅に増加していた。これ

らのゼミ生については，学習前では知識が少なく，教材

作成を通して水環境に関する知識が身についたと考える

ことができる。このようなゼミ生については，PBLによる

効果は顕在化すると考えられる。学習前においてKW列挙

数が15個未満のゼミ生に限れば，学習前後において列挙

したKW数は有意（p <0.05 ）に学習後が多く，この方法

でもPBLの効果を数値で検証することができた。 

比較のため，著者の一人が所属する研究所において，

水質の専門家4名に同様にKWを列挙してもらったところ，

7～13個のKWしか列挙できなかった。この理由については

後述するが，学習後にゼミ生が挙げたKW数は平均で18個

と決して少ないものではなかった。 

 

3.1.2 キーワードの内容 

ゼミ生が列挙したKWの内容を4カテゴリー（水質汚濁，

水資源，気候変動・災害，生態系）に分け，学習前後に

おけるカテゴリー別のKW数

の変化を図2に示した。どの

カテゴリーにも入らないも

のはその他としたが，明らか

に水環境とは関係がないKW

はなかった。図2では教材作

成者個別ではなく，担当した

テーマ（A～D）のグループ別に示してある。したがって1

グループは3名分のKW数の合計値である。 

KWのカテゴリーと作成した単元（図1）との関係には一

定の傾向は認められなかった。例えばCグループは生活用

水の確保や節水に関わる単元を作成したところ，確かに

水資源カテゴリーに分類されるKWが多くなった。しかし

一方で，水資源とは直接関係のない単元を作成したBグ

ループにおいても水資源カテゴリーの増加が見られた。

また，主として気候変動や災害に関わる単元を作成したD

グループではそのカテゴリーのKW数は減少しているにも

かかわらず，直接には関係しない単元を作成したAおよび

Cグループでは増加していた。 

これは，教材作成者全員参加で行われた月1回のミー

ティングを通して他のグループの情報が多くのゼミ生に

共有されたことを意味するのではないだろうか。すなわ

ち，あるグループが作成した教材により，別のグループ

が教育されたと考えられる。厳密に言えば，教材の作成

そのものを通した学習効果ではないが，著者らはこの

ミーティングを教材作成において重要な位置づけとして

おり，広い意味で今回のPBLの効果と判断している。 

なお，水質の専門家4名が列挙したKWでは水質汚濁に関

するものが半数以上を占め，水資源カテゴリーに属する

ものは皆無であった。専門家へのアンケート実施時にお

担当テーマ A：水とエネルギー  B：水とものづくり C：水と生活 
D：地球システムにお

ける水循環 

 ゼミ生 A1 A2 A3 B1 B2 B3 C1 C2 C3 D1 D2 D3 

学習前 20 25 7 9 8 21 16 10 7 14 16 14 

学習後 19 19 25 9 20 24 16 16 18 15 15 20 

表1 列挙されたキーワード数 
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生態系
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数
 

図2 学習前後におけるキーワードのカテゴリー別

列挙数の変化 
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いて，広い意味での水環境と断っていたが，水環境問題

を水資源という観点から捉えるという発想は浮かばな

かったようだ。水質の専門家ということで逆に視野が狭

まってしまい，結果として柔軟な発想と大学の講義等で

浅くとも幅広い知識を収集していたゼミ生と比較して列

挙できたKW数が少なかったのではないだろうか。 

 

3.2 テキストマイニングによる解析 

2.2節②の質問の回答結果に対してテキストマイニン

グ手法を用いていくつかの解析を行った。ゼミ生全員12

名分の回答を合わせると，学習前では7855文字，学習後

では8061文字と総文字数では大きな違いはなかった。 

記載されたテキストから，動詞を抜き出し，その頻出

上位10単語について学習前後で比較したのが図3である。

ここで着目したのは「思う」と「考える」という二つの

単語である。大学生が書いたレポートにおけるこれらの

単語の出現傾向について，川端は次のように述べている
10)。 

「思う」 

①「〜たい」「〜よう」などについて次の展開を予告

する場合。 

②「気がする」「感じる」「思い浮かべる」「思いつ

く」などに置き換え可能で，引用部分が対象に対する心

情や評価など準引用の統辞関係にもなれるものがくる場

合。 

「考える」 

①対象について何らかの方針や目的をもって「考察す

る」「考慮する」「分析する」「検討する」などに置き

換え可能での作業性を伴う意味で用いられる場合。 

②対象に適切な形容やラベルを与える，また，対象に

想定できる特定の価値付けや意味付けを行う場合。 

つまり，「思う」は特に理由もなく結論を述べている

のに対し，「考える」は彼らなりの根拠を元に結論を導

き出すという違いがありそうである。 

学習前では最頻語であった「思う」が，学習後ではそ

の数が減少しており，代わりに「考える」が増加してい

る。このことから，PBLによって多少なりともゼミ生は物

事をよく考えた上で論理的に解釈するようになってきた

のではないかと推察される。今回の解析においては，こ

れらの単語の前後関係までは調べていないため，必ずし

も川端の研究結果が当てはまらない場合もありえる。し

かしながら，程度の差こそあれ，ゼミ生達が自分の頭で

考えるようになったと解釈することは無理がないであろ

う。 

次に出現頻度上位の名詞に着目して学習前後の比較を

行った。その中でも水環境と関係しそうな単語について

みると，学習前では「里山」や「地下水」という語が多

かったが，学習後では「（都市型）水害」や「節水」と

いう語が多く出現しているのが特徴的であった。前者は

主として大学の講義やゼミナールにおいて学んだ内容か

ら導出された言葉と思われ，後者はCおよびDグループが

作成した単元と密接に関係している。Cグループは単元

「世界のみんなが使う水」において，特に清潔な水が不

足している地域について衝撃的な画像とともに紹介し，

節水という意識をゼミ生に植え付けたと考えられる。さ

らにこれに続く「節水マスターになろう！」の単元で，

節水について自分たちの身近な話題に置き換え，その具

体的な方法を示したことが，ゼミ生に強い印象を与えた

のであろう。これは，効果的な教材が作成できたという

一つの査証であるとともに，全体ミーティングによりこ

の意識がゼミ生に共有された結果と考えられる。「節水」

という単語は学習前には皆無だったので，今までにな

かった節水という意識を芽生えさせた点はPBLの効果と

言えよう。 

Dグループが作成した単元についても同様で，これまで

漠然として，自分には関係ないと思っていた水害のイ

メージが具体化し，ゼミ生らに危機意識が高まったと考

えられる。以上，全ての単元ではないが，とくに印象の

強い一部の単元は，ゼミ生の新しい発見を促し，知識と

して定着させるきっかけとなったことが，ゼミ生のレ

ポートを解析することである程度客観的に示すことがで

きた。 

0 10 20 30 40

思う

いく

しまう

できる

考える

使う

しれる

起きる

限る

行う

出現頻度（回）

学習前 学習後

図3 学習前後におけるキーワードのカテゴリー別

列挙数の変化 
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図4は頻出語（6回以上使われた単語，ただし出題に含

まれる語は除く）の学習前後における共起関係を示した

ものである。共起とは特定の単語が同一の文書や文中に

同時に出現することである。例えば「PM2.5が中国から移

流してくる。」という文章を考えると，「PM2.5」と「中

国」と「移流」が共起関係にある。つまり，共起関係に

ある単語から元の文をある程度推測することができる。 

学習前後ともに7つのクラスターに分類することがで

きた。クラスターの順序は学習前後において対応するも

のではなく（学習前1と学習後1が対応するわけではない），

単なる分類の順番である。学習前7の単語のクラスターか

ら工場排水による水環境の汚染，いわゆる公害に関する

記述が考えられ，これは学習後3のクラスターにも現れて

いる。また，学習前4および学習後7のクラスターからは

ともに，日本における水不足の影響を心配している様子

が読み取れる。しかし，学習前では水不足に対する自分

の意識や行動に関する記述はないが，学習後では明確に

節水の意識を持つべきという記述が見られる（学習後2）。

また，学習後6にあるように，世界の子ども達に安全な飲

料水をというメッセージが読み取れ，これらはいずれもC

グループの教材で紹介されたものであった。 

同じくDグループの教材内容（主として水害や異常気象

に関する内容）は学習後1に強く表れており，これは学習

前1，学習前3のクラスターにその片鱗は見られるものの，

学習後1のような明確なメッセージ性はない。PBLを通し

て，地球温暖化→異常気象→水害という一連の流れがゼ

ミ生の中で構築されたと考えられた。名詞の頻出語にお

ける比較と同様に，この解析においてもCおよびDグルー

プの教材がゼミ生にとっては非常に印象的であったこと

がわかる。 

 

  4. おわりに 

一般的に学習の効果を計るには試験が行われるが，今

回行ったPBLの効果を試験によって計ることは困難であ

るし，そもそも趣旨からして馴染まない。そこで今回は

多少の負担をゼミ生に強いることにはなったが，「アン

ケート」と称して自由に記述してもらい，これをテキス

トマイニングという手法を用いて解析することで学習

効果を計る試みを行った。 

今回の手法により得られた結果から，個々のゼミ生に

ついての評価はできないが，集団としての評価はある程

度可能と考えられた。学習後では書き出すキーワード数

図4 頻出語の共起関係 
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が増えたゼミ生が多かったことから，彼らの知識レベル

の向上がうかがえた。また，自由記述において使用され

た語句（単語）の変化から，水環境に関する新しい視点

が加わり，ゼミ生が自分なりによく考えるようになった

と推察された。以上から，環境教育教材の作成というPBL

はゼミ生の成長につながったという一つの傍証を得る

ことができた。 

今回のPBLをより効果的にしたのは，月1回開催された

全員参加のミーティングにおける作成教材の相互批評

である。これにより，各グループが作成した教材単元の

内容が全員に共有され，統一感のある教材となった。ま

た，異なった視点からの意見を取り入れることで，教材

の改善にもつながったと考えられる。それと同時に，批

評することで他グループの教材で自分自身が学習し，水

環境に関してより幅広い知識を取得できたと考えられ

た。 
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＜報 文＞ 

季別運転を行う終末処理場放流水中に含まれる 
溶存態亜酸化窒素濃度の変化＊ 

石橋融子**・柏原学**・秦弘一郎**・大石京子***・山西博幸*** 

キーワード ①季別運転 ②終末処理場 ③亜酸化窒素

要 旨 

季別運転を実施している終末処理場放流水から環境水中に排出される温室効果ガスの亜酸化窒素（N2O）の濃度を把握

するため，A，B二か所の終末処理場放流水中の溶存態N2O（DN2O）を測定した。また，A終末処理場の放流先河川水等も

同様に測定した。その結果，A及びB終末処理場放流水中のDN2O濃度の範囲は0.001未満～1.1 mg/Lで，DN2O濃度が高いと

き亜硝酸態窒素（NO2-N）濃度が高い傾向がみられた。A終末処理場放流水の流入する水路及び河川水のDN2O濃度は0.001
未満～0.11 mg/Lで，常に放流水より低い値であった。DN2O濃度低下の原因はガス化や希釈等が考えられる。

1．はじめに 

公共用水域では，これまで，水質環境基準達成に向け

有機物や栄養塩類（窒素及びりん）の削減を行ってきた。

しかし，栄養塩類不足によるノリの色落ちでも見られる

ように，生物等の生長にとって栄養塩類は必要不可欠で

あることから，沿岸域の栄養塩類管理が課題となってき

ている1)-2)。このような状況から，近年，水質保全ととも

に水産資源保全を行っていく取組みの一つとして，終末

処理場の能動的管理（季別運転）が実施されるようにな

った1)-2)。季別運転とは，終末処理場放流水放流先の養殖

業等に配慮し，一定期間，放流水中の窒素またはりん濃

度を上げ，放流先で不足する窒素またはりんを供給する

運転方法である1)-2)。2013年度末で12終末処理場が季別運

転を実施（試行含む）している2)。 

亜酸化窒素（N2O）は，二酸化炭素の約310倍の温室効

果があり3)，地球温暖化を引き起こす温室効果ガスとして，

その実態把握と削減の取り組みが行われている。下水道

事業においても終末処理場は温室効果ガス排出源として

とらえられており，N2Oはその一つとしてあげられてい

る3)-4)。そのため，終末処理場におけるN2O発生メカニズ

ムに関する研究や発生量に関する研究が報告されている

5)-18)。これらの研究から，N2Oは，硝化反応の副産物であ

り，脱窒反応の中間生成物として生成し水処理過程で発

生すること，処理方法，環境条件（pH，DO，C/N等），

細菌叢等によって発生量が異なることがわかっている。

また，終末処理場から外部に放出されるN2Oの主な発生

経路は，反応槽で生じるガス態と処理水に含まれる溶存

態であることが報告されている。ここで，N 2Oの大部分

が反応槽で生成19),20)し，曝気等によってガス態として大

気中に放出されるため，反応槽中のN2Oの測定は終末処

理場からの温室効果ガス排出量を評価する上で重要であ

ると位置づけされている21)。一方，放流水に含まれるN2O

は溶存態で，反応槽等で生成するN2Oの14.3～47.6 

%14),19),22)-24)と高い割合の終末処理場があるにもかかわら

ず，温室効果ガス排出量算定には考慮されないため調査

報告事例は少ない。

季別運転は水処理過程の一部を変化させることによっ

て窒素またはりんの排出量を増加させるものであること

から，N2Oの排出量も運転状況によって変化すると考え

られる。そのため，季別運転に伴うN2Oの変化を把握す

ることは，温室効果ガスの排出を把握する上で重要であ

ると考えられる。また，季別運転を行っている終末処理

＊Change of Desolved Nitrous Oxide Concentrations in Wastewater from Sewage Treatment Plant Conducted Seasonal 
Operation. 
＊＊Yuko Ishibashi，Manabu Kashiwabara，Koichiro Hata（福岡県保健環境研究所）Fukuoka Institute of Health and 

Environmental Sciences
***Kyoko Oishi， Hiroyuki Yamanishi（佐賀大学）Saga University 
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場の下流には養殖場が広がっており，公共用水域に流入

する放流水について知見を得ることは重要である14),25)。

本研究では，季別運転を行っている終末処理場放流水に

含まれる溶存態N2O（DN2O）濃度の変化を把握するとと

もに，放流先河川水の検出状況を調査したので報告する。 

 

2．方法 

2.1 調査対象終末処理場概要 

調査対象の終末処理場は，A終末処理場及びB終末処理

場である。A終末処理場については，放流先河川も調査

対象とした。図1に調査地点概要を示す。 

A終末処理場の処理方式は，標準活性汚泥法（疑似嫌

気好気法）である。通常運転期（硝化促進期）から窒素

濃度の増加運転期（硝化抑制期）への移行期間は10月，

硝化抑制期は11月～4月，回復期間は5月と計画している。 

B終末処理場の処理方式は，標準活性汚泥法と担体投

入活性汚泥法である。硝化促進期から硝化抑制期への移

行期間は11月，硝化抑制期は11月～3月，硝化抑制期から

硝化促進期への回復期間は3月～4月と計画している。 

A及びB終末処理場ともに冬季に送風量の調整で窒素

濃度を上昇させ，放流先への窒素の供給を目指している。 

A終末処理場は河口付近に位置し，放流水は水路を経

て河川感潮域へと流入する。水路と河川は自動開閉式ゲ

ート（以下，ゲート）で仕切られており，海水を含む河

川水の逆流を防ぐため，河川水面がゲートより下にある

ときのみゲートが開く。水路には主に放流水が流入して

おり，放流水の流入地点からゲートまでの距離は約200 m

である。 

 

2.2 調査方法 

A及びB終末処理場の放流水並びにA終末処理場放流

先水路水及び河川水を採水した。採水地点を図1に示す。 

A終末処理場放流水は，2017年5月～2018年11月まで計

20回，B終末処理場放流水は，2016年10月～2017年12月

まで計18回採水した。 

A終末処理場放流水が通過するゲートより上流（以下，

河川上流）及び下流（以下，河川下流）の地点で，河川

表層を2017年9月～2018年11月までA終末処理場放流水

採水日と同日に15回採水した。ここで，河川上流はA終

末処理場放流水の影響のない地点であり，河川下流は感

潮域で海水の影響を受ける地点である。また，ゲート手

前の水路でも2017年10月～2018年11月まで河川採水日と

同日に14回採水した。以下，水路水及び河川水をまとめ

て環境水という。 

 

2.3 測定項目 

終末処理場放流水の測定項目は，DN2O，アンモニア性

窒素（NH4-N），亜硝酸性窒素（NO2-N）及び硝酸性窒

素（NO3-N）である。ただし，NH4-Nはクロラミン類を

含む。さらに，A終末処理場放流水では，DO及び電気伝

導度（EC）を測定した。 

環境水の測定項目は，DN2O，DO及びECである。河川

上流では，流量を求めるため，流速，川幅及び水深を測

定した。 

 

2.4 試薬及び調製方法 

N2O標準ガスは，99.99 %N2Oガスを高純度窒素ガスで

希釈して調製した。 

NH4-N分析用試薬は以下のようにして調製した。フェ

ノール（C6H5OH）1.0 g及びニトロプルシドナトリウム

（Na2Fe(CN)5NO）0.005 gを精製水に溶解して100 mLとし

C6H5OH・Na2Fe(CN)5NO溶液を調製した。次亜塩素酸ナ

トリウム（NaClO）溶液の有効塩素濃度C（%）を求め26)，

NaClO溶液を10/C mL及び水酸化ナトリウム（NaOH）1.5 

gを精製水で溶解して100 mLとしNaOH・NaClO溶液を調

製した。 

NO2-N及びNO3-N分析用流れ分析（FIA）装置（アクア

ラボ㈱：AQLA-700）で使用するキャリアー溶液及び発

色試薬は以下のようにして調製した。エチレンジアミン

四酢酸四ナトリウム四水和物（EDTA-4Na・4H2O）0.99 g，

塩化アンモニウム（NH4Cl）3 g及び塩化ナトリウム（NaCl）

35 gを精製水で溶解し1 Lとしキャリアー溶液とした。ス

ルファニルアミド（C6H8N2O2S）1 g及び塩酸（HCl）9 mL

を精製水で溶解し100 mLとしてC6H8N2O2S溶液を調製し

た。N-1-ナフチルエチレンジアンモニウム二塩酸塩

（C12H14N2・2HCl）0.1 g及びHCl 1 mLを精製水で溶解し

100 mLとしてC12H14N2溶液を調製した。C6H8N2O2S溶液50 

mL及びC12H14N2溶液50 mLを精製水400 mLに加え混合し

て発色試薬とした。 

 

2.5 測定方法 

DN2O濃度は以下のようにして求めた。試料20 mLを50 

：採水地点  

図1 調査地点概要 
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mLバイアル瓶または45 mLバイアル瓶に入れ30 ℃で保

存した。24時間後に気相中のN2O濃度を，分離カラム

HP-PLOT/Q（Agilent Technologies）を用いてGC/ECD（島

津製作所㈱：GC2010）で測定した。求めた気相中のN2O

濃度から液相中のN2O濃度を算出27)-29)し，気相及び液相

中のN2O濃度の合計値を試料水中のDN2O濃度とした。 

NH4-N濃度は以下のようにして求めた。試料を0.45 µm

メンブレンフィルター（ADVANTEC：DISMIC-25CS）で

ろ過した。ろ液を必要に応じて希釈した溶液5 mLに

C6H5OH・Na2Fe(CN)5NO溶液2.5 mL及びNaOH・NaClO溶

液2.5 mLを添加し，30 ℃の水浴中に1時間保存した。そ

の後，遠心分離機（久保田商事㈱：Model 5911）で3000 rpm 

で10分間遠心分離し，分光光度計（島津製作所㈱：

UVmini-1240）で上澄み液の吸光度（測定波長：640 nm）

を測定した。 

NO2-N濃度は，試料を0.45 µmメンブレンフィルターで

ろ過後，FIA装置で銅-カドミウム還元カラムを通過させ

ずに測定することによって求めた。 

NO3-N濃度は，試料を0.45 µmメンブレンフィルターで

ろ過後，FIA装置で銅-カドミウム還元カラムを通して測

定することによってNO3-N+NO2-N濃度を求め，先に求め

たNO2-N濃度を差し引いて求めた。 

DO及びECは，現地でマルチ水質チェッカー（㈱堀場

製作所：U-52G）を用いて測定した。 

流速は，電磁流速計（東宝電探：TK-105X）を用いて

測定した。 

 

3．結果及び考察 

3.1 放流水中のDN2O 

A及びB終末処理場放流水中のDN2O，NH4-N，NO2-N

及びNO3-N濃度を図2に示す。また，A終末処理場の放流

水及び環境水のDO及びECの最大値及び最小値を表1に

示す。 

図2より，A，B終末処理場ともに，NH4-N濃度は硝化

抑制期に高く，NO3-N濃度は硝化促進期に高かった。

NO2-N濃度については，B終末処理場ではNO3-N濃度と同

様の傾向を示した。A終末処理場では硝化抑制期から硝

化促進期への回復期間と硝化抑制期に高い値があった。

DN2O濃度については，A，B終末処理場ともにNO2-Nが

高濃度に検出されたときに高かった。図3に放流水中の

NO2-N濃度とDN2O濃度の関係を示す。A，B終末処理場

ともにDN2O濃度が高いときNO2-N濃度も高い傾向があ

るが，A，B終末処理場それぞれの相関係数は0.52及び0.40

で低く，DN2O濃度はNO2-N濃度と相関がほとんどないこ

とがわかった。以上より，回復期間と硝化抑制期にDN2O

濃度が高いときがあったことから，季別運転がDN2O濃度

に大きな影響を与えるとは考えられなかった。また，A，

B終末処理場ともに放流水中のDN2O濃度が高いとき

NO2-N濃度は高い傾向を示すが，NO2-N濃度が高いとき

に必ずしもDN2O濃度が高いわけではないことがわかっ

た。 

ここで，終末処理場における主なDN2O生成機構として

ヒドロキシルアミン（NH2OH）の酸化及びNO2-Nの還元

が知られている18)。特に，部分硝化を実施している反応

槽内でNO2-Nが蓄積する場合，DN2Oの生成量が増大する

ことが報告されている30)。このことから，A及びB終末処

理場の水処理工程でNO2-Nが多く蓄積したときにDN2O

が多く発生したと考えられ，放流水中のNO2-N濃度の上

昇とともにDN2O濃度が上昇したと考えられる。 

表1よりA終末処理場放流水のDOは2 mg/L以下であっ

た。NO2-Nが蓄積するときDOが低いほどN2Oの発生量が

多くなる傾向がみられることが報告されている30)。今回，

B終末処理場においてDN2Oが最も高濃度に検出された

試料水のDOは0.3 mg/Lであった。よって，NO2-N濃度と

ともにDOもDN2O濃度の上昇において重要な因子である

と考えられる。 

終末処理場放流水中のDN2O濃度は，0.015～0.02 mg/L4)，

0.00421～0.170 mg/L14)，0.002～0.004 mg/L28)，0.0024～

0.0056 mg/L23)，0.0274～0.1849 mg/L23)，放流口付近の河

川水中のDN2O濃度は，0.1025 mg/L31)と報告があり，各終

末処理場におけるDN2O濃度範囲の最小値に対する最大

値は1.3～40 倍で，同じ終末処理場であってもDN2O濃度

は大きく変動していた。本調査においてもDN2O濃度は

0.001未満～1.1 mg/Lで大きく変動していた。反応槽等に

おけるN2O発生量は，処理方法により異なることが知ら

れており，DN2O濃度は日変動すること，また，水温や流

入水質にも影響され，短時間で急激に変化することも報

告されている4), 16)。そのため，放流水中のDN2O濃度の変

動については，放流水中のNO2-N濃度やDO等の観察とと

もに反応槽等における長期の連続モニタリングによって

検討する必要がある。 

 

3.2 環境水中のDN2O 

環境水のDN2O濃度は，水路水では0.072 mg/Lと0.11 

mg/Lが各1回ずつ検出され，それ以外は0.005 mg/L以下で

あった。河川上流では全ての検体で0.001 mg/L未満であ

った。河川下流では0.089 mg/Lが1回あった以外は0.007 

mg/L以下であった。 

水路水は高いDN2O濃度が検出されたことがあったが，

放流水より高濃度に検出されることはなかった。これは，

水路水による希釈23),31)によってDN2O濃度が低下したと

考えられる。また，表1より放流水と比較して水路水の

DOが上昇していることから，落差工や撹拌によるDN2O

のガス化26)もDN2O濃度の低下の原因として考えられる。 
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(a)  A終末処理場放流水中のDN2O                     (b) B終末処理場放流水中のDN2O 

 

(c) A終末処理場放流水中のNH4-N                   (d) B終末処理場放流水中のNH4-N 

 (e) A終末処理場放流水中のNO2-N                   (f) B終末処理場放流水中のNO2-N 

(g) A終末処理場放流水中のNO3-N                   (h) B終末処理場放流水中のNO3-N 

図2 放流水中のDN2O，NH4-N，NO2-N及びNO3-N濃度 
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河川下流では水路水と比較してさらにDN2O濃度の低

下がみられた。河川上流の流量は，降雨時を除くと98,000

～790,000 m3/月で，A終末処理場の放流水量は210,000～

300,000 m3/月であったことから，放流水は水路を経て河

川へ流入すると，河川水によって希釈されると考えられ

る。また，表1より河川下流のECが高いことから河川水

に海水が混ざっていると考えられる。よって，水路水が

河川に合流後は，河川水及び海水による希釈でDN2O濃度

が速やかに低下したと考えられる。 

以上のことから，A終末処理場放流水中のDN2Oは，環

境水中に放出されると濃度が低下することがわかった。

ガス化や希釈等による環境水中のDN2Oの消失過程の解

明については今後の課題である。 

 

4．まとめ 

終末処理場放流水のDN2O濃度の範囲は，0.001未満～

1.1 mg/Lであった。A及びB終末処理場において放流水中

のDN2O濃度が高濃度に検出された時期が異なっていた

ため，季別運転がDN2O濃度に大きな影響を与えたとは言

えない。一方，放流水中のDN2O濃度が高いときにNO2-N

濃度が高い傾向を示した。これは終末処理場における処

理過程でNO2-Nの蓄積と低DOによってDN2Oの発生量が

増加したためと考えられた。また，環境水中のDN2O濃度

は，放流水と比較して低かった。これは，落差工，撹拌

によるガス化や河川水，海水等による希釈が原因として

考えられた。 
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図3 放流水中のNO2-N濃度とDN2O濃度の関係 
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＜報 文＞ 

網走湖流域における土地利用と栄養塩や 
主要イオン等の河川水質との関係＊ 

三上英敏**・五十嵐聖貴** 

キーワード ①網走湖流域 ②農用地面積率 ③硝酸態窒素 ④リン酸態リン ⑤主要イオン

要 旨 

 富栄養化している網走湖の流域河川において，出水の影響が少ない環境下で39地点の調査を行い，土地利用と各水質との

関連について考察を行った。農用地面積率と硝酸態窒素濃度の他，農用地面積率と各主要イオン濃度との間に強い関係が見

られた。特に主要イオンの中では，硫酸イオンとの関係が強く，網走湖流域では，家畜排せつ物に加えて化学肥料の影響を

強く受けて硝酸態窒素濃度が上昇すると推察された。一方，リン酸態リンは，農用地面積率にあまり関係なく流出してくる

傾向が見られた。リン酸態リンは，懸濁態リンや亜硝酸態窒素等との関連が深く，土壌粒子等の懸濁物が流出しやすい地点

や流域に還元環境が出現しやすい地点で濃度が高くなる傾向が推察された。 

1．はじめに 

網走湖は，北海道東部のオホーツク海に面しており，

一級河川網走川の下流部に形成された湖面積 33 km2の汽

水湖である（図1）1)。網走湖の主な流入河川は，網走川，

女満別川，トマップ川，サラカオーマキキン川である。

このうち，網走川が最大流入河川である。網走湖は北海

道内で最大の流域をもつ湖沼であるために，栄養塩が長

期にわたり流入蓄積してきたと考えられている。そして，

網走湖は，その最深部が流出部より深いことから，満潮

時に逆流してきた海水が湖内下部に侵入することにより，

慢性的な密度成層を形成した部分循環湖である。そのた

め，湖内下層部は，嫌気的であり大量の硫化物や無機栄

養塩（アンモニア態窒素，リン酸態リン）が溶存状態で

蓄積している。以下，嫌気的な網走湖の下層部を嫌気層，

好気的な上層部を好気層と記述する。 

流域からの栄養塩類の流入と嫌気層からの供給により，

網走湖は比較的以前から，好気層の栄養塩レベルが高く

典型的な富栄養湖であった。従って，夏期になると藍藻

類の増殖が激しい。 

一方，網走湖では古くから水産業も盛んで，独特の汽

水的環境により魚種も豊富でかつ水産資源に富んでいる。

特に網走湖のシジミは高価で取り引きされ，さらにワカ

サギは豊富な漁獲量だけでなく，全国の他湖沼への卵の

供給基地としての役割も担っており，網走湖がもたらす

水産面での経済効果は大きい2)。 

このように網走湖は，部分循環湖として特異的な性状

をもっていること，広大な流域を有していること，重要

な産業資源を有していること等から，古くから環境保全

や水産業に対する調査や研究が実施されてきた2),3),4),5)。 

しかしながら，網走湖では湖沼の環境基準（A－Ⅳ）が

類型指定されているにも関わらず，その基準の達成には

至っていないのが現状である。また，夏季の藍藻類の増

殖が漁業に与える影響も懸念されている。 

そこで我々は，北海道内最大の流域面積を有する網走

湖に対して，その流域の窒素やリンの供給源についての

検討を深めるために，出水の影響の少ない時に，多地点

調査を実施して，流域の土地利用と栄養塩や主要イオン

等の水質との関係について調査し考察を行った。 

＊ Relationship between land use and river water qualities such as nutrients and major ions in the basin of 

Lake Abashiri 
＊＊ Hidetoshi Mikami, Seiki Igarashi（地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 環境・地質研究本部 環境科学研

究センター）  Hokkaido Research Organization, Environmental and Geological Research Department, 

Institute of Environmental Sciences  
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2．方法 

図2に調査地点の位置，表1に調査地点の一覧表を示し

た。網走湖に流入する，網走川，女満別川，トマップ川，

サラカオーマキキン川の4河川に計39の調査地点を設け

た。それぞれの流入河川の網走湖に最も近い地点は，網

走川治水橋（A-0），女満別川女満別橋（M-1），トマッ

プ川トマップ橋（T-1），サラカオーマキキン川住吉1号

橋（S-1）である。 

資料6)によると，これらのおおよその流量比は，流量の

最も小さいトマップ川トマップ橋（T-1）を1とすると，

網走川治水橋（A-0）：女満別川女満別橋（M-1）：トマ

ップ川トマップ橋（T-1）：サラカオーマキキン川住吉1

号橋（S-1）は，155 : 17 : 1 : 4 であり，網走川本流

からの流入量は全体の88%に及ぶ。ただし，全窒素（TN）

の負荷量の比となると，おおよそ，28.3 : 14.2 : 1 : 0.7 

となり，女満別川の負荷量も網走川の約半量程度と大き

くなり，栄養塩負荷の影響力が大きいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 網走湖とその流域（濃い黒の塗りつぶしは網走湖を

示し，そのまわりの薄い黒の塗りつぶしは網走湖の流

域を示す） 

 

また，トマップ川トマップ橋（T-1）は，流量がこの4

河川では最も小さいが，TN濃度が高いこともあって，TN

負荷量となると，サラカオーマキキン川よりは大きな値

となる。そのような事情もあり，網走川治水橋（A-0）よ

り上流側には29地点，女満別川女満別橋（M-1）より上流

側には5地点，トマップ川トマップ橋（T-1）より上流側

には1地点の調査地点を設けて，計39地点で調査を実施し

た。 

調査は2018年7月において，透視度が 30 cm以上の濁り

の無い状況を確認してから実施した。試料の採取は，ス

テンレス製採水缶を使用して橋上から行った。試料水は，

よく共洗いを行った専用のポリ瓶に注ぎ，直ちに冷蔵暗

条件で保管した。そして，採水と同時に，あらかじめ 420 

℃で焼いたワットマンGF/Fフィルターを使用して濾過作

業を行い，原水試料の他，濾液試料を得て直ちに冷蔵暗

条件で保管した。 

河川水の採水時，溶存酸素計（YSI model85）とpH計（TDA 

IM-22P）を使用して，水温，溶存酸素濃度，電気伝導度

及びpHの測定を行った。採水及び濾過作業等を終了後，

流量測定を行った。河川流量は主な河川断面での水深と

流速を測定し，断面流量を計算した。 

冷蔵暗条件で当センターに持ち帰った試料の内，濾液

試料を用いてただちにアルカリ度と 260 nm紫外部吸光

度（UV260nm）を測定した。アルカリ度は，N/100 硫酸の

滴定によるpH4.8を終点として定量した。また，全39地点

のpHは6.89から8.10の範囲（平均7.43）にあり，全ての

試料はほぼ中性であったので，アルカリ度の値を重炭酸

イオン（HCO3
-）濃度とした7)。UV260nmについては，濾液

試料をそのまま用いて 260 nmの吸光度を測定した。 

それ以外の濾液試料と原水試料は，センターに持ち帰

った後，ただちに凍結し分析に使用するまで保存した。 

TN及び全リン（TP）の濃度は原水試料を使用し，溶存

態窒素（DN）及び溶存態リン（DP）の濃度，硝酸態窒素

（NO3-N），亜硝酸態窒素（NO2-N），アンモニア態窒素（NH4-N）

及びリン酸態リン（PO4-P）の濃度は濾液試料を使用し，

BL-TEC製QuAAtro-2HRを用いたフロー分析システムにて

定量した。 

TN濃度の測定結果とDN濃度の測定結果の差を，懸濁態

窒素（PN）濃度とし，同様にTP濃度とDP濃度の差を懸濁

態リン（PP）濃度として解析に使用した。また，NO3-N，

NO2-N，NH4-Nの各濃度の総和は溶存無機態窒素（DIN）濃

度であるが，DN濃度とDIN濃度の差を溶存有機態窒素（DON）

濃度として解析に使用した。同様に，DP濃度とPO4-P濃度

の差を，溶存有機態リン（DOP）濃度として解析に使用し

た。 

主要陰イオンである塩化物イオン（Cl-）と硫酸イオン

（SO4
2-）の濃度，及び主要陽イオンであるナトリウムイ

オン（Na+），カリウムイオン（K+），カルシウムイオン

（Ca2+），マグネシウムイオン（Mg2+）の濃度は，原水試

料を0.2μmのフィルターでろ過して懸濁物を取り除いた

後，イオンクロマトグラフ法にて定量を行った。 

網走湖の全流域と各調査地点の流域界や土地利用解析

については，北海道立総合研究機構環境・地質研究本部

が2014年度に整備したデータ8）を活用し，一部データの

更新を行った。100 mメッシュごとに，どの河川の流域界

に属するかについての情報が整備された流域メッシュ9）

により，網走湖や各河川地点の流域界を決めた。 
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図2 調査地点 
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表1 調査地点一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川名 橋名等 橋名のカナ 緯度（度） 経度（度）

A - 0 網走川 治水橋 ジスイ 43.90960 144.13833

A - 1 網走川 美禽橋 ミドリ 43.84117 144.10000

A - 3 網走川 達媚橋 タッコブ 43.71165 144.00910

A - 4 網走川 相生橋 アイオイ 43.58151 143.97501

A - 5 網走川 北釧橋 ホクセン 43.50472 143.99365

A - 11 木禽川 木禽橋 キキン 43.85638 144.10762

A - 12 栄森川 三宝橋 サンポウ 43.76868 144.05576

A - 13 達媚川 永代橋 エイダイ 43.71648 144.00626

A - 130 達媚川 三陽橋 サンヨウ 43.69684 143.89067

A - 14 津別川 緑栄橋 リョクエイ 43.70215 144.01834

A - 140 津別川 層雲橋 ソウウン 43.60271 144.15402

A - 141 センウンツベツ川 天神橋 テンジン 43.62583 144.10742

A - 15 オンネキキン川 恩根木禽橋 オンネキキン 43.66956 144.01518

A - 16 チミケップ川 展開橋 テンカイ 43.65693 143.99164

A - 160 チミケップ川 鹿鳴橋 ロクメイ 43.62898 143.88571

A - 17 ケミチャップ川 櫻橋 サクラ 43.64100 143.98516

A - 170 ケミチャップ川 二又橋 フタマタ 43.58269 143.86507

A - 18 ドードロマップ川 真布橋 マップ 43.59056 143.96989

A - 19 ユウ谷の沢川 楓橋 カエデ 43.53031 143.96994

A - 20 ホロカアバシリ川 古丹橋 コタン 43.54025 143.98389

A - 21 網走川上流支流 43.48509 144.01215

B - 1 美幌川 花見橋 ハナミ 43.83892 144.11360

B - 2 美幌川 美幌橋 ビホロ 43.82885 144.12250

B - 3 美幌川 稲美橋 イナミ 43.82132 144.13956

B - 5 美幌川 豊富橋 トヨトミ 43.74918 144.16765

B - 6 美幌川 （美幌川上流） 43.68790 144.18308

B - 11 魚無川 平和橋 ヘイワ 43.82963 144.11772

B - 13 福豊川 43.77441 144.17275

B - 14 登栄川 福栄橋 フクエイ 43.76567 144.15864

B - 15 古梅川 東橋 アズマ 43.71740 144.18896

M - 1 女満別川 女満別橋 メマンベツ 43.94803 144.20838

M - 2 女満別川 三好橋 ミヨシ 43.88663 144.19572

M - 3 女満別川 美女橋 ビジョ 43.79566 144.23595

M - 11 パナクシュベツ川 巴橋 トモエ 43.89562 144.20308

M - 110 パナクシュベツ川 日進橋 ニッシン 43.85414 144.23163

M - 12 田中川 第38号橋 ダイ３８ゴウ 43.82427 144.18900

S - 1 サラカオーマキキン川 住吉1号橋 スミヨシ１ゴウ 43.92961 144.11895

T - 1 トマップ川 トマップ橋 トマップ 43.91296 144.17846

T - 2 トマップ川 空港橋 クウコウ 43.89194 144.17073

　地点記号
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土地利用データについては，各利用区分（田，農用地，

森林，荒地，建物用地等）で分けられた平成26年度版の 

100 mメッシュデータ10）を利用した。また，人口につい

ては国勢調査のデータ11)，家畜頭数については農環研の

1995年の農業統計データ12),13),14)を使用した。 

 

3．結果 

 表2に網走湖全体と各地点における流域面積と土地利

用面積を，表3に網走湖全体と各河川地点における人口と

飼育家畜頭数についての結果を示した。 

網走湖の流域面積は，国土数値情報等の解析から，網

走湖とその他の湖沼及び河川エリアも含めて，1373.9 km2

と計算された。その内，森林の割合が最も高く約71%にも

及んでいた。田と畑等の農用地を合わせた農業に利用さ

れている土地の割合は約22%でありそのほとんどは田以

外の農用地であった。森林と農用地を合わせた割合は，

全流域の93%を占めていた。 

網走川本流に合流する支流の流域面積について，網走

湖内に直接流入する河川を除き，美幌川，津別川，ケミ

チャップ川，達媚川等が大きい。それらの網走川合流前

の調査地点の流域面積は，それぞれ美幌川花見橋（B-1）

が 218.3 km2，津別川緑栄橋（A-14）が 151.1 km2，ケミ

チャップ川櫻橋（A-17）が 106.4 km2，達媚川永代橋（A-13）

が 88.0 km2であった。 

網走湖に直接流入する主たる流入河川は，網走川（本

流），女満別川，サラカオーマキキン川，トマップ川で

あるが，それぞれの網走湖流入前の調査地点の流域面積

は，網走川治水橋（A-0）で 1120.0 km2，女満別川女満

別橋（M-1）で 118.8 km2，サラカオーマキキン川住吉１

号橋（S-1）で 38.3 km2，トマップ川トマップ橋（T-1）

で 16.6 km2であった。 

各河川地点の中で，田以外の農用地面積の割合が特に

大きいのは，トマップ川上流の空港橋（T-2）の81.5%，

その下流のトマップ橋（T-1）の78.9%，女満別川支流の

パナクシュベツ川巴橋（M-11）や日進橋（M-110）の70.4%

や67.7%であった。 

網走湖全流域における人口は 31811 人，飼育されてい

る家畜は，乳用牛 6517 頭，肉用牛 6892 頭，ブタ 11926 

頭，鶏 44047 羽と計算された。各河川地点の中で，最も

人口密度が大きいのは，美幌川支流魚無川平和橋（B-11）

の 543.6 人/km2であった。また，各飼育家畜の密度が最

も大きいのは，乳用牛で網走川支流木禽川木禽橋（A-11）

の 29.6 頭/km2，肉用牛でトマップ川トマップ橋（T-1）

の 18.3 頭/km2，ブタでトマップ川空港橋（T-2）の 153.5 

頭/km2，鶏でサラカオーマキキン川住吉1号橋（S-1）の 

563.0 羽/km2であった。 

富栄養化している網走湖の環境を検討する際，窒素や

リンの栄養塩について検討することが重要である。また，

特に，NO3-NやNH4-N等の溶存無機態窒素やPO4-Pの溶存無

機態リンは，湖内では直接植物プランクトンに利用され

る形態の窒素やリンであり，湖内の内部生産に与える流

域の影響を考慮する際，特に重要となる。 

図3に，全39の調査地点におけるTN濃度とNO3-N濃度との

関係について原点を通過する回帰直線とともに示した。

その結果，両者には高い相関が見られた。そしてその傾

きは0.943と，TNのうち全体的に94%がNO3-Nであるという

結果になった。 

図4に，同様にTN濃度とNH4-N濃度との関係について示し

た。全体的にTNのほとんどがNO3-NであるためNH4-Nは多く

の地点で低濃度であった。しかし，美幌川花見橋（B-1）

のみ 0.18 mgN/Lと突出して濃度が高く，TNの内9%程度を

占めていた。 

図5に，同様にTP濃度とPO4-P濃度との関係について原点

を通過する回帰直線とともに示した。その結果，両者に

はそれほど高い相関が見られたわけでないが，その傾き

は0.593と概略的にTPのうち約59%がPO4-Pであるという

結果になった。 

図6に，全調査地点におけるNO3-N濃度とPO4-P濃度の分

布図を示した。NO3-N濃度に関して，トマップ川，女満別

川，美幌川で，高濃度の地点が存在していた。トマップ

川ではトマップ橋（T-1）で 7.2 mgN/L，空港橋（T-2）

で 7.9 mgN/Lと，特に高濃度であった。 

PO4-P濃度に関しては，木禽川木禽橋（A-11）で0.90 

mgP/Lと最も高濃度で観測された。そのほか，魚無川平和

橋（B-11）も比較的濃度は高かったが，その他について

は同様な丸の大きさとなっていた。NO3-N濃度と異なり，

網走川美禽橋（A-1）より上流の網走川本流や支流でも，

一定程度の濃度を有していることがわかった。 

各地点のヘキサダイアグラムについて図7及び図8に分

けて示した。どのような水溶液中でも陰イオンと陽イオ

ンの価数は等しくなくてはならず電気的中性の条件が満

たされている15)。また，一般の陸水環境中，主要な陰イ

オンに，Cl-，SO4
2-，HCO3

-があり，主要な陽イオンに，Na+，

K+，Ca2+，Mg2+があり，計7種のイオンが主要であることが

知られている。これら7種のイオンで，通常は陰イオンと

陽イオンのそれぞれの当量濃度の和はつりあいがとれて

いる。しかし，人為的な影響が加わると，陰イオンの中

でもNO3-Nである硝酸イオン（NO3
-）の陰イオンの寄与も

大きくなってくる。 
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表2 各地点と網走湖全体の流域面積と土地利用面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

湖沼河川名

流域
面積

森林
ゴルフ

場
田

農用地
（田以

外）

荒地
建物
用地

道路・
鉄道

河川・
湖沼・
海浜

その他
の用地

km2 km2 km2 km2 km2 km2 km2 km2 km2 km2

網走川 治水橋 A － 0 1120.0 881.3 0.0 6.9 179.7 24.1 12.5 0.9 8.6 6.1

網走川 美禽橋 A － 1 823.9 696.2 0.0 1.0 99.0 15.1 5.6 0.0 4.8 2.2

網走川 達媚橋 A － 3 570.5 510.7 0.0 0.2 44.4 10.4 2.2 0.0 1.6 1.1

網走川 相生橋 A － 4 95.6 88.2 0.0 0.0 4.0 3.0 0.4 0.0 0.0 0.1

網走川 北釧橋 A － 5 31.9 29.8 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0

木禽川 木禽橋 A － 11 41.0 22.3 0.0 0.3 15.4 1.6 0.7 0.2 0.0 0.4

栄森川 三宝橋 A － 12 54.5 49.1 0.0 0.0 3.7 1.6 0.0 0.0 0.1 0.0

達媚川 永代橋 A － 13 88.0 83.2 0.0 0.1 4.4 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0

達媚川 三陽橋 A － 130 22.0 20.9 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

津別川 緑栄橋 A － 14 151.1 135.7 0.0 0.0 10.9 2.9 0.8 0.0 0.0 0.7

津別川 層雲橋 A － 140 51.8 49.4 0.0 0.0 0.7 1.3 0.0 0.0 0.0 0.4

センウンツベツ川 天神橋 A － 141 45.3 42.0 0.0 0.0 1.9 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0

オンネキキン川 恩根木禽橋 A － 15 76.0 66.8 0.0 0.0 8.8 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0

チミケップ川 展開橋 A － 16 52.4 48.7 0.0 0.0 2.3 0.2 0.1 0.0 1.1 0.0

チミケップ川 鹿鳴橋 A － 160 20.4 19.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0

ケミチャップ川 櫻橋 A － 17 106.4 98.7 0.0 0.0 5.2 2.3 0.0 0.0 0.0 0.1

ケミチャップ川 二又橋 A － 170 44.1 42.0 0.0 0.0 1.6 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0

ドードロマップ川 真布橋 A － 18 30.1 30.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ユウ谷の沢川 楓橋 A － 19 18.8 18.7 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

ホロカアバシリ川 古丹橋 A － 20 19.4 17.1 0.0 0.0 1.4 0.9 0.1 0.0 0.0 0.0

網走川支流 A － 21 4.0 3.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

美幌川 花見橋 B － 1 218.3 157.9 0.0 0.3 45.4 7.1 5.0 0.2 1.0 1.4

美幌川 美幌橋 B － 2 202.7 154.6 0.0 0.3 37.5 7.0 1.8 0.0 0.8 0.7

美幌川 稲美橋 B － 3 179.6 141.6 0.0 0.2 30.0 6.6 0.6 0.0 0.6 0.1

美幌川 豊富橋 B － 5 112.4 95.8 0.0 0.0 9.9 6.2 0.1 0.0 0.3 0.0

美幌川 （美幌川上流） B － 6 3.7 3.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

魚無川 平和橋 B － 11 13.9 3.2 0.0 0.0 7.8 0.1 2.4 0.1 0.0 0.3

福豊川 B － 13 28.7 23.2 0.0 0.0 5.2 0.3 0.1 0.0 0.0 0.0

登栄川 福栄橋 B － 14 18.3 17.4 0.0 0.0 0.8 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

古梅川 東橋 B － 15 19.8 16.2 0.0 0.0 1.0 2.3 0.0 0.0 0.3 0.0

女満別川 女満別橋 M － 1 118.8 46.3 0.4 0.1 69.4 0.9 1.3 0.0 0.1 0.3

女満別川 三好橋 M － 2 66.2 31.1 0.0 0.0 34.1 0.3 0.6 0.0 0.0 0.1

女満別川 美女橋 M － 3 18.4 15.1 0.0 0.0 3.3 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

パナクシュベツ川 巴橋 M － 11 29.1 7.8 0.1 0.0 20.5 0.1 0.5 0.0 0.0 0.1

パナクシュベツ川 日進橋 M － 110 13.3 4.0 0.0 0.0 9.0 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0

田中川 第38号橋 M － 12 23.5 11.3 0.0 0.0 11.7 0.2 0.2 0.0 0.0 0.1

サラカオーマキキン川 住吉1号橋 S － 1 38.3 25.3 0.0 0.9 10.6 1.1 0.2 0.0 0.0 0.2

トマップ川 トマップ橋 T － 1 16.6 0.7 0.0 0.0 13.1 0.1 0.9 0.0 0.0 1.8

トマップ川 空港橋 T － 2 10.8 0.4 0.0 0.0 8.8 0.1 0.3 0.0 0.0 1.3

網走湖全体 1373.9 969.1 0.4 9.6 295.1 28.5 17.6 1.4 42.5 9.7

地点名
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表3 各地点と網走湖全体の人口と家畜飼育頭数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湖沼河川名

人口 乳用牛 肉用牛 豚 鶏

人 頭 頭 頭 羽

網走川 治水橋 A － 0 25812 5157 4995 6482 15713

網走川 美禽橋 A － 1 9772 2764 3531 1084 0

網走川 達媚橋 A － 3 2844 1244 1555 211 0

網走川 相生橋 A － 4 127 105 32 0 0

網走川 北釧橋 A － 5 0 0 0 0 0

木禽川 木禽橋 A － 11 448 1212 391 173 332

栄森川 三宝橋 A － 12 51 26 125 0 0

達媚川 永代橋 A － 13 38 73 44 7 0

達媚川 三陽橋 A － 130 1 13 8 7 0

津別川 緑栄橋 A － 14 1440 322 757 0 0

津別川 層雲橋 A － 140 5 8 0 0 0

センウンツベツ川 天神橋 A － 141 15 21 0 0 0

オンネキキン川 恩根木禽橋 A － 15 58 65 63 203 0

チミケップ川 展開橋 A － 16 18 175 91 0 0

チミケップ川 鹿鳴橋 A － 160 2 0 0 0 0

ケミチャップ川 櫻橋 A － 17 44 78 67 0 0

ケミチャップ川 二又橋 A － 170 3 7 7 0 0

ドードロマップ川 真布橋 A － 18 5 4 0 0 0

ユウ谷の沢川 楓橋 A － 19 0 0 0 0 0

ホロカアバシリ川 古丹橋 A － 20 23 21 21 0 0

網走川支流 A － 21 0 0 0 0 0

美幌川 花見橋 B － 1 13875 1000 461 4396 0

美幌川 美幌橋 B － 2 3451 894 403 3165 0

美幌川 稲美橋 B － 3 580 830 326 904 0

美幌川 豊富橋 B － 5 95 470 81 0 0

美幌川 （美幌川上流） B － 6 0 4 0 0 0

魚無川 平和橋 B － 11 7556 106 49 1056 0

福豊川 B － 13 59 104 74 0 0

登栄川 福栄橋 B － 14 13 28 7 75 0

古梅川 東橋 B － 15 18 122 18 0 0

女満別川 女満別橋 M － 1 871 687 914 2859 0

女満別川 三好橋 M － 2 352 228 396 1907 0

女満別川 美女橋 M － 3 15 114 134 0 0

パナクシュベツ川 巴橋 M － 11 235 105 252 470 0

パナクシュベツ川 日進橋 M － 110 99 23 127 15 0

田中川 第38号橋 M － 12 78 59 93 290 0

サラカオーマキキン川 住吉1号橋 S － 1 320 106 231 102 21564

トマップ川 トマップ橋 T － 1 1236 236 304 2211 0

トマップ川 空港橋 T － 2 177 76 154 1658 0

網走湖全体 31811 6517 6892 11926 44047

地点名
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図3 TN濃度とNO3-N濃度との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 TN濃度とNH4-N濃度との関係 

 

 

 ヘキサダイアグラムとは，主要なイオン成分を，陰イ

オンと陽イオンそれぞれ3つのグループに分けて各成分

の濃度（当量）を求めて，六角形で表示する図形のこと

であり16)，地点的な水質変化を視覚的に読み取ることが

容易である。どこにどのイオンを並べるかはいろいろな

ケースがあるが，NO3-Nの影響を評価する図形は，図7や

図8のようなパターンが一般的である17)。 

人為的な影響が少ない陸水の場合，通常はHCO3
-とCa2+

が主となる構成をしており，図は細いひし形に近くなる。

また，海水や海塩の影響を受けてくると塩化ナトリウム

の寄与が増え，上側が少し広がった形になってくる。 

人為的な影響があって主要イオン7種に匹敵するよう

な当量を持つようになるNO3-N（NO3
-）については，黒の

部分で示され，その濃度の大きさが一目でわかるように

なる。また，NO3-N（NO3
-）濃度がSO4

2-濃度とともに上昇

している場合は，施肥の影響を大きく受けており，SO4
2-

の割合がそれほど大きくなくNO3-Nの（NO3
-）の黒色が大

部分で右下が大きくなる場合は，動物の排せつ物の影響

を大きく受けていることを示唆する。 

 網走川本流の最上流部の支流（A-21）から網走川北釧

橋（A-5）そして治水橋（A-0）にかけて網走川を流下し

て見てみると，上流から下流にかけて図の黒い部分であ

るNO3-N（NO3
-）濃度が上昇してきていることがわかる。

しかしながら，HCO3
-イオンの当量に比べるとかなり小さ

かった。 

NO3-N（NO3
-）濃度が検出されなかったのは，チミケッ

プ湖流出すぐのチミケップ川鹿鳴橋（A-19）であり，黒

い部分は描かれない。 

 網走川本流へ流入する支流の本流合流前の地点の中で，

木禽川木禽橋（A-11）や美幌川花見橋（B-1）では比較的

NO3-N（NO3
-）濃度が高かった。特に木禽橋（A-11）では，

図形も大きく描かれ肥料成分と思われるSO4
2-や石灰や苦

土に由来するHCO3
-やCa2+，Mg2+の濃度も大きかった。 

 美幌川に関して，豊富橋（B-5）から徐々にNO3-N（NO3
-）

の濃度が高くなる傾向が見られた。女満別川に関して，

網走湖に近い女満別橋（M-1）のNO3-N（NO3
-）濃度は高く，

流量もそれなりにあることから網走湖への寄与は大きい

のは上述済みであるが，そのダイアグラムを見ると，SO4
2-

の濃度も高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 TP濃度とPO4-P濃度との関係。
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図6 NO3-N濃度とPO4-P濃度の分布 
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網走川治水橋（A‐0） 網走川美禽橋（A‐1） 網走川達媚橋（A‐3） 網走川相生橋（A‐4）

網走川北釧橋（A‐5） 木禽川木禽橋（A‐11） 栄森川三宝橋（A‐12） 達媚川永代橋（A‐13）

達媚川三陽橋（A‐130） 津別川緑栄橋（A‐14） 津別川層雲橋（A‐140） ｾﾝｳﾝﾂﾍﾞﾂ川天神橋（A‐141）

ｵﾝﾈｷｷﾝ川恩根木禽橋（A‐15） ﾁﾐｹｯﾌﾟ川展開橋（A‐16） ﾁﾐｹｯﾌﾟ川鹿鳴橋（A‐160） ｹﾐﾁｬｯﾌﾟ川櫻橋（A‐17）

ｹﾐﾁｬｯﾌﾟ川二又橋（A‐170） ﾄﾞｰﾄﾞﾛﾏｯﾌﾟ川 真布橋（A‐18） ﾕｳ谷の沢川楓橋（A‐19） ﾎﾛｶｱﾊﾞｼﾘ川古丹橋（A‐20）

陽イオン [meq/L] 陰イオン [meq/L]
2 1 0 1 2

Na+ ＋ K+

Ca2+

Mg2+

HCO3
‐

Cl‐

SO4
2‐ NO3

‐

凡例   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7 各河川地点のヘキサダイアグラム（１） 
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福豊川 （B‐13）

登栄川福栄橋（B‐14） 古梅川東橋（B‐15） 女満別川女満別橋（M‐1） 女満別川三好橋（M‐2）

女満別川美女橋（M‐3）

陽イオン [meq/L] 陰イオン [meq/L]
2 1 0 1 2

Na+ ＋ K+

Ca2+

Mg2+

HCO3
‐

Cl‐

SO4
2‐ NO3

‐

網走川上流支流（A‐21） 美幌川花見橋（B‐1） 美幌川美幌橋（B‐2） 美幌川稲美橋（B‐3）

美幌川豊富橋（B‐5） 美幌川上流（B‐6） 魚無川平和橋（B‐11）

ﾊﾟﾅｸｼｭﾍﾞﾂ川巴橋（M‐11） ﾊﾟﾅｸｼｭﾍﾞﾂ川日進橋（M‐110） 田中川第38号橋（M‐12）

ｻﾗｶｵｰﾏｷｷﾝ川住吉1橋（S‐1） ﾄﾏｯﾌﾟ川 ﾄﾏｯﾌﾟ橋（T‐1） ﾄﾏｯﾌﾟ川空港橋（T‐2）

凡例   

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図8 各河川地点のヘキサダイアグラム（２） 

 

 



 

＜報文＞ 網走湖流域における土地利用と栄養塩や主要イオン等の河川水質との関係 
203 

〔 全国環境研会誌 〕Vol.44 No.4（2019） 
58 

 

またトマップ川では，下流のトマップ橋（T-1），上流

の空港橋（T-2）ともに，図形が各地点の中で最も大きく，

SO4
2-濃度とともに，NO3-N（NO3

-）濃度を示す黒の部分も

大きかった。なお，両者を比べて見ると，下流のトマッ

プ川トマップ橋（T-1）の方が，Cl-，HCO3
-，Na++K+の割合

が明らかに増加している傾向も見られた。 

表4に，全39地点間における，農用地面積率，NO3-N濃度

及びPO4-P濃度と他の水質濃度との相関係数について示

した。 

農用地面積率と各水質濃度との相関係数について，

PO4-P濃度以外の全てで，有意水準5%で関連性がみられた。

相関係数が0.9以上の特に関連性が高いものは，NO3-N，

SO4
2-，Ca2+，Mg2+濃度であった。また，NO3-N濃度について

は，PN及びPO4-P以外の全てで，5%の有意水準で関連がみ

られた。 

一方，農用地面積率との相関が悪かったPO4-P濃度につ

いて，5%の有意水準で関連がみられたものは，NO2-N，DON，

PN，PP，K+の各濃度やUV260nmであり，特に，NO2-NやPP

濃度との関連が深かった。 

 

 

表4 農用地面積率，NO3-N濃度及びPO4-P濃度と他の水質

濃度との相関係数（アスタリスクが付いているのは有

意水準5%で関係があるもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9に，農用地面積率とNO3-N，SO4
2-，Ca2+，Mg2+濃度との

関係について示した。河川水の流域農用地面積率とNO3-N

濃度との関係が良いのはよく知られている18),19),20)が，網

走湖流域では，NO3-Nだけでなく主要イオン各種とも相関

が良いこともわかった。特にSO4
2-，Ca2+，Mg2+との相関係

数が高く，SO4
2+は化学肥料の硫安に含まれること，Ca2+

やMg2+はアンモニア肥料が硝化する際の中和に施用され

る石灰や苦土に含まれている成分である。また，Ca2+は

NO3-NやSO4
2-と異なり，原点を通過しない直線で近似され

る傾向が見られた。 

図10に農用地面積率とPO4-P濃度の関係について示した。

チミケップ湖流出口の近くチミケップ川鹿鳴橋（A-160）

は，他の地点に比べてPO4-P濃度が 0.003 mgP/Lと極端に

低かった。それ以外の地点においては，農用地面積率が

低い地点でも，0.016 mgP/L以上の濃度であった。PO4-P

濃度は，いくつか高濃度を有する地点もあったが，農用

地面積率が高くなると濃度が高くなるはっきりとした傾

向は見られなかった。 

 

4．考察 

網走湖は北海道で最も広い流域を有する湖沼である。

また，部分循環湖という大量の栄養塩を蓄積した嫌気層

を有するため，富栄養化が進行している。網走湖はまた，

内水面漁業で北海道のなかで最も重要な水域の一つであ

り，その持続的な環境保全と水産業への活用が求められ

ている。そのためには，流域からの栄養塩負荷量を適正

に制御する必要があるが，流域の窒素やリンの動態につ

いてはまだ未解明な部分も多い。 

網走湖の植物プランクトンの栄養塩利用という観点で

は，特に流域におけるNO3-N，NH4-N及びPO4-P等の溶存無

機態栄養塩の特性の解明が特に重要である21),22)。 

網走湖流域河川のTN濃度のうち，ほとんどが，植物プ

ランクトンが直接利用できる形態であるNO3-Nであった。

その回帰直線の傾きは0.943ときわめて高かった。 

 ただ，本研究では出水の影響が少ない透視度30cm以上

の場合に限定したものである。網走湖への負荷量という

観点では，出水の影響を考慮しないと，負荷量を大きく

過小評価する可能性があるが，本研究では流域の濃度分

布や土地利用との関連の考察を重要視したので，出水の

影響の無い環境での評価を行うこととした。 

岡澤他の2005年に実施された平水時の調査19)でも，TN

濃度とNO3-N濃度の間には明瞭な相関関係が見られてい

た。しかし，その傾きは0.70とTNの内70%程度がNO3-Nで

あることが示されており，2005年当時より本研究の結果

の方が，さらにNO3-Nの割合が増加している可能性も見ら

れた。 

 

農用地
面積率

NO3-N PO4-P

NO3-N 0.944* 0.191

NO2-N 0.688* 0.707* 0.594*

NH4-N 0.392* 0.398* 0.298

DON 0.729* 0.640* 0.348*

PN 0.406* 0.211 0.360*

PO4-P 0.237 0.191

DOP 0.584* 0.661* 0.183

PP 0.603* 0.478* 0.611*

Cl- 0.883* 0.874* 0.225

SO4
2-

0.926* 0.973* 0.214

HCO3
-

0.772* 0.781* 0.309

Na+ 0.862* 0.891* 0.281

K+ 0.874* 0.856* 0.432*

Ca2+ 0.914* 0.950* 0.268

Mg2+ 0.922* 0.960* 0.234

UV260nm 0.630* 0.453* 0.345*
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図9 農用地面積率とNO3-N，SO4
2-，Ca2+，Mg2+濃度との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 農用地面積率とPO4-P濃度との関係 

 

 

NO3-Nは，流域から発生するDONやNH4-Nの酸化作用や硝

化作用が継続すればするほどその割合が増加する。硝化

作用は，好気的な環境でかつ暗条件が必要であり，下水

処理場や浄化槽による好気的な水処理システムや，自然

環境下では暗渠や湖沼の好気的な深部，土壌間隙水中等

で進行しやすいと考えられる。 

 網走湖流域では生活系の排水の処理は進行しており，

2017年度現在，流域人口の81%の生活系排水は下水処理さ

れており，内67%は下水処理場の処理水を通して網走湖へ

流入している。また，流域人口の12%は合併処理浄化槽や

単独処理浄化槽により生活系排水が処理され流域に流入

していると思われる。残りは汲み取りによるし尿の回収

が行われており，し尿処理場は流域外にあるためそれら

の負荷は流域には入らない6)。 
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 網走川下流の治水橋（A-0）のNO3-Nの濃度は1980年代

に比べてやや増加傾向が見られており，その理由につい

て，生活系排水の処理の発達による硝化されたNO3-Nの負

荷量増加と近年の家畜飼育頭数の増加の影響が懸念され

ている22)。 

 網走湖流域河川のTNのほとんどが，NO3-Nであることが

わかったが，美幌川花見橋（B-1）は，他の地点に比べて

NH4-N濃度が高い傾向にあった。その理由は，美幌川美幌

橋（B-2）との間に流入してくる下水処理場の影響を受け

ていると思われる22)。 

 本研究における網走湖に流入する4河川の最下流地点，

網走川治水橋（A-0），女満別川女満別橋（M-1），トマ

ップ川トマップ橋（T-1），サラカオーマキキン川（S-1）

の合計のTN負荷量とTP負荷量はそれぞれ，43.7 gN/sと 

1.75 gP/sと計算された。資料6)から網走湖流域の下水処

理水を含む生活系排水処理水と流域事業場からの排水処

理水を合わせたTNとTPの負荷量は，それぞれ 3.5 gN/s

と 0.21 gP/sであり，その負荷量は網走湖へ流入する4

河川負荷量のそれぞれ，8%と12%と計算された。また西浜

他22)によれば，美幌川美幌橋（B-2）と花見橋（B-1）の

間の下水処理場処理水等によるDIN負荷量の増加分は，網

走湖へのDIN負荷量の22%と見積もっている。以上のこと

から，生活系排水の処理水の寄与も，それなりの負荷影

響があると言える。 

 網走湖の流域の土地利用については，森林の割合が最

も高く約71%にも及んでおり，続いて田と畑等の農用地を

合わせた農業に利用されている土地の割合は約22%であ

りそのほとんどは田以外の農用地であった。 

 ヘキサダイアグラム（図7，図8）を見てみると，トマ

ップ川空港橋（T-2）を除いて全ての地点において陰イオ

ンで最も濃度が高かったのはHCO3
-であった。HCO3

-は，農

用地で施用される石灰の主成分でもあるが，農用地の影

響を受けない環境（森林地）においても，流出してくる

陰イオンの中では最も主要な陰イオンである。森林地で

HCO3
-が流出してくる理由は，呼吸や脱窒による有機物の

分解によって生じるCO2が，水に溶けて中和したCa2+に代

表される陽イオンとともに溶存するためである23)。網走

湖流域全体的に，陰イオンでHCO3
-の割合が最も高い傾向

にあるのは，森林地の土地利用割合が大きいことによる

と考えられる。 

 先にも記述したが，網走湖の水質環境や漁場環境に大

きな影響を及ぼすのは，流域からの窒素やリンの負荷で

あり，特に湖内の基礎生産に直接作用するのはNO3-Nに代

表されるDINとPO4-Pである。網走湖流域河川のTNのほと

んどはNO3-Nであり，その濃度は農用地面積率と強い関係

が認められ，この関係は他の流域でもよく知られている

ことである18),19),20)。 

 本研究ではさらに主要イオンも含めた調査を実施した

が，網走湖流域では，全ての主要イオンが農用地面積率

と直線的な関係が見られていた。下流側の調査地点の流

域には，上流側の調査地点の流域も含まれるため，相関

係数が良くなりやすい傾向はあると思うが，網走湖流域

では農用地面積率が高くなるとNO3-N濃度も含めて主要

イオン全体の濃度が高くなる傾向があると考えることが

できる。 

 特に，農用地面積率とSO4
2-濃度との間には強い関係が

見られた。一般に農用地の地下水のNO3-N汚染の問題にお

いて，主要イオンを利用した汚染源判定の方法もあるが，

SO4
2-は家畜排せつ物の影響ではなく，化学肥料の影響を

大きく受ける指標として利用される17),24)。このことから

考えると，網走湖流域河川のNO3-N濃度上昇の主要因は，

硫安や硫酸塩を多く含んだ化学肥料の影響を大きく受け

ていると推察される。畑作では硫安等の窒素肥料の他，

アンモニアが硝化される際に放出されるプロトンを中和

するために石灰や苦土も施用される。そのことが，農用

地面積率とCa2+やMg2+の濃度とも強い関係が見られたと

考えられた。 

 一方，その他の主要イオンも農用地面積率と強い関係

が見られた。その内，K+やHCO3
-は，畑作で使用される肥

料や石灰等に含まれる成分であると同時に，家畜の排せ

つ物に由来して流出してくる成分でもある25),26)。Cl-やNa+

は，家畜の尿に多く含まれる成分である25)。 

 網走湖流域では，乳牛と肉牛合わせて 13409 頭，豚

11926 頭，鶏 44047 羽が飼育されている。この中で，体

重の大きな牛と豚による網走湖流域内での窒素とリンの

発生量と，農用地の施肥量を計算して比較してみる。牛

や豚の排せつ物等による発生負荷量の原単位は，資料27)

によると，牛で窒素が 290 gN/頭/d，リンが 50 gP/頭/d，

豚で窒素が 40 gN/頭/d，リンが 25 gP/頭である。また，

農耕地による施肥量は，作物の種類や土壌の性状，地域

等によって細かく整理されている28)が，大まかに 1 km2

あたり 14 tN/y，5 tP/yと考えてオーダーレベルでは大

方合っていると考えられる。それらの値を使用して，体

重の小さな鶏を除いて家畜飼育によるTNとTPの発生量と，

農用地面積全てで施肥が行われていると仮定して施肥に

よるTNとTPの量を計算すると，おおまかであるが表5の様

になる。 

 ただし，計算した農用地には畜舎も含まれるため，そ

の農用地全体で施肥が行われていないこと，また流域で

発生した家畜排せつ物が，どのくらいの割合かは不明で

あるが施肥に回る部分もあるため，施肥量の全てが化学

肥料の施肥量を示しているわけではないことに留意する

必要がある。表5を大まかに見て，網走湖流域では，化学

肥料と家畜排せつ物の双方の影響を大きく受けて，NO3-N
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濃度が上昇していると考えられる。そして，SO4
2-との関

連性が特に強いことから化学肥料の影響がより大きいと

も考えられる。また，このことは網走湖流域では，農用

地面積率が高い地域では畑作と畜産の双方が点在して行

われているとも考えられた。 

 図11に，39の調査地点におけるSO4
2-負荷量とNO3-N負荷

量との関係について，硫安のSO4量と窒素量との比の線と

ともに示した。 

 

 

表5 網走湖流域全体における家畜排せつ物による窒素

とリンの発生量と農用地への施肥量との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 SO4
2-負荷量とNO3-N負荷量の関係（点線の直線は河

川負荷量の関係の近似直線を示し，実線の直線は硫安

のSO4
2-とNの比を示す） 

 

 化学肥料の成分が全て硫安では無いが，流域に施肥さ

れた硫安の窒素が全て硝化され，そのままSO4
2-と同じ比

率で河川に流出してくると仮定すると，図11に示した実

線のようになる。実際には，流域には硫酸塩でない窒素

も施肥され，家畜排せつ物等の発生や堆肥の施肥，生活

系排水の処理水の影響もあるから，流域で発生する窒素

が全て硝化されSO4
2-と同じ比率で河川に流出してくると

仮定すると，その傾きは実線よりさらに大きくなるはず

である。しかしながら，実際のSO4
2-負荷量に対するNO3-N

の負荷量の傾きは，硫安の傾きよりも大幅に小さくなっ

ている。この傾きの減少分は，流域における作物による

生産と流域外への搬出窒素量や，流域内での窒素浄化量

の影響と考えることができる。このことを考慮すると，

施肥量の内の一定の窒素量は流域から除去されているこ

とが水質の調査結果からも見られた。 

 ところで，網走湖内の基礎生産に影響を及ぼす流域河

川のPO4-P濃度については，農用地割合との関係があまり

見られなかった。図6を見てみると，NO3-N濃度の分布図

とは異なり，NO3-N濃度が低い農用地面積率が小さい網走

川本流側（美禽橋（A-1）より上流側）でも，チミケップ

川鹿鳴橋（A-160）を除いて，農用地面積率が高い地点と

同様にPO4-P濃度を有していたことが見える。しかしなが

ら，表5を見ると，農用地でのリンの発生量は決して少な

いとは言えない。ちなみに，チミケップ川鹿鳴橋（A-160）

において，NO3-Nが検出されなかったことに加えてPO4-P

濃度が低かった理由は，そのすぐ上流にあるチミケップ

湖にて，それらが基礎生産に利用されたためと推察され

る。 

 一般に，リンは土壌に吸着しやすい特徴がある29),30)。

そして，水中では土壌中に吸着したリンは，水中のPO4-P

との吸脱着平衡の影響を受けて流出してくると推察され

る。特に，還元環境があるとリンを吸着する土壌に含ま

れる水酸化鉄が溶解するため，PO4-Pが水中に流出しやす

くなる。また，腐植物質があると一度溶解した鉄は腐植

物質のキレート作用によって好気的な環境になっても再

不溶化しにくくなるため，PO4-Pを水中に溶出する方向に

環境がシフトすることがわかっている31),32)。 

 表4を見てみると，PO4-P濃度と関連の深いのは，相関

係数が大きな順で，PP，NO2-N，K+，PN，DON，UV260nmで

あった。つまり，河川構造に土壌粒子が流出しやすい状

況があり水中にPPを中心とした懸濁物が多く含まれる地

点，流域のどこかで還元環境が生じやすくNO2-N濃度が高

くなりやすい地点，腐植物質の溶存量が大きく水酸化鉄

が生じにくい地点で，PO4-P濃度が高くなる傾向が見られ，

上述した理由を説明する結果が見られた。 

 本研究では，出水の影響を受けていない状況下での調

査であった。PO4-Pは，懸濁物の挙動の影響を大きく受け
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る。それゆえ，湖へのPO4-P負荷量を検討する際には，流

量増加時において懸濁物濃度が高くなればなるほど，

PO4-P濃度も大きくなると推察されることを考慮するこ

とが重要である30)。 

 本研究では，網走湖流域における網走湖内の基礎生産

に大きな影響を及ぼす，無機態の窒素やリンの流域特性

について，各主要イオンや土地利用との関連から考察を

行った。その結果，網走湖流域河川では，生活系排水の

処理水の他，家畜排せつ物に加えて化学肥料の影響を強

く受けてNO3-N濃度が上昇していると推察された。一方，

PO4-Pは，農用地面積率にあまり関係なく流出してくる傾

向が見られ，土壌粒子等の懸濁物が流出しやすい地点，

流域に還元環境が出現しやすい地点，溶存の腐植物質の

流出が大きくなる地点で濃度が高くなる傾向が推察され

た。 
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＜報 文＞ 

最終処分場における1,4-ジオキサンの 
挙動調査と活性炭による除去効果の検討＊ 

野口邦雅**・吉田秀一**・川畑陵介***・石本 聖**・岡田真規子**・柿本 均** 

キーワード ①1,4-ジオキサン ②最終処分場 ③浸出液及び放流水 ④活性炭 ⑤吸着等温線

要 旨 

 県内の3か所の最終処分場における1,4-ジオキサンの挙動を調査した結果，浸出液中の1,4-ジオキサンと降水量の関係

は処分場ごとに大きく異なっていた。一部の処分場の浸出液では，1,4-ジオキサンと相関が高い項目が見られた。調査し

た処分場の放流水において，1,4-ジオキサンの濃度が大きく減少する事象が見られ，活性炭吸着塔の活性炭の交換による

影響と考えられた。市販の活性炭を用いて放流水中における1,4-ジオキサンの吸着等温線を求め，活性炭による1,4-ジオ

キサンの除去効果について検討した結果，一時的ではあるが活性炭により1,4-ジオキサンの除去が可能であることが確認

できたが，除去効果の持続は短かった。 

1．はじめに 

1,4-ジオキサンは「一般廃棄物の最終処分場及び産業

廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令

（昭和五十二年総理府・厚生省令第一号）」の一部改正

（平成25年2月21日公布，同年6月1日施行）により，最終

処分場の放流水，浸透水等の基準項目に追加された。最

終処分場からの1,4-ジオキサンの排出を抑制するために

は，最終処分場における1,4-ジオキサンの挙動等を詳細

に把握し，効率的な除去方法を検討することが不可欠で

ある。しかし，未だ浸出液中の1,4-ジオキサン濃度やそ

の変動など科学的知見が少ないのが現状である。また，

1,4-ジオキサンは，親水性が高く沸点も水に近いことな

どから，一般的に行われている加圧浮上，凝集沈殿のよ

うな物理化学的処理や，活性汚泥法のような生物処理に

よる除去が困難とされてきた1,2)。 

当センターでは，2016～2018年度の3年間において，最

終処分場における1,4-ジオキサンの挙動等を詳細に把握

し，効率的な除去方法を検討する目的で，調査研究「埋

立処分場における1,4-ジオキサンの挙動調査と効率的な

除去方法に関する検討」を実施した。 

今回，県内3か所の最終処分場を調査対象とし，降雨な 

ど気象変動に伴う浸出液中，放流水中の濃度変化や，1,4-

ジオキサンと可溶性イオン等についての関連を調査した

ので，その結果を報告する。また，前述の調査の結果，

一時的ではあるが1,4-ジオキサンが活性炭吸着塔の活性

炭により除去されていると考えられたことから，市販の

活性炭を用いて1,4-ジオキサンの吸着等温線を求め，吸

着性能を評価し，活性炭による1,4-ジオキサンの除去効

果について検討したので報告する。 

2．調査方法及び試験方法 

2.1 最終処分場の調査方法 

2.1.1 調査対象及び調査項目 

 県内3か所の最終処分場を調査対象とした。以降，3か

所の最終処分場をＡ処分場，Ｂ処分場及びＣ処分場と記

載する。浸出液及び放流水を調査対象とした。 

 1,4-ジオキサン，pH，電気伝導率(EC)，全有機態炭素

(TOC)，溶存酸素(DO)，浮遊粒子状物質(SS)，ナトリウム

イオン(Na+)，カリウムイオン(K+)，マグネシウムイオン

(Mg2+)，カルシウムイオン(Ca2+)，塩化物イオン(Cl-)，硫 

酸イオン(SO4
2-)及び炭酸水素イオン(HCO3

-)を調査項目と

した。 
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2.1.2 調査頻度及び調査期間 

調査頻度は月１回とした。各最終処分場の調査期間 

は次のとおりである。なお，Ａ処分場については活性炭

による1,4-ジオキサンの除去状況を詳細に把握するため，

Ｂ及びＣ処分場より12か月長く調査を実施した。 

 Ａ処分場：2016年6月～2018年11月（30か月） 

 Ｂ処分場：2017年4月～2018年9月  (18か月） 

 Ｃ処分場：2016年6月～2017年11月（18か月） 

 

2.2 1,4-ジオキサンの測定 

2.2.1 測定方法 

1,4-ジオキサンの測定は「水質汚濁に係る環境基準に

ついて（昭和四十六年環境省告示第五十九号）」の付表7

に示す活性炭抽出－ガスクロマトグラフ質量分析法に準

じて実施した。なお，今回の測定では定量下限値及び検

出下限値を低くするため，試料水を200mLから400mLに変

更し，活性炭カートリッジからのアセトン溶出の量を5mL

から1mLに変更し，以降の窒素気流下での濃縮操作を省い

た3)。測定フローを図1に示す。 

 

 

 

       100mg/L 1,4-ジオキサン-d8 50μL 

 

 

 

 

 

 

 

 

        100mg/L 4-ブロモフルオロベンゼン 10μL 

 

 

図1 測定フロー図 

 

2.2.2 測定機器 

 Thermo Fisher Scientific社製のガスクロマトグラフ

質量分析装置を使用した。ガスクロマトグラフ部はTRACE 

GC ULTRA，質量分析部はPOLARIS Qである。 

 

2.2.3 定量下限値及び検出下限値 

 1,4-ジオキサンの定量下限値及び検出下限値は「化学

物質環境実態調査実施の手引き（平成27年度版）4)」に従

って求めた。定量下限値は0.0002mg/L，検出下限値は

0.00005mg/Lであった。 

2.3 活性炭の吸着性能試験方法 

活性炭の吸着性能試験は，活性炭試験方法（JIS K 1474）

に従って実施した。 

 

2.3.1 活性炭及び試料水 

 活性炭は市販の4種類（a～d）を使用した。活性炭の性

状を表1に示す。活性炭aは放流水中における1,4-ジオキ

サンの除去効果を検討するために用いた。活性炭b～dは

活性炭の性状の違い（pH [塩基性基質の量]及びよう素吸

着量 [活性炭の比表面積]の違い）による1,4-ジオキサン

の除去効果を比較するために用いた。 

試料水は蒸留水及びＡ処分場の放流水を用い，試料水

1L当たり1,4-ジオキサンを10μL添加し，1,4-ジオキサン

の濃度が約10mg/Lになるよう調製した。 

 

表1 活性炭の性状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.2 活性炭の調製 

 JIS Z 8801-1に規定する網ふるい45μm（ふるいの寸法

は内径75mm）を90%以上通過するまで，めのうすり鉢で活

性炭を粉砕し，網ふるいを通過したものを115±5℃で3

時間乾燥し，デシケーター内で放冷した。 

 

2.3.3 試験溶液の調製 

 8つの200mL共栓付三角フラスコに試料水100mLを入れ，

調製した活性炭を0g，0.05g，0.1g，0.25g，0.5g，0.75g，

1.0g，2.5gと段階的に添加し，振とう機により3時間振と

うした。振とう条件は，振幅が水平方向40～50mm，1分間

に200回往復とした。振とう後，遠心分離（3000rpm，20

分）し，上澄み液を孔径45μmのメンブランフィルターで

ろ過し，試験溶液を調製した。 

 

2.3.4 吸着等温線 

 試験溶液の1,4-ジオキサン残留濃度を測定し，両対数

グラフ上に，1,4-ジオキサン残留濃度（C）を横軸に，活

性炭単位質量当たりの1,4-ジオキサン吸着量（A）を縦軸

にプロットして吸着等温線を作成し，Freundlichの吸着

式から吸着定数（K，1/n）を求めた。 

試料水400mL 

活性炭抽出 (10ml/min) 

洗浄 (水10ml) 

窒素パージ (20min) 

アセトン溶出 (1mL) 

GC/MS測定 

活性炭 粒径 ｐH
よう素吸着量

(mg/g)

a 6μm 10.8 1364

b 20～50mesh 8.3 1155

c 4～8mesh 9.8 1134

d 4mm 9.8 1487

備考：　表中の値はメーカーの試験成績書によるものである。

　　　　　meshはふるいの目開きの大きさを示す（25.4mm間にある目開きの数）。
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A ＝ KC1/n （Freundlichの吸着式）    

A:活性炭単位質量当たりの1,4-ジオキサン吸着量(mg/g) 

 C:1,4-ジオキサン残留濃度(mg/L) 

 K，1/n：吸着定数 

 吸着定数1/nは活性炭と吸着質との親和力を，Kは親和

力のほかに吸着容量を含んでいるといわれている5)。1/n

及びKの値が大きいほど相対的に活性炭への吸着量が多

くなることから6)，1/n及びK値を比較することで活性炭の

吸着性能を評価した。 

 なお，A及びCの常用対数（log10A，log10C）から次式の

一次直線が得られ，その傾きから1/nが，切片からlog10K

が求まることから，本報では横軸log10C，縦軸log10Aとし

たグラフで吸着等温線を示す。 

Log10A ＝ (1/n)log10C ＋ log10K 

 

3．結果と考察 

3.1 浸出液と放流水中の1,4-ジオキサン濃度推移 

 調査した3か所の最終処分場における浸出液及び放流水

中の1,4-ジオキサン濃度の推移と降水量を図2に示す。降

水量は採取前の3日間，1週間及び2週間分の積算降水量を

示した。なお，降水量は最終処分場から最も近傍にある気

象台，測候所及びアメダス観測所のデータを使用した7)。 

 1,4-ジオキサン濃度については，Ａ処分場は浸出液及

び放流水とも概ね0.002～0.004mg/Lの範囲で推移してい

た。特異な事象として，2017年1月の放流水中の1,4-ジオ

キサン濃度が大きく低下していた(0.00043mg/L)。浸出液

と放流水の1,4-ジオキサン濃度を比較すると，浸出液よ

り放流水のほうが若干低い傾向であり，これまでの報告

例2,8)のとおり生物処理により除去されたものと考えら

れる。Ｂ処分場の1,4-ジオキサン濃度は，浸出液は

0.00016～0.0018mg/L，放流水は<0.00005～0.00074mg/L

で推移しており，放流水と比較して浸出水の濃度変動が

大きかった。Ａ処分場と同様にＢ処分場も浸出液より放

流水のほうが1,4-ジオキサン濃度が低く，生物処理によ

り除去されたものと考えられる。Ｃ処分場の1,4-ジオキ

サン濃度は，浸出液が<0.00005～0.00013mg/L，放流水が

<0.00005～0.00012mg/Lで推移し，非常に低い濃度レベル

であった。浸出液及び放流水はほぼ同様な濃度レベルで

推移し，Ａ及びＢ処分場のような浸出液と放流水の濃度

差はみられなかった。なお，3か所の最終処分場とも季節

的な濃度変動は見られなかった。 

 1,4-ジオキサン濃度と降水量の関係については，Ａ処

分場は採取前1週間降水量が150mmを超えたときに（2016

年9月，2017年7月及び2018年9月）浸出液の1,4-ジオキサ

ン濃度が0.002mg/L前後まで低下する傾向がみられ，降水

量が一定量を超えると浸出液の1,4-ジオキサン濃度が低

下することが明らかとなった。これは，降水量の増加に 

Ａ処分場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ処分場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ処分場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊検出下限値未満の場合は0mg/Lとしてプロットしている。 

 

図2 1,4-ジオキサン濃度の推移と降水量 

 

よる希釈の効果と考えられた。一方，Ｂ処分場は採取前1

週間降水量が150mmを超えたときに（2017年7月及び2018

年9月）1,4-ジオキサン濃度の上昇が見られ，Ａ処分場と

は逆の傾向であり，埋め立られた廃棄物からの1,4-ジオ

キサンの溶出量が大きくなるものと考えられた。Ｃ処分

場は1,4-ジオキサン濃度と降水量の関係は見られなかっ

た。これらのことから，浸出液中の1,4-ジオキサン濃度

と降水量との関係は処分場ごとに大きく異なっており，
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その原因としては埋め立てられている廃棄物の種類や量

等に依存して浸出特性が異なることによるものと考えら

れた。浸出液の監視には処分場ごとによる1,4-ジオキサ

ンの浸出特性の違いを把握しておく必要がある9)。 

 

3.2 1,4-ジオキサンとその他項目の相関等 

 1,4-ジオキサンとEC，TOC及び可溶性イオン（Na+，K+，

Mg2+，Ca2+，Cl-，SO4
2-，HCO3

-）との相関を表2に示す。 

 Ａ処分場の浸出液では，1,4-ジオキサンと相関が高い

項目（相関係数が0.7以上）9)はEC，TOC，Na+，K+，Mg2+及

びCl-であり，相関係数が0.5以上の項目はCa2+及びHCO3
-

であった。Ａ処分場の放流水では1,4-ジオキサンとの相

関係数が0.7以上の項目はなく，相関係数0.5以上の項目

はEC，Na+，Ca2+及びCl-であった。Ｂ処分場の浸出液では，

1,4-ジオキサンとの相関係数が0.7以上の項目はTOC，Mg2+

及びCa2+であり，相関係数が0.5以上の項目はECであった。

Ｂ処分場の放流水では1,4-ジオキサンとの相関係数が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.7以上の項目はなく，相関係数0.5以上の項目はTOC及び

Ca2+であった。Ｃ処分場の浸出液及び放流水では，1,4-

ジオキサンとの相関係数が0.5以上の項目はなかった。 

Ａ及びＢ処分場の浸出液では1,4-ジオキサンと相関が

高い項目が見られ，これら項目を1,4-ジオキサンのモニ

タリング代替項目として利用できるものと考えられる。

なお，1,4-ジオキサンと相関が高い項目は処分場ごとに

よって異なることから，事前に1,4-ジオキサンと相関が

高い項目を把握しておく必要がある。 

 Ａ処分場の1,4-ジオキサンとその他項目の推移を図3

に示す。浸出液については1,4-ジオキサンとその他の項

目はほぼ同様な変動が見られており，1,4-ジオキサンと

その他の項目の相関が高かった結果と一致している。放

流水については，2017年1月に1,4-ジオキサン濃度が大き

く低下していたが，他の項目と比較すると，ECや可溶性

イオンは濃度低下が見られないことから，希釈による濃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2 1,4-ジオキサンとその他項目の相関

図3 Ａ処分場の1,4-ジオキサンとその他項目の推移 

（浸出液） 

EC TOC Na+ K+ Mg2+ Ca2+ Cｌ- SO4
2- HCO3

-

浸出液 0.79 0.75 0.83 0.72 0.88 0.66 0.78 0.16 0.51

放流水 0.61 0.43 0.54 0.46 0.44 0.61 0.52 0.17 0.14

浸出液 0.53 0.91 -0.21 0.40 0.74 0.89 0.30 0.45 0.37

放流水 0.32 0.54 -0.31 0.04 0.41 0.57 0.08 0.18 -0.37

浸出液 -0.25 0.14 0.18 -0.54 0.17 -0.49 0.44 0.19 -0.45

放流水 -0.38 -0.04 0.13 -0.71 0.29 -0.38 0.30 0.34 -0.45

相関係数が0.7以上 相関係数が0.5以上

相関係数

1
,4

-
ジ

オ
キ

サ
ン

A処分場
(n = 30)

C処分場
(n = 18)

B処分場
(n = 18)

（放流水） 
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度低下ではないと考えられる。一方，TOCは1,4-ジオキサ

ンと同様に大きく濃度が低下していた。1,4-ジオキサン

とTOCが同時に濃度減少した事象は2016年8月にも見られ

た。調査期間におけるＡ処分場の水処理状況を調査した

ところ，2017年1月については採水2日前に，2016年8月に

ついては採水23日前に活性炭吸着塔の活性炭の交換を実

施したことが判明した。調査期間において活性炭の交換

を実施したのは前述の2回と2018年10月の合計3回であっ

た。そこで2018年10月の活性炭交換に合わせて詳細調査

を実施した。その結果を図4に示す。活性炭交換の4日後

では放流水中の1,4-ジオキサンの濃度が0.0016mg/Lと通

常の2分の1程度に低下していた。11日後以降は放流水中

の1,4-ジオキサンの濃度低下は見られず，1,4-ジオキサ

ンの濃度低下は一時的であった。これらのことから，活

性炭の交換が1,4-ジオキサンとTOCの濃度低下の原因と

考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 活性炭交換に係る詳細調査結果 

 

3.3 活性炭による1,4-ジオキサンの除去効果 

3.3.1 放流水中における除去効果 

 最終処分場における調査の結果，活性炭吸着塔の活性

炭が放流水中の1,4-ジオキサン濃度に影響していると考

えられること，また，1,4-ジオキサンの除去に活性炭が

有効であるとの報告例8,10)があることから，市販の活性炭

を用いて放流水中における1,4-ジオキサンの吸着等温線

を求め，活性炭による1,4-ジオキサンの除去効果につい

て検討した。 

 蒸留水中及びＡ処分場の放流水中における1,4-ジオキ

サンの吸着等温線を図5に示す。蒸留水中の吸着定数Kは

1.69，1/nが0.773，放流水中の吸着定数Kは1.26，1/nが

0.670と，蒸留水中と比較して放流水中は吸着定数K及び

1/nは小さかった。この結果から，蒸留水中と比較して放

流水中では1,4-ジオキサンの活性炭吸着量は少ないとい

える。この原因は，放流水中には生物処理では除去され

ない有機物が含まれており（TOC=8.0mg/L），これらの影 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 1,4-ジオキサンの吸着等温線（活性炭a） 

 

響により放流水中の1,4-ジオキサンの活性炭吸着量が減

少するものと考えられた。 

 蒸留水中及び放流水中における1,4-ジオキサンの吸着

等温線から，活性炭による1,4-ジオキサンの処理日数（活

性炭吸着塔における破過時間(日)11））を評価した。評価 

        tb＝(x/m)b×Mc／Q／(Ci-Cb/2) …11) 

tb：破過時間(日)，(x/m)b：吸着塔の破過点吸収能 

力(g/g)，Mc:吸着塔内活性炭量(g)，Q：処理水量 

(m3/日)， Ci：流入水中の有機物濃度(mg/L)，Cb： 

破過有機物濃度(mg/L) 

の条件は，処理水量及び活性炭量はＡ処分場の現状の値

を，1,4-ジオキサン濃度を10mg/Lから0.5mg/Lに除去（除

去率95%）することとした。評価の結果，処理日数は放流

水が1.5日，蒸留水が1.8日であった。放流水と比較して

処理日数は増加しているが，大きな増加ではなかった。

これらの結果より，活性炭による1,4-ジオキサンの除去

については，一時的に可能であるが，その効果の持続が

短いことが明らかとなった。また，この結果は，Ａ処分

場の一時的な1,4-ジオキサンの濃度低下が比較的短い日

数で終了している結果と一致するものであった。 

 

3.3.2 性状が異なる活性炭の除去効果の比較 

活性炭の性状の違いによる1,4-ジオキサンの除去効果

を比較するため，活性炭b，c及びdを用いて放流水中にお

ける1,4-ジオキサンの吸着等温線を求めた。福原ら12)に

よれば，活性炭の比表面積の違いについては1,4-ジオキ

サンの吸着量に特徴的な差は見られず，活性炭表面の塩

基性基質が多い場合1,4-ジオキサンの吸着量が増大する

と報告している。そこで，活性炭のpH（塩基性基質の量）

が異なる活性炭bとc，また，よう素吸着量（活性炭の比

表面積に近似することができる5）。）が異なる活性炭c  

1/n log10K K R2

蒸留水 （10mg/L 1,4-dioxane) 0.773 0.227 1.69 0.998

放流水 （10mg/L 1,4-dioxane) 0.670 0.101 1.26 0.996
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 備考：pHとよう素吸着量については表1記載の値を再掲 

 

図6 活性炭の性状による1,4-ジオキサンの 

吸着等温線の違い（活性炭b～d） 

 

とdを比較することで塩基性基質の量及び活性炭の比表

面積の違いによる除去効果を比較した。 

結果を図6に示す。吸着定数Kは活性炭bが0.944，活性

炭cが1.68，活性炭dは1.85であった。活性炭b～dの吸着

定数1/nは0.677～0.711と大きな差はなかった。活性炭b

と活性炭cの比較では，吸着定数Kは活性炭cが大きく，塩

基性基質の量が多い活性炭のほうが1,4-ジオキサンを多

く吸着しており，これまでの報告12)と同様の結果であっ

た。最終処分場の放流水においても，塩基性基質を多く

含む活性炭を用いれば，より効率的に1,4-ジオキサンを

除去できると考えられる。活性炭cと活性炭dの比較では，

吸着定数Kは活性炭dのほうが若干大きいが，ほとんど差

はないものと考えられ，これも従来の報告12)のとおり活

性炭の比表面積の違いによる吸着状況の差はないと考え

られる。 

 塩基性基質を多く含む活性炭が1,4-ジオキサンを多く

吸着する原因としては，プラスの電荷を持つ塩基性基質

と1,4-ジオキサンの酸素原子とが相互作用することによ

り，吸着平衡が変化（吸着速度が増加し，脱離速度が減

少）するためと考えられる。 

 

4．まとめ 

(1)  県内3か所の最終処分場における1,4-ジオキサンの

挙動調査の結果，浸出液中の1,4-ジオキサンと降水量の

関係は処分場ごとに大きく異なっていた。 

(2)  一部の処分場の浸出液では，1,4-ジオキサンと相関

が高い項目（EC，TOC，Na+，K+，Mg2+，Ca2+及びCl-）が見

られ，1,4-ジオキサンのモニタリング代替項目として利

用できると考えられる。 

(3)  Ａ処分場の放流水において，1,4-ジオキサンの濃度

が大きく減少する事象が見られたが，この原因は活性炭

吸着塔の活性炭の交換による影響と考えられた。 

(4)  市販の活性炭を用いて放流水中における1,4-ジオキ

サンの吸着等温線を求め，活性炭による1,4-ジオキサン

の除去効果について検討した結果，一時的ではあるが活

性炭により1,4-ジオキサンの除去が可能であることが確

認できた。しかし，除去効果の持続は短かった。 

(5) 塩基性基質を多く含む活性炭は1,4-ジオキサンを多

く吸着することから，最終処分場の放流水においても，

より効率的に1,4-ジオキサンを除去できるものと考えら

れる。 
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＜報 文＞ 

廃棄物埋立地における水銀ガス調査＊ 

長森 正尚** 

キーワード ①廃棄物埋立地 ②水銀ガス ③安定化 ④温度

要 旨 

日本における廃棄物埋立地への水銀の最終処分量は2014年ベースの推定で年間7.3トンと少なくないが，水銀大気排出

インベントリで廃棄物埋立地は考慮されておらず，調査事例も少ないのが現状である。そこで，近年の水銀ガスの実態を

把握すべく，廃棄物埋立地11施設のガス抜き管及び観測井内の水銀ガス濃度，並びに埋立地表面からの水銀ガスフラック

スを調査した。その結果，ガス抜き管及び観測井内の水銀ガス濃度は，0.8～59.2 ng/m3と低く，さらに埋立廃棄物の安定

化指標である温度やガス濃度比が低いほど低い傾向がみられた。他方，埋立地表面からの水銀ガスフラックスは，-0.6～

27.9 ng/m2/時で気化しやすい水銀は気温が高いほど大気へと放出される傾向がみられた。これらから，埋め立てられた水

銀は，安定化が進むほど廃棄物層内に留まりやすく，系外への放出は無視できる量であることが分かった。 

1．はじめに 

水銀に関する水俣条約が2017年8月16日に発効し，グロ

ーバルな水銀の管理が始まる一方で，国内でも大気排出

抑制や水銀廃棄物管理が厳しくなった。他方，稼働中の

廃棄物埋立地（以下，埋立地）への水銀の最終処分量は

年間7.3トン（2014年ベース）と推定されており1)，決し

て少ないとは言えない。筆者が近年埋め立てられている

廃棄物中の総水銀含有量を調べたところ2)，焼却灰1～128

μg/kg，溶融スラグ18μg/kgに対して，焼却飛灰が5700

μg/kg，不燃物が86～6080μg/kgで高濃度であったが，

推定量からみると濃度が低かった。なお，水銀ゼロ使用

表示の乾電池28検体を2014年に調査したところ，2～110

μg/kg（18検体：定量下限値未満）と極低濃度であるこ

とが分かった3)。 

他方，埋立地における水銀ガスの調査事例は少なく，

水銀大気排出インベントリで埋立地は考慮されていない。

埋立地からの水銀大気排出インベントリを推定している

国は少なく，例えば米国（1995年ベース）4)は総排出量158

トンに対しての0.08トンと極めて小さい。埋立地におけ

る水銀調査事例を表1に示す。東京都5)の調査（1990～2002

年）では，ガス抜き管の平均濃度が50～19000ng/m3で大

幅な変動に加えて漸減傾向がなく，最近では約100～

10000 ng/m3（3埋立地）という事例6)しかない。埋立地の

安全安心を確保するには，最近の水銀ガス濃度を調査す

作業面

（ng/m
3
N）

地表面

（ng/m
3
N）

井戸等*

（ng/m
3
N）

作業面

（ng/m
2
/時）

地表面

（ng/m
2
/時）

井戸等*
（mg/時）

日本１） 一廃：不燃、可燃、焼却灰
産廃：上下水道汚泥等

9897 761 1929～ 1990～2002 － 2～120 50～19000 － － <0.05**

日本９） 焼却灰主体（CS処分場） － － 不明 埋立中 950～2300 － － － － －

日本９） 焼却灰主体 － － 不明 埋立後１年 － 2.3～3.4 － － － －

韓国10） 表記なし（オ－プンダンプ） 16000 272 1978～1992 2000 － － 3.5～3000 － － 2.7**

米国７） 都市固型廃棄物 360 59 1990～2000 2001 － 3500～6300 － 100～160** 22～40** －

米国７） 都市固型廃棄物 570 101 1990～1999 1999 － 840～1160 － 52～99** 5.0～7.0** －

米国７） 都市固型廃棄物 410 78 1990～1998 1998 － 6850～8600 － 230～440** 12～15** －

米国７） 都市固型廃棄物 140 － 1990～2000 1997 － 20～1060 － － － －

中国８） 都市固型廃棄物 47 52 2001～ 2003～2006 － － 2～1400 58000 -1～660 0.11**

中国８） 都市固型廃棄物 22 10 1983～2003 2004 － － － － 54～560 －

中国８） 都市固型廃棄物 22 10 1994～2001 2004 － － － － 20 －

中国８） 都市固型廃棄物 80 40 1989～2005 2004 － － 5～74 9100 20～190 0.26**

中国８） 都市固型廃棄物 37 20 1989～2007 2004 － － － 290 － －

*井戸等とは、ガス抜き管やガス抽出井戸のことを示す。　**文献中のデータから換算した値。

埋立廃棄物調査地

水銀ガス濃度 水銀ガスフラックス
埋立量
(万ｔ)

面積
(ha)

埋立期間 調査年

表1 埋立地における水銀ガスの調査事例 
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る必要があり，さらに排出量推定には実埋立地でのガス

放出量の測定も重要である。日本の水銀フラックス測定

事例はなく，米国7)や中国8)の事例で，埋立地表面におけ

る調査結果として5.0～40 ng/m2/時，及び-1～660 ng/m2/

時という報告がある。これらは未処理の都市ごみ主体の

埋立地調査であり，日本の場合と異なる可能性がある。

作業面からのフラックスは，52～440 ng/m2/時（米国），

290～58000 ng/m2/時（中国）となっており，埋立作業中

にガス状水銀がより多く放出される傾向にある。 

本研究では，近年の我が国における埋立地での水銀ガ

スの実態を把握すべく，埋立地ガス中の水銀濃度及び埋

立地表面からの水銀フラックスに関して，埋立廃棄物の

種類，埋立終了後の年数などの異なる条件で調査した。 

 

2．方法 

2.1 埋立地層内の水銀ガス濃度測定 

調査対象11埋立地の概要を表2に示す。維持管理基準が

強化された1998年以前に埋立開始された埋立地が9施設

であるが，安定型処分場であるSM埋立地以外は準好気性

埋立構造を有していた。また，焼却灰等の有機物含有量

の少ない埋立廃棄物が主体である埋立地が多かった。水

銀ガス濃度の調査にあたっては，ガス抜き管及び観測井

を対象としたが，都合により調査できなかったガス抜き

管が4施設あった。 

各管内のガスは0.5L/分で金アマルガム水銀捕集管

（NIC製，M-160（以下，捕集管））に導入され，捕集さ

れた水銀ガスを大気中水銀測定装置（NIC製，マーキュリ

ーWA-5A）で計測した。また，埋立地ガス中の水蒸気及び

二酸化炭素ガスの影響を除去するため，捕集管の前段階

に再加熱ソーダライム管2)を装着した。なお，捕集開始か

ら簡易ガス測定器（Geotechnical Instruments製，GA5000）

で埋立地ガスの組成をモニターし，変動し始めた時点で

外気が侵入したと判断して捕集を終了することとした。 

さらに，管内の水銀ガス濃度分布について，小川式パ

ッシブサンプラー（20mm×30mm）11)を用いて調査した。

金薄膜をコーティングした直径15mmの石英ろ紙（東京ダ

イレック製，2500QAT-UP）を水銀捕集用フィルターとし

てサンプラー内部に装填し，分子拡散プレートを被せた。

金薄膜は，スパッタリング装置（HITACHI製，JFC-1600）

を用い，ろ紙上に同じ厚さになるようにコーティングし

た。さらに，金薄膜後のろ紙を850℃の電気炉で30分間加

熱し水銀を完全に除去した。本調査は2埋立地のガス抜き

管とし，RM埋立地で深度26ｍを5ｍ間隔，RY埋立地で深度

14ｍを4ｍ間隔で実施した。また，フィルターへの水滴の

付着を防ぐ目的でサンプラーをプラスチックカップで覆

い，調査時間は3時間暴露とした。ろ紙に吸着させた水銀

量は，加熱気化水銀測定装置（日本インスツルメンツ製，

マーキュリーSP-3D）で測定した。 

 

2.2 埋立地表面からの水銀ガスフラックス測定 

調査地点の埋立廃棄物量を表3に示す。焼却灰と不燃物

では水銀含有量に違いがあることが分かったため2)，廃棄

物の埋立割合の異なるRM埋立地内に設置した3つのセル

（C4～C6）を対象とし，各地表面からの水銀ガスフラッ

クスを調査した。セルの設置作業は2016年6月，調査は

2017年6～11月に実施した。なお，各セルに設置されてい

る観測井（深さ1.5～2.5m）内の水銀ガス濃度も併せて測

定したが，約7 ng/m3で地点差がなく，いずれも酸素濃度

がほぼ0％であった。 

  

表3 ガスフラックス調査地点の埋立廃棄物量等 

埋立地表面から大気へ放出する水銀ガス量は，図1に示

すフラックスチャンバー法を用いて測定した12)。使用し

たチャンバーは無色透明のアクリル製（縦400×幅250×

高さ100mm；内容量10L）であり，3.0L/分の定流量で大気

を流しながら，チャンバーの大気流入口と流出口におけ

る水銀ガスを流量0.5L/分で捕集管に導入し，大気中水銀

測定装置で計測した。なお，水銀ガスの捕集時間は56分

であり，得られた水銀ガス量と吸引流量から算出した水

銀ガス濃度を１時間の平均濃度（流入口Ci，流出口Co；

ng/m3）とし，水銀フラックスF（ng/m2/時）を次式から算

出した。 

ܨ ൌ ሺܥ௢ െ ௜ሻܥ ⁄ܣ ൈ ܳ െ  ஻௅ܨ

ここで，Aは対象とする表面積，Qは大気流量（m3/時）

である。FBLは本方法によるブランク値であり，チャンバ

ーと土壌表面との間にテフロン製の板を敷いた状態で測

定した。ブランク値の平均値及び標準偏差は0.26 ± 

0.13ng/m2/時（n=9）であった。水銀フラックスの測定と

埋立地 埋立年 深度 GV* MW** 埋立廃棄物

RS 1979~1987 9m 1 3 不燃ごみ, 焼却灰, 可燃ごみ

WS 1982~2000 45m 2 2 廃プラ, 建廃, 汚泥等

FU 1988~ 8m*** 0 1 焼却灰, 灰固化物

RT 1989~1992 25m 1 1 焼却灰, 不燃物, 廃プラ

KT 1989~2007 10m 0 2 焼却灰, 不燃物, 溶融スラグ

SM 1995~2002 30m 0 3 建廃, 廃プラ, ガラ陶くず

HK 1996~ 7m*** 0 2 灰固化物, 溶融スラグ

RY 1996~1997 18.5m 1 1 焼却灰, 不燃物, 廃プラ

RZ 1997~2000 27m 1 1 焼却灰, 不燃物, 廃プラ

RX 2000~2007 23m 1 1 焼却灰, 不燃物, 廃プラ

RM 2007~2017 26m 1 1 不燃物, 廃プラ, 焼却灰

* ガス抜き管 ** 観測井 *** 調査時の深度

表2 調査対象埋立地の概要 

灰の 一般廃棄物 ( t ) 産業廃棄物 ( t ) 合計 水銀ガス

No. 割合 焼却灰 不燃物 燃えがら 廃プラ ( t ) 濃度(ng/m3)

C4 少 16.2 51.7 9.4 40.9 118.2 7.1

C5 中 40.7 40.9 0.0 42.2 123.8 6.6

C6 多 53.3 35.8 9.4 33.5 132.0 6.9
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同時に，埋立地表面からの高さ10cmにおける気温（以下，

地表気温），相対湿度，日射量，地中熱流量，大気圧，

風量等も併せて観測した。 

図1 フラックスチャンバー法の概略等 

 

3．結果 

3.1 埋立地層内の水銀ガス濃度 

埋立地ガス中の水銀濃度の調査結果を表4に示す。埋立

廃棄物の種類，埋立年齢など背景が異なる埋立地での調

査であったが，ガス抜き管で1.5～39.0 ng/m3，観測井で

0.8～59.2 ng/m3と濃度範囲が比較的狭かった。これらの

濃度は，前述の文献値の低いレベルに位置した。2年続け

て測定した管内の水銀ガス濃度は低下した地点が多かっ

た。次に，これら水銀ガス濃度と管内温度の関係を図2

に示す。RS埋立地を除いた調査結果からは，管内温度が

高いと水銀ガス濃度が高くなる傾向を示していた。RS埋

立地は埋立年が最も古く，埋立廃棄物に含まれていた水

銀が多かった可能性が考えられる。これを除けば，東京

都の調査5)で埋立地ガスの温度と水銀ガス濃度が正の関

係を示していたことと類似していた。他方，層内温度と

同じく埋立廃棄物の安定化指標の一つであるメタンガス

濃度比「CH4/(CH4+CO2)」と水銀ガス濃度の関係を図3に示

す。一般的に，メタンガス濃度比が0.6～0.5を下回るこ

とは，層内に大気が侵入して部分的に好気性分解が生じ

て，埋立廃棄物の安定化が進んでいることを示してい  

る13)。ここでは，比に大きく影響する埋立地ガス濃度が  

1％未満の試料を除いて図示したが，メタンガス濃度比が

大きいほど水銀ガス濃度が高い傾向にあった。すなわち，

埋立地ガス中のメタンガスの割合が大きいメタン発酵期

は，水銀ガスが比較的高濃度の傾向があると言える。な

お，同じ埋立地でも調査管によってメタンガス濃度比が

異なっていたことから，管内ガスデータは埋立地全体で

はなく，採取した管周辺の状況を表していると考えられ

た。他方，メタンガス濃度比が1.0付近のガスについては，

管周辺の間隙水が高アルカリのため二酸化炭素ガスが吸

収された可能性が高い。埋立廃棄物中にアルカリ性を示

す焼却灰等が多く含まれている場合が考えられ，メタン

ガス濃度比が安定化を表現できないことがある。 

表4 水銀ガス濃度の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図2 水銀ガス濃度と管内温度の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図3 水銀ガス濃度とメタンガス濃度比の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 水銀ガス濃度と管内温度の関係（深度調査） 
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次に，ガス抜き管の深度ごとに調査した水銀ガス濃度

と温度の関係を図4に示す。RM埋立地は25.9～34.2℃の温

度勾配があり，RY埋立地は26.4～27.2℃と温度がほぼ 

一定であった。今回の調査では濃度の単位をpg/時で示す

ため，相対的な濃度の違いになるが，RM埋立地で26.1～

48.0 pg/時，RY埋立地で17.6～25.2 pg/時の範囲であっ

た。両埋立地において，同じ管内であっても，温度が高

いほど水銀ガス濃度が高い傾向があり，水銀ガス濃度に

偏りがあることが分かった。温度により飽和水銀ガス濃

度は大きく変化するが，管周辺の廃棄物層と管内におけ

る水銀ガスの移流・拡散の様子は今回の調査からは不明

である。なお，調査日時が異なるが，ガス抜き管内の水

銀ガス濃度がRM埋立地とRY埋立地で10倍の違いがあった

が，本手法ではそこまで大きな違いはみられなかった。 

 

3.2 埋立地表面からの水銀ガスフラックス 

RM埋立地のセルC5の夏季における水銀フラックスと気

象の観測結果を図5に示す。水銀フラックスは10.6～19.0 

ng/m2/時（n=5）と幅があり，日射量及び地表気温と変動

が類似していた。なお，夏季ではセルC4が21.7～24.2 

ng/m2/時(n=3)，セルC6が14.5～27.9 ng/m2/時(n=5)，冬

季でセルC4が-0.6～0.6 ng/m2/時 (n=5)，セルC5で 1.4

～2.6 ng/m2/時 (n=5)であった。この他に，気圧変動や

地中熱流量等とフラックスの関係は見いだせなかった。

これは，水銀ガスの採取に約1時間を要することから，短

時間で変化する項目との詳細な解析ができなかったこと

が挙げられる。なお，一般環境土壌における水銀フラッ

クス14)が測定されているが，人工造成地で1.1未満～174 

ng/m2/時（n=531），森林土壌で1.1未満～32 ng/m2/時

（n=245）と報告されており，本研究の結果は森林土壌と

同程度であった。 

次に，全観測データを用いて，水銀フラックスと相関

が高かった項目のうち地表温度との関係を図6に示す。気

化しやすい水銀は高温なほど大気へと放出される傾向が

みられ，埋立廃棄物の組成の違いによる影響はみられな

かった。なお，調査地点ごとの地表温度や日射量と水銀

フラックスの間の相関については，C5地点においては高

かったが，C4及びC6では明確ではなかった。これは，C4

及びC6の調査日の地表温度や日射量の変動が少なく，そ

れらの影響が明確にならなかったと考えられる。 

図6 水銀フラックスと地表温度の関係 

 

4．まとめ 

廃棄物埋立地11施設のガス抜き管及び観測井内の水銀

ガス濃度，並びに埋立地表面からの水銀ガスフラックス

を調査した。水銀ガス濃度は0.8～59.2ng/m3で文献値と

比較して低い範囲であった。特に，埋立廃棄物の安定化

指標である層内温度とメタンガス濃度比は水銀ガス濃度

と関係がみられたが，埋立時期の古い場合に水銀ガス濃

度が高い可能性が示唆された。また，ガス抜き管の深度

ごとの水銀ガス濃度は温度勾配に従って偏りがあること

が分かった。さらに，埋立地表面からの水銀ガスフラッ

クスは，冬季で-0.6～2.6ng/m2/時，夏季で10.6～

27.9ng/m2/時であり，気化しやすい水銀は気温が高いほ

ど大気へと放出される傾向がみられた。なお，今回の調

査では，最終覆土された埋立地において，埋立廃棄物の

組成の違いによる水銀ガスフラックスへの影響はみられ

なかった。 
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＜環境省ニュース＞ 

環境研究総合推進費（競争的研究資金）の最近の動向について 

環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室 

 環境研究総合推進費（以下「推進費」という。）は、

環境省が必要とする研究テーマ（行政ニーズ）を提示し、

独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）

が新規課題の公募及び審査、資金配分等を行う環境政策

貢献型の競争的研究資金であり、例年９月末から約１ヶ

月間に渡って新規課題の公募を行っています。今年度は

「令和２年度新規課題公募」（採択された場合、令和２

年４月から研究が開始となる課題の公募。以下「今回の

公募」という。）を令和元年９月27日～11月１日の期間

に実施し、現在機構において審査が行われています。 

今回の公募より、推進費の委託費と補助金で、それぞれ

下記（１）（２）のとおり公募区分を改めましたので紹

介します。 

（１）環境問題対応型研究における技術実証型について

（推進費［委託費］関係） 

 我が国の科学技術イノベーションの戦略を規定する

「統合イノベーション戦略2019」（令和元年６月閣議

決定）において、研究成果の社会実装が強く求められ

ています。このため、「環境研究・環境技術開発の推

進戦略」（令和元年５月環境大臣決定）に掲げる重点

課題に係る技術開発を促進するため、今回の公募より

環境問題対応型研究に新たに「環境問題対応型研究（技

術実証型）」を設けました。

参考：統合イノベーション戦略2019 

        https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/ 

        index.html 

環境研究・環境技術開発の推進戦略 

 http://www.env.go.jp/policy/tech/kaihatsu.html 

（２）次世代事業の対象範囲拡大について（推進費［補

助金］関係） 

 推進費の次世代事業では、従来、資源循環領域のみを

対象としていましたが、今回の公募より全ての領域（統

合領域、気候変動領域、資源循環領域、自然共生領域、

安全確保領域の５領域）に対象を拡大し、下記ア及びイ

の区分により公募することとしました。 

ア 技術開発実証・実用化事業 

環境問題対応型研究で得られた技術開発または推進

戦略において重点的に取り組むべき課題の解決に資す

る技術開発であって、全ての研究対象領域において、

産学連携等により、実証・実用化を図る事業（下記イ

に該当する事業を除く）を対象とする。 

イ 次世代循環型社会形成推進技術基盤整備事業 

「資源循環領域」に係る技術開発で、廃棄物の安全

かつ適正な処理、循環型社会の形成推進に関するもの

で、実現可能性、汎用性及び経済効率性が見込まれる

技術を開発する事業を対象とする。 

※ ア及びイが対象とする技術開発は、基礎研究及び応

用研究が終了し、必要最小限の設備で技術の実証

を行うものであり、既に開発された技術を用いた

施設の整備を対象とするものではない。 

参考：環境研究総合推進費 令和２年度新規課題公募要

領（2019 年秋の公募分） 

https://www.erca.go.jp/suishinhi/koubo/pdf/r02_sh

inki_koubo.pdf 

※上述のとおり、令和２年度新規課題公募の受付は既に

終了しています。 

 次回（令和３年度新規課題公募）の公募開始時期は

2020 年秋頃を予定しています。引き続き、積極的に応

募いただけるよう、御検討をお願いします。 
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＜支部だより＞ 

東海・近畿・北陸支部 

 全国環境研東海・近畿・北陸支部の活動として、第33

回支部研究会について報告します。 

（支部事務局：愛知県環境調査センター） 

1． 開催日：平成31年1月24日（木）から25日（金） 

2． 会場：愛知県三の丸庁舎（名古屋市） 

3． 参加者：延べ110名（17機関） 

4． 発表演題：23題 

(1)  第1日：1月24日（木） 

➀ 名古屋市における有害大気汚染物質濃度の20年

間の経年変化 

  （名古屋市環境科学調査センター） 

② 環境大気中N,N－ジメチルアセトアミドのN,N－

ジメチルホルムアミドとの同時測定 

（滋賀県琵琶湖環境科学研究センター） 

③ 近年の大気中揮発性有機化合物濃度について

ー1,2－ジクロロエタンを中心にー 

（京都府保健環境研究所） 

④ 奈良県におけるPM2.5中指標性有機炭素成分の

モニタリング結果について 

（奈良県景観・環境総合センター） 

⑤ PM2.5中の多環芳香族炭化水素類(PAHs)の分析

法の検討及び留意点 

（石川県保健環境センター） 

⑥主要成分の毎時観測によるPM2.5高濃度化の要因

推定

（（公財）ひょうご環境創造協会

 兵庫県環境研究センター） 

⑦ 神戸市における有害大気汚染物質モニタリング

調査外物質の把握に向けて 

（神戸市環境保健研究所） 

⑧ 街路空間におけるヒートアイランド緩和策とし

ての湧水の活用 

（名古屋市環境科学調査センター） 

⑨ 地下水中のひ素分析法の検討

（石川県保健環境センター） 

⑩ 工場排水等におけるふっ素の測定精度の向上に

関する検討 

（三重県保健環境研究所） 

⑪ 海域における水質管理に係わる栄養塩・底層溶存酸

素状況把握に関する研究 

（（地独）大阪府立環境農林水産総合研究所） 

⑫ 水質モデルを用いた加古川流域における窒素負荷

量解析 

（（公財）ひょうご環境創造協会 

兵庫県環境研究センター） 

⑬ 緊急時を想定したGC/MSによる河川水中の化学物質

の網羅的分析に関する研究 

（岐阜県保健環境研究所） 

⑭ 浜田川における降雨時の汚濁負荷の調査結果につ

いて 

（愛知県環境調査センター） 

(2) 第2日：1月25日（金） 

⑮ 愛知県の「海上の森自然環境保全地域」における

スミレサイシン開花状況調査 

（愛知県環境調査センター） 

⑯ ゼブラフィッシュを用いたWET試験の結果について

（滋賀県琵琶湖環境科学研究センター） 

⑰ ニセネコゼミジンコを使用したWET法による大和川

水系の生物影響評価 

（奈良県景観・環境総合センター） 

⑱ 焼却工場の排水処理における効率化の取り組み

（大阪市立環境科学研究センター） 

⑲ 長期液浸試験による再生品に含まれる有害物質等

の溶出 

（愛知県環境調査センター） 

⑳ 富山県における地球温暖化の影響に関する調査研究

（富山県環境科学センター） 

㉑ 福井県内の河川におけるリン酸エステル系難燃剤 

の実態について 

（福井県衛生環境研究センター） 

㉒ 福井県内におけるネオニコチノイド系農薬の汚染

実態について 

（福井県衛生環境研究センター） 

㉓ 愛知県における環境放射能測定結果の推移 

ー福島原子力発電所事故時から今日までを中心にー 

（愛知県環境調査センター） 
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編 集 後 記

 2018年12月1日に気候変動適応法が施行されて1年が過

ぎました。そこで今回は長野県の気候変動影響・適応に

関する取り組みについて紹介します。2019年4月1日，長

野県は同法に基づき気候変動適応センター（以下，適応

センター）を設置しました。同様の適応センターが全国

に13あり（2019年10月1日現在），そのうちの一つです。

長野県適応センターの特徴は行政の環境エネルギー課と

環境保全研究所の合同体制となっていることです。長野

県は全国の中でも比較的早くから気候変動への適応に対

する取組を進めていたため，すでに気候変動情報の収集

と分析を担う「信州・気候変動モニタリングネットワー

ク」と，産官民学による適応に関する情報を共有する「信

州・気候変動適応プラットホーム」があり，適応策を推

進する体制が整っています。研究面でも，環境保全研究

所は2010年から環境研究総合推進費 戦略研究開発領域

S-8「温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究」（〜

2014年）に参画し，2015年から文部科学省の「気候変動

適応技術社会実装プログラム（SI-CAT）」（〜2019年）

に参画しています。今年はいくつかの研究成果を公表す

ることができました。一つはライチョウへの温暖化影響

予測（DOI: 10.1186/s12898-019-0238-8）であり，もう

一つは気候変動の速度という指標を使って全国各地の気

候変動の影響を初めて推計したもの（DOI:10.11492/ 

ceispapers.ceis33.0_49）です。 

 さらに，今年度からは環境研究総合推進費を獲得し，

気候変動適応を推進するための情報デザインに関する研

究を進めています。この研究の目的は，気候変動適応に

必要な情報を適応策の実施主体が使える情報となるよう

な情報デザインを開発することです。まだ誰も取り組ん

でこなかったことであり，試行錯誤の連続になるかと思

っています。また，今年度からは地域気候変動適応計画

の策定に取り組んでいます。  

＊ ＊ ＊ 

最後になりましたが，巻頭言を執筆していただきまし

た岩手県環境保健研究センター所長様，特集及び報文を

投稿いただきました皆様，「環境省ニュース」を執筆い

ただきました環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室

様，「支部だより」を執筆いただきました愛知県環境調

査センター様には，お忙しいところご協力をいただき，

誠にありがとうございました。全国各支部会員の皆さま

におかれましては，今後とも会誌への積極的な投稿につ

いてご協力をお願いいたします。 

（長野県環境保全研究所）

令和元年度 
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